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序章 論文の目的と構成 
 
1. 論文の問題意識と目的 
 わが国では所得水準の上昇とともに個人消費における芸術・文化関連支出が増加した1。
このような芸術・文化に対する国民の関心の高まりとともに、1980 年の後半から芸術・文
化への公的関与も急速に拡大し、全国各地に芸術・文化施設が建設された。例えば 1960 年
には 273 に過ぎなかった博物館数は 2011 年には 1,262 に増加し、そのうち約 750 が国（独
立行政法人）や自治体の設置である2。その間、芸術・文化関連予算も増加し 1968 年には
50 億円だった文化庁予算は 2003 年度には 1,000 億円を突破し3、地方公共団体の文化関係
経費も 1993 年度には 9,550 億円に達した4。また最近では、地域活性化やまちづくり、経
済や産業への貢献といった視点から、芸術・文化政策が注目されている5。 
だが近年、博物館等の建設が一段落したことに加えて、財政状況が厳しさを増したこと
から、地方の文化関係経費は 3,638 億円（2013 年度）に減少し、芸術・文化政策の見直し
が検討され始めている。また、公立の博物館は、博物館法第 23 条から博物館利用を「原則
無償」と定めており6、博物館の建設・運営は公的資金に大きく依存していることから、現
在、博物館類似施設の多くが閉館を迫られている7。 
このように、日本の芸術・文化政策は、科学的な基準なしに公的資金が投入されたり、
社会的な風潮や財政事情に予算が左右されたりするなど、極めて不安定である。その原因
は公平で安定的な財源調達方法や効率的な施設の整備と運営といった政策に関する科学的
判断基準が欠如していることが挙げられるが8、さらにその背後には、芸術・文化施設をは
じめとした芸術・文化政策が利用者への直接便益と間接便益（外部性）を併せ持つ地方準
公共財の特徴を持ち、芸術・文化政策から発生する多様な便益の評価が困難だということ
がある。しかし、芸術・文化政策に対する実証研究の蓄積は非常に少なく、公共部門の関
                                                   
1 家計の教養・娯楽サービスに対する支出（年間・全世帯）は 1963 年の 1 万 3,668 円から 2012
年には 18 万 6,442 円へと約 13.7 倍に増加し、消費支出総額に占める割合も 2.8％から 6.3％
に上昇している（総務省「家計調査年報」）。また近年、国民は芸術・文化鑑賞を行ったり、文
化活動を行ったりすることによる心の豊かさを重視している（内閣府（2009）「国民生活に関
する世論調査」）。有馬（2006）、Seaman（2011）等では、映画や舞台など芸術・文化に対す
る需要の分析が行われており、様々な形で芸術・文化の研究が進んでいる。 
2 博物館には総合博物館、歴史等の目的別博物館、美術館等が含まれる。 
3 文化庁（2012）「文化芸術関連データ集（平成 23 年版）」より。 
4 文化庁（2015）「地方における文化行政の状況について（平成 25 年度）」より。 
5 木村（2001）、村山（2001）は博物館による「地域の活性化」を紹介し、Bille and Schulze
（2011）は都市活性化に対する芸術・文化活動の役割を分析している。 
6 博物館法第 23 条「博物館は原則無料」と規定するが、公立博物館の約 8 割は入館料を徴収し
ており、政策スタンスが曖昧である。 
7 例えば、総工費 176 億円をかけて建設された海洋博物館「なにわの海の時空館」（大阪市）は
赤字経営を理由に 2013 年 3 月をもって閉館された。 
8 中には科学的判断基準なしに利用者の利便性を考えない場所に建設され、閉館を迫られた施設
も存在する。 
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与のあり方を検討するための判断材料が不足している。 
以上の問題意識から、本論文はこれまでの「文化経済学」の領域ではなく、財政学・公
共経済学の枠組で、準公共財としての芸術・文化を総合的に研究しようとするものである。
具体的には、（１）芸術・文化の多様な便益を体系化するとともに、各便益にふさわしい推
定方法を確立し、（２）芸術・文化と経済との関わりを理論的に分析したうえで、（３）理
論モデルをもとに実証分析によって便益を定量化し、（４）推定結果をもとに、芸術・文化
政策のあり方を考える指針を提示することを目的とする。 
 準公共財として芸術・文化を取り上げたのは以下の理由がある。第 1 に、現代社会にお
いてまちづくりなどと関連して公共部門の関わりが多くなってきたことである。また、全
国的に政策が普及してきているとはいえ、実証研究を行う上で必要な地域間格差が存在す
る。第 2 に、施設それ自体が直接便益と同時に間接便益を与えることである。芸術・文化
施設は利用者に直接の便益を与えるが、同時に、芸術・文化環境の向上によって地域社会
に対して外部性を発生させる可能性がある。第 3 に、芸術・文化は、利用者に直接便益を
与えるだけでなく、「他者にも同じ体験をして欲しい」という利他的な便益を与えるという
ように、利用者の便益が多様である。第 4 に、生活環境と企業活動環境の改善という家計
と企業の双方に間接便益を及ぼす可能性が存在することである。第 5 に、芸術・文化に公
共経済学的に接近した研究が国内外ともに少ないことである。 
 研究の最終的な目的は準公共財を理論的、実証的に研究し、今後の財政運営への科学的
政策判断基準を提示することにある。他の準公共財も以上のような特徴の一部を備えてい
るであろう。しかし、すべての特徴を兼ね備えているのが芸術・文化であり、芸術・文化
を対象とすることによって、他の準公共財研究への応用が可能となる。 
 
2. 論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである（図１参照）。第Ⅰ章では、芸術・文化政策の便益を明
確化し、体系化するとともに、便益の計測方法に関して文献研究を進め、芸術・文化政策
の便益推定への道筋を付ける。芸術・文化の広範囲な便益を把握するため、歴史遺産・公
園・図書館・イベント等を扱った文献にも研究対象を広げ、便益の種類ごとに望ましい推
定方法を明らかにする。第Ⅰ章の成果を用いて、第Ⅱ章以降は芸術・文化政策の便益の推
定を行う。 
芸術・文化施設はその利用者に対して直接的な便益を与えるが、直接便益も利用者本人
に及ぶ利益から、利用者が将来世代にも利用して欲しいと望む価値など多様である。そこ
で第Ⅱ章では、非市場価値を含めた利用者への直接便益を「仮想評価法」を用いて定量的
に評価する。そのために神戸市立博物館を取り上げ、来館者調査を実施し、支払い意思額
を推定するとともに、直接便益の決定要因を検証する。 
芸術・文化政策は利用者の直接便益だけでなく、地域のイメージアップや文化的環境の
向上、人的資本の強化による地域経済の発展といった間接便益を与える可能性がある。本
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論文は、芸術・文化政策の間接便益を（１）居住環境の改善として周辺地域の住民の厚生
水準に影響する効果と（２）労働生産性の向上を通して企業の活動環境を改善する効果に
区分し、理論分析を行うとともに計量経済学を用いて便益を定量化する。第Ⅲ章では、芸
術・文化政策が居住環境の改善（地域住民の厚生水準の上昇）という間接便益を与えるか
どうかを、ヘドニック地価モデルを用いて検証するとともに、間接便益の大きさと便益が
及ぶ地理的範囲の検証を試みる。第Ⅳ章では、芸術・文化政策が企業活動環境面に間接便
益を与えるかどうかを、芸術・文化水準の差が引き起こす生産性の違いに着目したヘドニ
ック賃金モデルを用いて検証する。その際、労働経済学で用いる一般的なヘドニック賃金
モデルでは本章の目的を達成することができないため、都市経済学における「集積の利益」
モデルと統合し、新たなモデルを構築する。 
実体経済では家計や企業などの各経済主体は相互に連関し合っている。もし芸術・文化
政策が家計の居住環境と企業の活動環境を改善し、各経済主体の行動が変われば、その変 
 
図 1 本論文の構成 
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化は他の経済主体に影響し、市場メカニズムを通して、実体経済や住民の厚生水準は変化
すると考えられる。第Ⅴ章では、家計、企業、不動産業の相互依存関係を考慮した応用一
般均衡モデルを構築し、大阪府の芸術・文化政策を変更する政策シミュレーション分析を
行うことで、芸術・文化政策の変更が最終的に実体経済をどのように変化させ、住民の厚
生水準にいかなる影響を与えるのかを検証する。 
終章では、第Ⅰ章から第Ⅴ章の研究成果を踏まえて、利用者への直接便益と地域社会へ
の間接便益の両方を有する芸術・文化の公共部門の関与のあり方について提言する。 
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第Ⅰ章 芸術・文化政策の便益と評価方法の確立※ 
 
1. はじめに 
国や地方自治体といった公共部門が提供する財･サービスは、非競合性、非排除性を持つ
純粋公共財だけではなく、その多くが、市場での供給も可能であるが、外部性を発生する
ことで「市場の失敗」が起こる準公共財である。芸術・文化も同様であり、Throsby（2001）
は、「美術館の経済的価値は、私的財と公共財と外部性に分けられる」とし、公共財的性格
を「芸術・文化が存在することから生じるコミュニティ一般の便益」と定義した。片山（2004）
は、「芸術・文化の領域における財・サービスは、公演のチケットや絵画などの芸術作品に
おいて市場取引が可能である私的財の面と、芸術・文化の中には市場においてチケットや
作品を購入する消費者以外の人々にも様々な便益を生み出す公共財の面を持つ準公共財」
として捉え、Snowball（2010）は、「芸術や遺産が与える経済的、金銭的な利益に加えて、
非市場財として、供給される」とした。このように、芸術・文化は私的財の面を持つ一方
で、多様な外部性が発生することで「市場の失敗」が起こる公共財の側面を合わせ持った
準公共財（混合財）としての特徴を持っている。 
芸術･文化が持つ準公共財としての特徴は、その供給や費用負担において、政府が関与す
る必要性を示唆しているが、準公共財であることが直ちに財の公的供給や公的支援を正当
化するものではない。しかし、準公共財から生まれる目に見えない便益を含めることで、
その財の価値は拡大され、公的な関与が正当化されるかもしれない。Snowball（2010）が
指摘するように、準公共財の価値の評価は利用者の直接的な金銭的利益のみに結び付けら
れないのである。このように、芸術・文化政策が失敗しないためにも芸術・文化の便益の
評価に関する研究の必要性は高い。 
準公共財は、企業活動に必要な資本財型と人々の生活に関わる最終消費財型に区分でき
る。前者については GDP や GRP（域内総生産）といった数量化可能な指標が存在するこ
とから、産業基盤型社会資本の生産力効果に関する研究が数多く行われている1。しかし、
後者については外部性との関連での理論分析や事例研究は行われるものの、準公共財がも
たらす便益や計測方法に関しては、実証分析の前提として限定的にしか触れられていない。
その理由は、便益が多様であり、かつそれらを数量化することが困難だという点にある。 
 本章の目的は、芸術・文化政策の 1 つであり、最終消費財型準公共財（以下、準公共財
とする）の特徴を持つ芸術・文化施設の便益を明確にし、体系化するとともに、便益の計
                                                   
※ 本章を作成するにあたり、三浦晴彦奈良学園大学准教授、林田吉恵島根県立大学准教授、林
亮輔鹿児島大学准教授、関西学院大学の河野正道教授、高林喜久生教授、前田高志教授の他、
多くの方の助言をいただいた。また、本章の作成過程において、指導教授である林宜嗣関西
学院大学教授に指導をしていただいた。この場をお借りして謝意を表したい。なお、本章に
おける誤り等の責任は筆者にある。 
1 社会資本が地域経済に及ぼす影響に関する研究としては、吉野・中島（1999）、林（2004）な
どがある。 
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測方法に関する研究をサーベイすることによって、芸術・文化の便益推定への道筋を付け
ることである。芸術・文化政策の財政分析を総合的に行うためにも、便益の的確な把握と
適切な計測方法の確立が不可欠だからである。しかし、芸術・文化施設に関する研究はそ
れほど多くないため、自然景観、歴史的建造物、図書館など他の準公共財に関する研究も
対象とした。 
本章の構成は以下の通りである。第 2 節では先行研究に基づいて芸術・文化施設の便益
を明確にし、それらを体系化する。第 3 節は前節で定義した芸術・文化施設の便益を計測
するのにふさわしい方法を探る。これまでにも準公共財の便益の計測に関して様々な方法
が提示されているが、便益を適切に計測するためには、各方法の長所と欠点を踏まえ、計
測すべき便益の内容にふさわしい方法を慎重に選択しなければならない。第 4 節では研究
結果をまとめ、芸術・文化政策に関する研究の方向性との関連を述べる。 
 
2. 芸術・文化施設の価値 
2.1 準公共財としての芸術・文化施設 
本節では、芸術・文化施設が持つ私的財としての側面と公共財としての側面を検討する。
芸術・文化施設がもたらす便益を広範囲に把握するために、映画、歴史遺産、放送、図書
館、イベント等を扱った様々な先行研究にも対象を広げた。これらの先行研究を踏まえ、
以下では、便益を体系化する。 
Throsby（2001）、Snowball（2010）は芸術・文化施設の便益を使用価値・不使用価値（非
使用価値）・外部性の 3 種類に分類し、Bille and Schulze（2011）は市場財・非市場財に分
類している。Throsby（2001）の不使用価値とは、「①文化的なアイデンティティを明示す
る価値、②将来に利用することを予想して保持する価値、③将来世代への遺産としての価
値、④異文化のつながりや文化財がそこにあると知ることで得られる満足のように公共財
の特性から得られる間接的価値」であり、外部性としての特徴が含まれている。政策研究
大学院大学（2006b）では、非使用価値は＜将来・本人＞と＜本人非使用＞に分類され、＜
本人非使用＞には、＜現在・他人＞、＜将来・他人＞、そして、これらのカテゴリーに含
まれない固有価値に分類されている。このように「不使用価値」は、②、③のような「い
ずれ使うであろうが現時点では使用していない価値」と「今後も使用することがない人に
とっての価値」に分けて考えることができる。本論文では、対象者が未だに使用していな
い価値を「未使用価値」と定義し、「使用価値」と「未使用価値」はいずれも直接使用する
ことで得られる価値であるため、私的財の面を持つ「直接便益」といえる。また「今後も
使用することがない人にとっての価値」は、直接享受しない人たちにも便益が及ぶ外部性
を意味し、公共財の面から得られる「間接便益」と定義できる。 
芸術・文化施設の外部性は「金銭的外部性」と「技術的外部性」に分類できる。金銭的
外部性とは、市場を経由することによって、経済主体の活動が相互に関連していることを
示すものであり、市場経済への帰結ともいえるものである。Throsby（2001）は、「都市部
7 
 
に美術館が存在することで、雇用や所得を生み出すかもしれないし、他の経済にインパク
トを与えるかもしれない」とし、芸術・文化施設には直接の利用者が意図しない副次的な
効果である金銭的外部性が存在するとした。 
金銭的外部性はさらに短期的効果と長期的効果に区分できる。短期的効果は、芸術・文
化施設が存在することで観光客が増加し、周辺の商店の販売額が増加するといった経済波
及効果を示す。長期的効果は、芸術・文化施設ができることで、居住環境の向上や Human 
Capital の強化や Social Capital を通じて地域経済のポテンシャルを強化することが考えら
れ、長期的に生じる地域の副次的な経済的効果である。こうした金銭的外部性は芸術･文化
施設が生み出す経済波及効果ではあるが、その費用は市場を通じて負担されることから、
費用・便益分析を行う際には考慮すべきではない。 
 技術的外部性とは、公共財の特性から得られる間接的価値のことであり、芸術・文化施
設がその場所に存在することで、地域アイデンティティの強化や景観の改善等によって周
辺の人々や地域にプラスの影響を与える外部性を意味する。Martin（1994）、垣内・吉田
（2002）、寺田・垣内（2007）、Bille and Schulze（2011）が「地域の施設が地域のアイデ
ンティティや誇り、威信をもたらす」とした威信価値（Prestige value）は、技術的外部性
に該当すると考えられる。つまり、前述の「今後も使用することがない人にとっての価値」
は技術的外部性に分類できよう。これらの技術的外部性は市場で処理されない便益であり、
芸術・文化施設の費用・便益分析において計上すべきものである。 
以上の先行研究をベースに、本論文では芸術・文化施設の価値を（１）直接便益である
①使用価値、②未使用価値と（２）間接便益である③外部性（金銭的外部性・技術的外部
性）に分類することとする。使用価値とは、直接利用される財・サービスに対してなされ
る経済的評価であり、人々が芸術・文化施設を実際に利用することで得られる「既存使用」
の価値を表す。未使用価値は、将来的に人々が芸術・文化施設を利用することで使用価値
に変わる可能性のある価値を意味する。例えば、その場所に芸術・文化施設を作り、残す
ことで、将来世代や自分が将来の時点で使うことができる価値を示す。 
 
2.2 使用価値、未使用価値、外部性 
 人々は、前節の未使用価値、技術的外部性のように、芸術・文化施設に対して、現在自
らが実際に使用することで自分自身が受ける価値以外に何らかの価値を持っており、施設
の評価につながっている可能性が考えられる。そこで本節では、前節で設定した便益の 3
分類、つまり使用価値、未使用価値、外部性にはどのような内容が含まれるのかを明らか
にし、便益の体系化を行うことにする。 
 政策研究大学院大学（2006b）では＜将来・本人＞はオプション価値、＜本人非使用＞は
存在価値として定義され、存在価値には＜現在・他人＞である代理価値、＜将来・他人＞
とした遺贈価値が含まれている。Throsby（2001）は、訪問者はプロジェクトによって直
接影響を受けるため、直接的な便益（直接利用価値）を受ける人の計測が必要であるとす
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る。本論文では、直接利用価値を前節のように、人々が芸術・文化施設を利用することで、
直接的に得る既存使用の価値とした。しかし、博物館法によって芸術・文化施設は「原則
無償」と定められており、経費は公的資金に大きく依存していることから、価格（芸術・
文化施設の入場料）は価値の直接的な尺度ではないことに注意しなくてはならない。 
有川他（2000）、Throsby（2001）、Bille and Schulze（2011）等で提示されたオプショ
ン価値（Option value）とは「本人にとって、将来の芸術・文化施設利用を前提とした価値」、
つまり「将来訪れたいと思うために保持することを望む価値」である。Throsby（2001）、
政策研究大学院大学（2006a,b,d）、Snowball（2010）では、オプション価値は不使用価値
（もしくは非使用価値）に含まれ、Bille and Schulze（2011）では非市場財に含まれてい
る一方で、有川他（2000）や寺田・垣内（2007）のように利用価値に含まれている研究も
ある。しかし本論文では、オプション価値を、「現在は使用していないが、将来いずれ使う
であろう価値」と考え、「未使用価値」に含まれるとする。 
 遺贈価値（Bequest value）は2、「芸術・文化施設を次世代に残したいとの動機から発生
する価値」、つまり「未来に引き継がれることを望む価値」である（有川他（2000）、Throsby
（2001）、Bille and Schulze（2011））。Throsby（2001）、池内（2003）、Snowball（2010）
では、遺贈価値は不使用価値（非使用価値）に、Bille and Schulze（2011）では非市場財
に含まれているが、本論文では、「対象者である将来世代が未だ使用していないが、いずれ
使用する価値」であると考え、「未使用価値」に含まれるとする。 
代位価値は、有川他（2000）、横田他（2007）、寺田・垣内（2007）等によると、「他人
が施設を利用することを期待することから発生する価値」であり、同世代の他者の利用とい
う「他者の効用」の増加を目的としている3。代位価値は、政策研究大学院大学（2006b,d）
等においては不使用価値（非使用価値）に含まれているが、本論文では他者がいずれ使うと
考えられる価値とし、「未使用価値」に含まれるとする。 
威信価値は、Martin（1994）や Bille and Schulze（2011）では「名声価値」とも定義さ
れ、「地域の施設が、地域のアイデンティティや誇り、威信をもたらす価値」とされている。
威信価値は、前述のように技術的外部性に該当する。 
次に存在価値（Existence value）について見ていくこととする。存在価値が、「芸術・文
化施設が存在することで得られる価値」であることは、政策研究大学院大学（2006a,b,c,d）
や Snowball（2010）をはじめ、すべての先行研究で共通しているものの、含まれる内容は
研究によって少しずつ異なっている。有川他（2000）や Bille and Schulze（2011）による
と、存在価値は、「芸術・文化施設を使用するつもりがなくても、特定の施設が存在すると
いう情報を知っていることで個人が得る価値」を示しているが、Throsby（2001）、横田他
（2002）は、「その施設が、地域コミュニティにとって価値あるものと見なされ、自分の住
む街の魅力を向上させる価値」であると定義している。本論文では、存在価値を「自ら使用
                                                   
2 横田他（2002）、池内（2003）、石井・垣内（2009）では、「遺産価値」と表現されている。 
3 有川他（2000）、政策研究大学院大学（2006b）では、「代理価値」と表現されている。 
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するつもりがなくても、存在することで地域にプラスの影響を与える価値」と定義する。し
たがって、存在価値は、遺贈価値、代位価値、威信価値を包括するものと考えられる。 
 
2.3 先行研究における固有の価値 
 以上が多くの先行研究で共通して取り上げられている価値をまとめたものであるが、最後
に、それぞれの先行研究で述べられている各研究固有の価値に注目する。 
 富山県五箇山合掌造り集落を対象とした垣内・吉田（2002）は上記の価値以外に審美的
価値、教育的価値、文化的価値、レクリエーション価値が存在するとした。このうち審美的
価値は政策研究大学院大学（2006a,c,d）でも取り上げられているが4、審美的価値は「建築
物の美しさによって生まれる価値」であり、世界遺産富山県の合掌造り集落や飛騨高山伝統
的建造物群を実例とした研究に特有の価値といえる。また、垣内・吉田（2002）、Maddison 
and Foster（2003）のレクリエーション価値は、体験することの楽しさを示し、直接得ら
れる価値であることから、「使用価値」に包含されると考えられる。Maddison and Foster
（2003）、政策研究大学院大学（2006a）、片山（2010）が示す教育的価値は、芸術という
一般教養による価値を示し、直接得られる使用価値とも考えられるが、将来世代のための価
値でもあり、使用価値と未使用価値である遺贈価値（将来世代のために残すことを望む価値）
の両者を包含するものと考えられる5。垣内・吉田（2002）が取り上げた文化的価値は人々
が合掌造り集落を重要文化財と認識することで生まれるものであり、Bille and Schulze
（2011）等で定義されている「名声価値」に相当するとも考えられる。 
 その他にも、有川他（2000）等の「鑑賞、創作活動以外で芸術・文化施設を間接的に利
用する時の価値」を示す「間接利用価値」、片山（2010）の「芸術がもっている社会批判機
能の便益」を意味する直接利用する人以外にも及ぶ社会批判機能説、「実験の成果による多
くのアーティストにとって利用可能な便益」を意味するイノベーション説等、先行研究では、
分析対象に沿った固有の価値が便益として取り上げられている。これらの価値について書か
れている代表的な先行研究を表１－１にまとめた。 
それぞれの先行研究では様々な価値を分析に用いているが、合掌造り集落、宮島といっ
た研究対象に固有の便益が含まれている。本論文では、より普遍的な芸術・文化施設の便
益を対象とすることを計画しているため、芸術・文化施設に共通して該当する価値のみを
選択したい。その結果、私的財の性格を持つ直接便益には①使用価値として「直接利用価
値」、②未使用価値として「オプション価値」、「遺贈価値」、「代位価値」、公共財の性格を
持つ間接便益には③技術的外部性として「威信価値」を芸術・文化施設から生まれる価値
とした。それらをまとめたのが、表１－２である。 
 
                                                   
4 政策研究大学院大学（2006d）では、「景観価値」と表現されている。 
5 芸術・文化施設は展示スペースの提供や他の創作活動からの刺激等によって芸術家を育てる可
能性があるが、これは使用価値と遺贈価値を包含した教育的価値であるといえる。 
10 
 
 
使
用
価
値
使
用
価
値
使
用
価
値
・
不
使
用
価
値
不
使
用
価
値
不
使
用
価
値
不
使
用
価
値
直
接
利
用
価
値
間
接
利
用
価
値
オ
プ
シ
ョ
ン
価
値
遺
贈
価
値
/遺
産
価
値
代
位
価
値
/代
理
価
値
存
在
価
値
威
信
価
値
/名
声
価
値
審
美
的
価
値
文
化
的
価
値
教
育
的
価
値
レ
ク
リ
ー
シ
ョ
ン
価
値
そ
の
ほ
か
有
川
他
（
20
00
）
公
立
美
術
館
（
2施
設
）
○
○
○
○
遺
産
価
値
○
代
理
価
値
○
調
査
に
含
ま
れ
な
い
垣
内
・
吉
田
（
20
02
）
世
界
遺
産
○
○
○
残
っ
て
い
る
こ
と
に
対
す
る
価
値
○
○
○
○
○
横
田
他
（
20
02
）
仮
想
の
図
書
館
・
美
術
館
○
○
○
遺
産
価
値
○
○
伊
藤
（
20
06
）
ア
ル
テ
ピ
ア
ッ
ツ
ァ
美
唄
精
神
的
価
値
・
社
会
的
価
値
・
歴
史
的
価
値
・
象
徴
的
価
値
・
本
物
の
価
値
な
し
○
○
○
○
○
○
○
広
島
県
宮
島
○
○
○
存
在
価
値
に
含
ま
れ
る
○
存
在
価
値
に
含
ま
れ
る
代
理
価
値
○
本
人
非
使
用
全
般
を
示
す
固
有
価
値
本
人
非
使
用
で
、
遺
贈
価
値
、
代
理
価
値
に
含
ま
れ
な
い
も
の
飛
騨
高
山
○
○
○
○
新
潟
市
民
芸
術
会
館
（
り
ゅ
ー
と
ぴ
あ
）
○
○
○
○
○
○
○
景
観
価
値
菊
地
（
20
07
）
公
立
図
書
館
純
価
値
・
不
確
定
性
  
減
少
価
値
・
代
替
価
値
寺
田
・
垣
内
（
20
07
）
大
原
美
術
館
○
○
○
○
○
○
石
井
・
垣
内
（
20
09
)
手
塚
治
虫
記
念
館
○
○
○
遺
産
価
値
○
○
片
山
（
20
10
）
な
し
○
オ
プ
シ
ョ
ン
価
値
説
○
文
化
遺
産
価
値
○
国
民
的
威
信
説
地
域
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
説
○ 一
般
教
養
説
社
会
批
判
機
能
説
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
説
M
a
r
t
i
n
 
(
1
9
9
4
)
博
物
館
○
○
○
○
名
声
価
値
T
h
r
o
s
b
y
 
(
2
0
0
1
)
遺
産
な
ど
○
○
○
○
M
a
d
d
i
s
o
n
 
a
n
d
F
o
s
t
e
r
 
(
2
0
0
3
)
大
英
博
物
館
○
○
コ
レ
ク
シ
ョ
ン
・
混
雑
費
用
S
n
o
w
b
a
l
l
 
(
2
0
1
0
)
文
化
遺
産
な
ど
○
○
○
○
B
i
l
l
e
 
a
n
d
S
c
h
u
l
z
e
 
(
2
0
1
1
)
文
化
産
業
な
ど
○
○
○
○
名
声
価
値
本
稿
の
分
類
公
共
の
芸
術
・
文
化
施
設
使
用
価
値
未
使
用
価
値
未
使
用
価
値
未
使
用
価
値
技
術
的
外
部
性
参
考
文
献
対
象
文
化
施
設
政
策
研
究
大
学
院
大
学
（
20
06
）
表
１
－
１
 
先
行
研
究
に
お
け
る
価
値
の
種
類
 
11 
 
表１－２ 芸術・文化施設の価値・便益 
 
 
3. 便益の計測方法 
3.1 金銭的外部性の計測 
準公共財に対する政府の関与の仕方を見いだすためには、多様な便益の大きさを計測す
る必要があり、これまで様々な方法が提示されてきた。筒井（2011）では、①産業分野と
してのマクロ経済に対する効果、②特定の地域におけるミクロ的な経済効果、③特に個人
に対する①、②以外の効果について、費用対効果や地価の変化などを使い、それぞれの視
点に合った計測方法が紹介されている。実際に芸術・文化施設の便益を評価する際には、
分析の可能性や便益（価値）の種類に応じて、異なった計測方法が必要である。 
金銭的外部性の短期的効果を計測した先行研究の多くは、需要創出による経済波及効果
を産業連関表を用いて分析している。Bille and Schulze（2011）によると、①新たな消費
が生産に及ぼす直接効果、②直接効果によって生産が増加した産業で必要となる新たな原
材料の需要によって起こる波及効果である第 1 次間接波及効果、そして、③雇用者所得が
増加することで生じた消費需要の増加によって新たに発生する誘発された生産効果である
第 2 次間接波及効果というように、経済波及効果の推定は段階に分けて捉えることができ
る。 
松井（2005）は福岡県内の A 会館をモデルとし、産業連関表を用いて経済波及効果を明
らかにしているが、その特徴は主催事業と管理運営の最終需要の増加分の合計を求めた財
団の視点と、自治体が A 会館に対して実質的に負担している金額から求めた自治体の視点
という両面から経済波及効果をとらえていることである。国立民族学博物館を対象にした
梅棹（1993）では、社会的便益の分析に加え、最終需要を生む生産誘発効果など、産業連
関表を使った経済効果の計測が行われ、地域経済に及ぼす影響が書かれており、伊藤（2005）
においても、芸術・文化施設整備が地方自治体に与える経済効果を考察している。安田（2004）
使用価値 直接利用価値
オプション価値
遺贈価値
芸術・文化施設を次世代に残したいと
の動機から起こる価値
存在価値 代位価値
他人が芸術・文化施設を利用するであ
ろう動機から発生する価値を示し、同
世代の他人の利用という他人の効用を
目的としている
技術的
外部性
威信価値
地域の施設が地域のアイデンティティ
や誇り、威信をもたらす価値
短期
需要面での
波及効果
周辺の店に表れる地域の副次的な経済
波及効果
長期
供給面での
経済効果
民間資本ストックや労働力の誘致、
生産性の向上
便益の種類
直接便益
【私的財】
間接便益
（外部性）
【公共財】
金銭的
外部性
未使用価値
芸術・文化施設を利用することで得られる価値
将来訪れたいと思うため、保持することを望む価値
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は、劇場、興業団、ミュージアム、映画といった芸術・文化産業そのものの取引によって
誘発される経済波及効果を見ており、芸術文化産業が東京に立地する場合と全国に立地す
る場合の比較を行う立地分析、年代毎で比較し変化を見るために時系列分析を行っている。
また、枝川（2006）では、地域文化の経済波及効果の計測に加え、社会的波及効果の計測
の必要性が示されている6。このように、金銭的外部性に含まれる短期的効果は、地域産業
連関表を用いて地域の所得や雇用創出効果を計測するものが多い。 
筒井（2011）では、短期的な経済効果以外の精神的な効果も、いずれ新たな経済活動を
生み出す源泉になるとし、一定時間を経て現れる中長期的な効果を考慮する必要性を指摘
している。これは、金銭的外部性の長期的効果の重要性を示しているといえる。もし、芸
術・文化施設が個人に精神的な効果を与えるなら、個人の行動を変化させ、地域経済のポ
テンシャルを強化し、金銭的外部性が生じる。短期的な施設建設に伴う経済波及効果と異
なり、中長期的な効果を計測するには、個人の行動をいかに変化させるのか、それによっ
て、実体経済は中長期的にどのように変化するのかを把握する必要がある。その方法とし
て橘木・市岡・中島（1990）や佐藤（2005）など、税制の変化や交通施設の効果を対象に
発展してきた応用一般均衡分析の開発が考えられる。 
 
3.2 費用・便益分析 
芸術・文化施設に対する公共部門のあり方を考える際には、費用・便益分析が必要であ
る。費用・便益分析とは、分析対象を貨幣タームで評価することによって費用と便益を比
較し、その大小によってプロジェクトのコスト・パフォーマンスを評価する方法である7。 
費用・便益分析を行う際に、特に重要となるのは便益の推定を的確に行うことである8。
前述のとおり、入場料といった市場を通して計測できる金銭的な価値のみを便益として評
価することが、芸術・文化施設から発生する便益を過小評価していることは明らかである。
つまり、便益を推定する際には、オプション価値や遺贈価値など、非市場財としての経済
的価値を含めた評価がなされる必要がある。したがって、これらの非市場財としての経済
価値を金銭換算し、入場料とともに便益に含めることで、芸術・文化施設から発生する便
益の正当な評価が可能となる。 
 このような非市場財に対する価値を金銭的に換算して計測する方法には、Snowball（2010）
が示すように様々なものがあり、大きく「顕示選好法」と「表明選好法」に分類できる。
表１－３はそれらをまとめたものである。顕示選好法とは、個人の実際の行動結果に基づ
いた分析を行う方法のことであり、他のデータから間接的に便益を評価する。①代替法、
②ヘドニック・アプローチ、③トラベルコスト法は顕示選好法に分類される。 
                                                   
6 地域のイメージアップや環境整備など文化活動それ自体がもたらす効果と文化資源の発掘や
文化の創出など人と地域の交流をもたらす効果。 
7 費用・便益分析の考え方については、Nas（1996）や Bordman（2001）に詳しく書かれてい
る。 
8 OECD 編（1999）の 12、13 頁参照。 
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表１－３ 顕示選好法と表明選好法の各分析方法 
  
出所）栗山（1997）、国土交通省国土技術政策総合研究所（2004b）より筆者作成。 
 
代替法とは、対象を私的財で置き換えた時に必要となる費用から価値を評価する方法で
あり、ヘドニック・アプローチとは、賃金や地代をもとに評価する分析方法である9。そし
て、トラベルコスト法とは、旅行費用、時間を個人の厚生と関連させて便益を評価する方
法であり、菊池（2007）では、トラベルコスト法を用いて公共図書館の利用価値を推定し
ている10。 
表明選好法とは、個人が実際に行動していないが、仮に行動するとしたら、どのような
結果を想定するかを尋ねる方法である。表明選好法には、④仮想評価法（Contingent 
Valuation Method）、⑤コンジョイント法などがある。仮想評価法とは、織田他（2001）、
垣内・吉田（2002）、寺田・垣内（2007）のように、来館者などを対象にアンケート調査等
の手段を通じて模擬市場取引を行い、個人が支払っても良いと考える金額を提示させ、そ
の額を財の価値とする方法である11。つまり、現状とある特定の財・サービスについて、現 
                                                   
9 ヘドニック・アプローチは自然環境や歴史的遺産など多くの分野で活用されてきた。ヘドニッ
ク・アプローチを用いた芸術・文化施設の研究としては、博物館、劇場等の文化アメニティが
賃金水準に負の影響を与えるとした Clark and Kahn（1988）、博物館の新設 2、3 ヶ月後に
住宅価格を引き上げることを検証した Halsey（2005）、最寄り駅からの距離、文化施設から
の距離等を用いて地価の上昇を検証した唐鎌・石坂（2009）、宇都宮文化会館が地価を上昇さ
せたとする関口（2010）、アイルランドのダブリン都市圏において文化遺産が住宅価格に影響
を与えることを導いた Moro et al.（2011）、アメリカ・ウイスコンシン州のケノーシャ市等 4
都市の博物館が外部性を持つことを検証した Sheppard（2010）、博物館の新設あるいは拡張
が住宅の賃貸料を引き上げることを検証した Sheppard（2013）などがある。 
10 その他にも、トラベルコスト法を用いた研究としては、アメリカ・メリーランド州の Historic 
St. Mary’s City（歴史遺産地区）を対象に、訪問者 1 人当たり 8 ドルから 19.26 ドルの消費
者余剰があるとした Poor and Smith（2004）、文化体験やインフラ等について仮想の状態を
考慮して需要関数を導出し、アルメニア人の文化遺産の価値を推定した Alberini and Longo
（2005）、広島宮島を対象とした政策研究大学院大学（2006b）、公共図書館に適用した菊池
（2007）等がある。 
11 仮想評価法の考え方については、栗山（1997）、肥田野（1999）、国土交通省国土技術政策総
合研究所（2004a,b,c）に詳しい。 
代替法
対象を私的財に置き換
えたときに必要な費用
から価値を評価
仮想評価法
現状と仮想の状況を比
較させ、回答者に支払
い意志額を尋ねて評価
ヘドニック・
アプローチ
賃金や地代をもとに
評価
コンジョイント法
整備状況を変化させた
代替案と負担金を組み
合わせたいくつかの仮
想状況（プロファイ
ル）の中から、回答者
に選んでもらい評価
トラベルコスト法
旅行費用、時間をもと
に個人の厚生を関連さ
せ、評価
トラベルコスト法
事前評価時は表明選好
法
顕示選好法 表明選好法
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状と仮想の状況とを比較させ、仮想の状況を達成するため、もしくは、現状を保つために
支払っても良い金額である「支払い意思額」（willingness to pay、WTP）を尋ねる12。 
コンジョイント法とは、「評価対象となる未整備の事業等について、整備状況を変化させ
た代替案と負担金の組み合わせの仮想状況（プロファイル）を複数個想定し、回答者にど
れが良いかを選んでもらい、その結果をもとに WTP を推定しようとする方法」である（国
土交通省国土技術政策総合研究所（2004a,b,c））。コンジョイント法の一種である選択実験
法の先行研究には、博物館について調査した Mazzanti（2001）や Snowball（2010）があ
り、Snowball（2010）は、選択実験法の土台となる理論から、仮想評価法との比較が具体
的な研究を例に挙げられている。 
以上の分析方法を表１－４にまとめた。実際に便益を評価する際には、表１－４のよう
な各方法の長所と短所、分析の実行可能性、便益の種類に応じた適切な方法かを慎重に見
極め、分析を行う必要がある。 
 
 
表 １－４ 各方法の長所と短所 
 
出所）国土交通省国土技術政策総合研究所（2004a）より筆者作成。 
                                                   
12 有川他（2000）、池内（2002）、寺田・垣内（2007）は支払い意思額に加えて、サービスが廃
止されたとき支払って欲しい額を尋ねる「受け入れ補償額」があるとしている。これは価格
理論における等価変分と補償変分に相当する。しかし、受け入れ補償額は、住民に権利があ
るときの環境悪化問題には適応できるが、本稿のように芸術・文化施設の維持のケースに用
いるのは適切ではない。 
長　　所 短　　所
代替法
調査や分析を伴わないので容易に適用
できる。
適切な代替市場材の選定が難しい。
ヘドニック・
アプローチ
地価データを基本とするため、データ
が集めやすい。
変数同士が密接な関係にある場合
（多重共線性がある場合）は、安定
性が損なわれる。
トラベルコスト
法
レクリエーション施設の利用価値の評
価に適する。
外部不経済が測れない。
複数目的地での行動が含まれ、過大
評価になるおそれがある。
仮想評価法
最も適用範囲の広い手法で、原理的に
はあらゆる効果を評価できる。
適切な手順を踏まないとバイアスな
どで推定精度が低下するおそれがあ
る。
調査の段階で効果の符号をプラスの
効果か、またはマイナスの効果のど
ちらか一方に設定しなければならな
い。すなわち、最初に設定した符号
の効果しか計測できない。
コンジョイント
法
同上。
効果のプラス・マイナスに関係なく、
複数の項目を同時に評価できる。
適切な手順を踏まないと推定精度が
低下するおそれがある。
手　　法
顕　　示　　選　　好　　法
表　　明　　選　　好　　法
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4. むすび 
本章では財政学・公共経済学の枠組みで芸術・文化という準公共財の便益（価値）を文
献研究によって展望し、便益の体系化と計測方法の確認を行った。その結果、以下の点が
明らかになった。 
第 1 に、わが国における多くの研究は、それぞれが対象としたプロジェクト毎に便益が
取り上げられ、普遍的な芸術・文化施設に共通した便益が抽出され、体系化されていない。 
第 2 に、芸術・文化がもたらす直接効果・間接効果（外部性）は多様かつ広範囲に及ん
でおり、これらは、①使用価値、②未使用価値、③外部性（金銭的外部性と技術的外部性）
に分類できる。 
第 3 に、芸術・文化は、地域経済以外にも、各個人に多くの価値をもたらす。費用・便
益分析を行うために正当な便益を評価する際には、直接利用価値、オプション価値、存在
価値（遺贈価値・代位価値・威信価値）といった非市場財としての経済的価値を幅広く分
析に組み込む必要がある。 
第 4 に、芸術・文化の非市場価値を計測する方法は、他のデータから間接的に便益を評
価する「顕示選好法」と、個人が行動したと仮定しその時の便益を評価する「表明選好法」
とに分類でき、仮想評価法、ヘドニック・アプローチ等の方法が存在する。芸術・文化の
効果や影響を評価するためには、各計測方法の長所と欠点を踏まえ、便益毎に適した計測
方法を選択しなければならない。 
以上のように、芸術・文化への政府の関与のあり方を研究するためには、芸術・文化施
設やサービスの利用者数や事業収支といった数量的、金銭的な面だけではなく、目に見え
ない便益を含めた評価を適確に行うことが必要であり、これらを再度確認することで、芸
術・文化施設をはじめとした準公共財の公的支援や供給のあり方の議論が成立するといえ
る。次章以降は、本章で体系化した便益を適切に評価するため、各便益にふさわしい推定
方法を確立し、便益を定量化する。 
また、本章は便益のみに着目したが、芸術・文化のような準公共財の場合、利用者数が
増加するにつれて消費に競合が発生する混雑現象によって使用価値の変化が生じる可能性
がある。しかし、この点を考慮した先行研究は、Maddison & Foster（2003）のみであり、
こうした変化を取り入れることによって、費用・便益分析を改善することが必要である。
その際、混雑度を考慮した支払い意思額を得るために、負の便益の計測が可能である選択
実験法を用いて分析することが適切であると考えられる。 
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第Ⅱ章 仮想評価法を用いた博物館の直接便益の計測※ 
 
1. はじめに 
施設の存廃を含めた芸術・文化政策の決定は、料金収入と経常費用という収支バランスか
ら行われることが多い。しかし、博物館法第 23 条が公立博物館の利用を「原則無償」と定
めていることもあって、低く設定されている料金収入で博物館の便益を評価することはで
きない。博物館の存廃や費用負担に関して適正な判断を下すためには、非市場財である博
物館の価値を科学的に計測し、費用と比較することが不可欠である。 
以上の問題意識から、本章は博物館の便益を「仮想評価法」を用いて推定し、費用・便益
分析を行うことを目的としている。博物館は施設利用者に直接便益を与えるが、同時に周
辺住民（非利用者）に対して文化的環境の改善をはじめとした間接便益を与える地方準公
共財（混合財）である。また、開催される特別展とセットで博物館の存在意義が語られる
ことも多い。しかし本章では、分析の対象からは特別展と間接便益は除外し、美術品等の
展示の場、文化活動や憩いの場の提供といった、博物館それ自体が利用者に与える直接便
益に対象を限定した。その理由は以下の通りである。 
特別展に関しては、開催に要する追加的費用は別途徴収される観覧券収入によって賄われ
ることから、便益と費用は部分的に相殺されると考えることができる。また展示内容によ
って入場者数が左右され、アンケート時期によって便益が大きく変動する可能性があった
り、特別展の内容によって入場者の属性に偏りが生じたりするために、推定の信頼性が損
なわれるという技術的な問題も発生する。したがって博物館自体の評価を目的とする本章
では、推定を適正に行うために、特別展の内容によって施設自体の評価が左右されないよ
う工夫を施している。 
間接便益を除外するのは、費用・便益分析における費用が博物館の建設と運営にかかる直
接費用であることから、比較すべき便益は利用者にとっての直接便益とし、間接便益は別
途推定した上で、非利用者を含めた地域社会全体の負担に関する政策根拠とする方が良い
と考えるからである1。また、アンケート調査を用いて便益情報を収集する仮想評価法の場
合、受益エリア（アンケート調査エリア）を特定できなかったり、博物館の存在は知って
いても、立地場所、規模、内容など施設の詳細を知らない住民から正確な間接便益情報を 
 
                                                   
※ 本章を作成するにあたり、豊原法彦関西学院大学教授、上村敏之関西学院大学教授、片山泰
輔静岡文化芸術大学教授、『日本経済研究』レフェリーの先生方の他、多くの方からコメント
及び助言をいただいた。また、本章の作成過程において、指導教授である林宜嗣関西学院大
学教授に指導をしていただいた。この場をお借りして謝意を表したい。さらに、実証分析に
当たっては神戸市および神戸市立博物館の協力をいただいた。併せて感謝申し上げたい。な
お、本章における誤り等の責任は筆者にある。 
1 仮想評価法は直接便益の詳細な分析には適しているものの、間接便益の推定にはさまざまな問
題が存在することから第Ⅲ章、第Ⅳ章のようにヘドニック・アプローチを用いる。 
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入手することが困難であるというバイアス問題も存在する2。つまり、前章が示すように、
評価対象とする便益の種類や内容によって適切な評価手法は異なる。 
本章の構成は以下の通りである。第 2 節では、先行研究を概観した上で本章の特徴を述
べ、第 3 節では便益の推定方法とモデルを提示する。第 4 節では博物館として神戸市立博
物館を対象に便益を推定し、費用・便益分析を行う3。その際、便益の決定要因を分析する。
第 5 節では本章の分析結果から得られる政策的意味合いを述べる。 
 
2. 先行研究と本研究の特徴 
博物館の価値を入場料収入で判断することは困難である。日本の博物館法第 23 条は「公
立博物館は、入館料その他博物館資料の利用に対する対価を徴収してはならない。但し、
博物館の維持運営のためにやむを得ない事情のある場合は、必要な対価を徴収することが
できる」と定めていることから、一般に、特別展に関しては観覧料を徴収しているが、博
物館への入館に関しては無料、あるいは入場料を徴収しても低額となっているからである。
また、仮に博物館に対して料金が徴収されたとしても4、定額で設定される料金では消費者
余剰分を考慮することはできない。エー･エー･ピー（1981）は、国立民族学博物館（大阪
府吹田市）の印象評価を文庫本や一泊旅行等との比較を用いて聞き取り、社会的便益を推
定したという点で先駆的なものであった。しかし、Throsby（2001）、片山（2004）、Snowball
（2010）が指摘するように、博物館の価値は利用者の直接的な金銭的利益のみでは測れな
い。 
図２－１は前節で明確にした博物館の便益を整理、体系化したものである。博物館の便
益を利用者による評価に限定したとしても、利用者自身の直接利用価値の他に、将来再び
訪れるために施設を保持したいという「オプション価値」、将来世代に施設を残したいとい
う「遺贈価値」、他者にも施設を利用してもらいたいという「代位価値」、施設が地域にと 
 
 図２－１ 博物館の便益  
 
                                                   
2 選択された母集団が評価対象とする財の便益が及ぶ範囲に一致しないときに生じるバイアス
は「母集団選択バイアス」と呼ばれる。 
3 神戸市立博物館は神戸の旧居留地にあり、1982 年に旧横浜正金銀行（現三菱東京 UFJ 銀行）
神戸支店ビルを再利用する形でオープンした。 
4 公立博物館の 8 割が直接便益の対価として入館料を徴収しているが、例えば神戸市立博物館は
大人が 200 円であり、収入額は運営費の一部を回収するに過ぎない。 
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っての誇りや威信をもたらすという「威信価値」が便益に含まれる5。 
財・サービスの非市場価値を推定する方法には「顕示選好法」と「表明選好法」とがあ
る。顕示選好法の代表的なものとしては、博物館までの旅行費用（時間を含む）で表され
る「価格」を支払って財・サービスを購入するとして需要関数を導出するトラベルコスト
法と、居住環境の改善が土地市場や労働市場に影響することに着目し、地代（地価）や賃
金をもとに非市場財の便益を評価するヘドニック・アプローチがあり、近年、準公共財の
分野でも多くの研究が蓄積されてきた6。しかし、トラベルコスト法は博物館の直接的な利
用価値しか評価対象に含めることができないことや7、アクセスの改善によって旅行時間が
短くなると便益が小さく評価されてしまうなどの問題がある。ヘドニック・アプローチは
周辺地域への間接便益を推定するのには適しているが、博物館それ自体の便益を分離でき
ないことや、地価関数や賃金関数の推定において上述した価値を詳細に区分しその影響を
検証できないという問題点が存在する。また、価値の多くが、将来世代のために残してお
く遺贈価値など、自ら利用するためのものとは限らないため、代理データを用いた間接的
な計測が困難である。 
以上の理由から、本章では表明選好法である仮想評価法（Contingent Valuation Method、
以下 CVM とする）を用いることとする8。CVM は来館者などを対象にアンケート調査等の
手段を用いて「支払い意思額」（willingness to pay、以下 WTP とする）を提示させ、その
額を財の価値（便益）とする手法であり、未（不）使用価値を含めた多様な価値を詳細に
評価できるという利点を持っている9。 
CVM は環境経済学の分野を中心に発展してきた方法であるが、Noonan（2002）の文献
研究に見られるように、外国では歴史遺産、劇場、放送、図書館といった文化関連分野で
の適用事例も増えている。わが国でも広島宮島、飛騨高山を扱った政策研究大学院大学
（2006a,b）、富山県五箇山合掌造り集落を対象とした垣内・吉田（2002）等がある。しか
                                                   
5 前章では、博物館の便益についてのサーベイが行われている。ここでは前章にしたがって「価
値」をそのまま利用しているが、分析においては「便益」と同義ととらえている。 
6 トラベルコスト法を用いた研究としては、アメリカ・メリーランド州の Historic St. Mary’s 
City（歴史遺産地区）を対象に、訪問者 1 人当たり 8 ドルから 19.26 ドルの消費者余剰があ
るとした Poor and Smith（2004）、文化体験やインフラ等について仮想の状態を考慮して需
要関数を導出し、アルメニア人の文化遺産の価値を推定した Alberini and Longo（2005)、広
島宮島を対象とした政策研究大学院大学（2006a）、公共図書館に適用した菊池（2007）等が
ある。ヘドニック・アプローチを用いた研究には、アメリカ・ウィスコンシン州のケノーシャ
市等 4 都市の博物館を対象とした Sheppard（2010）、文化遺産までの距離がアイルランドの
ダブリン都市圏の住宅価格に与える影響を分析した Moro et al. （2011）、宇都宮文化会館を
対象とした関口（2010）等がある。 
7 肥田野（1999）参照。 
8 CVM の理論や分析方法等については、肥田野（1999）、栗山（2000）、鷲田（2002）や国土
交通省国土技術政策総合研究所（2004a,b,c）、国土交通省河川局河川環境課（2010）に詳し
い。 
9 表明選好法には評価対象となる未整備の事業について、整備状況を変化させた代替案と負担金
を組み合わせた仮想状況から回答してもらい評価する手法であるコンジョイント法がある。 
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し、博物館それ自体を対象とした研究は国内外ともに少ない。 
Martin（1994）はケベック州の住民 908 人に電話での聞き取り調査を行い、博物館に対
する 1 人当たり WTP が 7.95 カナダドル（年間）であることを導いた10。Tohmo（2004）
はフィンランド中央博物館の所在地であるユヴァスキュラ市の住民から情報を収集し、
WTP が博物館に投入されている税を上回るとの結果を導いた。国内では山梨県立美術館と
新潟市立美術館を対象とした有川他（2000）、東京都美術館など 6 施設を対象として収支評
価を行った織田他（2001）、大阪府豊中市の千里ニュータウン内に美術館を建設すると想定
した上で WTP を推定した横田他（2002）、大原美術館を対象とした寺田（2006）に見られ
る程度である11。 
多くのメリットを持つ CVM であるが、模擬市場を想定し便益を推定しなければならない
ことから、フリー・ライド（ただ乗り）問題等の回答バイアスの存在や、データ解析によ
って需要関数を推定するために恣意性が大きくなるといった問題が Mitchell and Carson
（1989）、Snowball（2010）等によって指摘されている12。したがって本章では、こうした
問題を極力排除できるように次の特徴を付け加えた。第 1 は、博物館利用者の便益を明確
にするために経済理論との整合性を重視したランダム効用モデル（random utility model）
を使用することによって、アドホックな推定式にともなう恣意性を除去したことである13。
第 2 は、便益の推定精度を高めるために、アンケート調査に「二段階二項選択方式」を採
用するなど、CVM に内在するバイアスを可能な限り除去したことである。第 3 は、フルモ
デルを用いて WTP の要因分析を行ったことである。これによって、博物館の整備や運営の
指針を手に入れることができるだけでなく、アンケート調査で収集した便益情報の偏りを
検証することも可能となる14。 
 
3. 便益情報の収集と推定モデル 
3.1 便益情報の収集 
調査対象者が提示する WTP から便益を正しく推定するために、バイアス回避を目的とし
て作成された NOAA（アメリカ海洋大気庁。The National Oceanic and Atmospheric 
                                                   
10 ただし、直接利用価値はトラベルコスト法を用いている。 
11 有川他（2000）、織田他（2001）は『日本建築学会大会学術講演梗概集』に収録（各 2 頁）
されているものであるため、便益の範囲や推定方法等の詳細は不明である。寺田（2006）も
モデルの詳細が不明であるとともに、サンプル数が 196 と少なく、回答にはバイアスが発生
しやすいセミ・オープン方式を採用している。 
12 CVM の手順と留意点については付録を参照。また、栗山（1997）21-22 頁にはバイアスが一
覧されている。 
13 垣内・吉田（2002）、政策研究大学院大学（2006b）もランダム効用モデルを用いているが、
対象は、アンケート回答者が想定する評価対象が多岐にわたる歴史文化遺産（観光資源でも
ある）であり、環境保全の評価に近い。 
14 通常、回答者はさまざまな特性を持っており、この特性が回答結果や WTP に反映される。
もし回答者に偏りがある場合、それぞれの特性をコントロールし、WTP に与えている影響を
取り除くことで、偏りのない推定値に戻すことができる。 
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Administration）のガイドラインなどを参考にしながら、調査票を設計した15。要点は以下
の通りである。 
第 1 に、博物館が「ある」状態（現状）から「ない」状態（仮想）に陥らない、つまり、
博物館がなくならないようにするための WTP を尋ねた16。回答者は、博物館が存在しない
状態を想像しにくく、博物館を建設するための WTP を正しく申し出ることは困難だと考え
られるからである。 
第 2 に、アンケート調査の対象は来館者に限定した。写真などで確認できる自然景観や、
テレビやガイドブックなどで情報を入手できる観光資源とは異なり、博物館は、訪れたこ
とがない人には規模や内部の様子など施設の詳細が分かりにくく、価値の大きさを正確に
答えることは困難であり、潜在的来館者の分布エリアを特定化しアンケート調査を実施す
ることは不可能に近いからである17。 
第 3 に、支払いは回答者の受け入れやすさを考慮して寄付方式とした。税方式は、回答
者が意図的に便益を過大または過小に評価するという戦略的バイアスが生じにくいと言わ
れているが、①目的税は日本人にはなじみが薄い、②心理的抵抗感が大きいため回収率が
下がる可能性があるなどの問題を抱える。寄付方式にも、支払い行為自体に満足を感じる
という温情効果や18、強制力が弱いため実際に支払うであろう金額よりも過大に WTP を提
示したり、逆にフリー・ライド（ただ乗り）問題が生じたりする可能性がある。しかし本
章では、税方式が持つ固有の問題点を重視するとともに、バイアス問題には対処可能であ
ることから、寄付方式を用いることとする19。なお、寄付は外国の博物館で多く採用されて
いるような入館の度に支払う方式もあるが、本章は施設自体の存廃がテーマであることか
ら一回限りの行為とし、調査票にもその旨を明記した。 
第 4 に、WTP を尋ねる方法としてバイアスが少ないことで知られる「二段階二項選択方
式」を採用した。二項選択方式は、回答者に対してある金額を提示し、「提示額」と「支払
う（yes）という回答の確率」との関係を統計的に分析したうえで WTP を推定するもので
ある。二段階二項選択方式は、任意の金額を提示し（第一段階）、支払うと答えた人にはよ
り高い金額を、支払わないと答えた人にはより低い金額を提示する（第二段階）ことで推
                                                   
15 NOAA ガイドラインの他、栗山（1998）、肥田野（1999）を参照した。 
16 Mitchell and Carson（1989）、栗山（1998）、肥田野（1999）、Snowball（2010）等は WTP
に加えて、サービスが廃止されたとき支払って欲しい額を尋ねる「受け入れ補償額
（willingness to accept 、WTA）」があるとしている。しかし、WTA は WTP よりも大きく
なる傾向があるだけでなく、WTA は住民側に権利がある環境悪化問題には適応できるが、博
物館に用いるのは適切ではない。 
17 潜在的施設利用者は推定期間を長期に取れば算入することは可能である。 
18 金額の多寡ではなく、支払い行為自体に満足を感じ、WTP を高くしてしまう効果である（肥
田野（1999））。 
19 寄付によって可処分所得が減ることや、調査の趣旨、望ましい回答姿勢などをアンケート票
に明記することでバイアスを回避する。また、Mitchell and Carson（1989）をはじめとする
いくつかの先行研究は、戦略的バイアスや温情効果は CVM の大きな問題にならないとして
いる。 
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定結果の信頼区間が狭まり、WTP の大きさに関する信頼性が高まるとともに、少ないサン
プルでも効率的に便益を評価できるという利点を持つ。 
ただし、最初に提示する金額が回答を規定することから、本章では精度をより高めるた
めに 8 パターンの提示額を設定するとともに20、収集データに偏りが生じないよう各回答者
に対して、8 パターンのうち 1 つのアンケート調査票を順番に配布した。なお最初の提示金
額に関しては、多くの博物館で徴収されている 200 円を出発点とし、事前聞き取り調査か
ら受諾困難となる 1 万円超より低い 8,000 円を最高額とした。 
本章では、博物館の広範囲におよぶ便益を推定するとともに、便益の決定要因を検証す
る必要があることから、支払うと回答した者に対し、オプション価値や遺贈価値などの寄
付理由を尋ねた。また、性別、所得なども WTP に影響する可能性があることから、回答者
の属性等に関する調査項目を追加した21。 
 
3.2 WTP 代表値の推定モデル 
施設の総便益は WTP 代表値に受益者数を乗じて求められるが、WTP 代表値の推定には
パラメトリックな分析の一つであるランダム効用モデルを使用した22。以下はその要点であ
る。 
回答者が支払うことを受け入れた時の効用を𝑈𝑌、支払いを拒否した時の効用を𝑈𝑁とする。
回答者が支払いを受諾するのは、𝑈𝑌が𝑈𝑁を上回る場合であるため、回答者が「支払う（yes）」
と答える確率Pr[YES]は、 
Pr[YES] = Pr[𝑉𝑌(𝑄
0, 𝑆1, 𝑆2, ･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 , 𝑀 − 𝑇) + 𝜀
0 > 𝑉𝑁(𝑄
1, 𝑆1, 𝑆2, ･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 , 𝑀) + 𝜀
1] 
 
と表すことができる。ただし、𝑉は観察可能な部分、𝜀は観察不可能な部分、𝑄0は博物館が
ある状態、𝑄1は博物館がない状態を示し、𝑀は所得、𝑇は寄付金額である。回答者ごとの属
性を示した変数𝑆𝑗は分布関数に関する𝑚個の要因である。 
誤差項の分布については、(𝜀0 − 𝜀1)の累積分布関数𝐺が標準ロジスティック分布に従うと
仮定し、ロジットモデルによって推定する。この時、支払うと答える確率は、 
 
 
 
 
                                                   
20 国土交通省国土技術政策総合研究所（2004c）では 5 パターンが目安とされている。 
21 アンケート調査票作成に関し、NOAA ガイドライン、国土交通省河川局河川環境課（2010）
13 頁のチェックリストで確認を行った。 
22 ノンパラメトリックな分析は母集団分布を容易に再現できるが、代表値として本章が採用す
る中央値を特定できない。 
・・・・（3-1） 
 
Pr[YES] =
𝑒𝑉(𝑄
0,𝑆1,𝑆2,･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 ,𝑀−𝑇)
𝑒𝑉(𝑄
0,𝑆1,𝑆2,･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 ,𝑀−𝑇) + 𝑒𝑉(𝑄
1,𝑆1,𝑆2,･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 ,𝑀)
 
 
             =
1
1 + 𝑒𝑉(Q
1, 𝑆1, 𝑆2,･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 ,𝑀)−𝑉(Q0, 𝑆1,𝑆2,･･･𝑆𝑗･･･𝑆𝑚 ,𝑀−𝑇)
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=
1
1 + 𝑒−Δ𝑉
 
となる。 
次に観察可能な効用差関数である−Δ𝑉(= 𝑉𝑌 − 𝑉𝑁) については、以下の対数線形関数を使
用する。 
−Δ𝑉 = 𝛼 + 𝛽  ln 𝑇 + ∑(𝛾𝑗 × 𝑆𝑗) 
ただし、𝛼 は定数項、𝛽 、𝛾𝑗 は求められるパラメータ、𝑆𝑗 は回答者の属性を示す変数であ
る。調査結果から 1 人のサンプルを取り出し、支払うと答える確率を示す(3-2)に観測され
たサンプルの属性を代入すると、 
                                 Pr1[YES] =
1
1 + 𝑒(𝛼+𝛽 ln(𝑇)+𝛾1×𝑆1+𝛾2×𝑆2+･･･+𝛾𝑗×𝑆𝑗+･･･+𝛾𝑚×𝑆𝑚)
 
となる。2 人目以下のサンプルに関しても、同様に、Pr2[YES] Pr3[YES] ･･･ Pr 𝑛[NO]を
作成し、次の尤度関数が最大になるようなパラメータを最尤法によって推定する。 
 
 
そして、推定されたパラメータをもとに受諾率曲線を導き WTP 代表値を求めるのである。
このとき、WTP 代表値として平均値と中央値のいずれを用いるかという問題があるが、便
益の過大推定を避けるために中央値を用いた23。 
 
4. 実証分析 
4.1 アンケート調査結果の概要 
アンケート調査は神戸市立博物館において土・日曜日を含む 2012 年 8 月 10 日から 8 月
17 日までの 7 日間にわたって実施した。調査票は入口で無作為に来館者に手渡し、退館の
際に受け取る方法をとった。18 歳以上の男女 438 人から調査票を回収することができ、無
回答と推定精度を下げる抵抗回答を除くと、381 人から WTP の推定に必要な情報が得られ
た24。提示額以外に受諾率に影響すると予想される要因として、性別、年齢、年収、居住地、
交通手段、博物館までの所要時間、博物館来館以外の目的、来館回数、寄付目的を同時に
                                                   
23 Johansson et al.（1989）、竹内（2006）、国土交通省（2009）は平均値を、Hanemann（1989）、
Carson et al.（1992）、栗山（2000）は中央値を推奨している。理論的には平均値を用いる
べきであるが、平均値は推定する際の分布関数の形状によって影響されやすく、少数の高額
回答が大きく影響し過大に評価する可能性がある。また、栗山（2000）が指摘するように、
中央値は平均値に比べばらつきが小さく、統計的な信頼性は平均値よりも高い。 
24 本稿はサンプルの信頼を高めるため、有川他（2000）の山梨県立美術館が 100、新潟市立美
術館が 109、延べ入館者数が神戸市立博物館と同様の年間約 30 万前後である大原美術館の調
査（寺田（2006））よりもサンプル数を多く収集した。 
・・・・（3-2） 
 
・・・・（3-3） 
 
・・・・（3-4） 
 
・・・・（3-5） 
 
  𝐿 = ∏ Pr1[YES] × Pr2[YES] × Pr3[YES]･･･× Pr𝑛[NO]
𝑛
𝑖=1
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尋ねた。 
本章の目的は博物館それ自体の便益を推定することであり、便益評価の精度を上げるた
めに以下の点に留意した。第 1 は、展示内容によって施設の評価が左右されないようにす
ることである。調査票には「展示内容ではなく施設それ自体の価値の調査である」ことを
明記するとともに、集客力の小さな展示内容の時期を選んだ25。第 2 は、サンプルにおける
バイアスの存在が WTP の推定に影響しないようにすることである。博物館には全数調査が
存在しないため、サンプルと母集団の乖離をチェックすることができない。したがって、
サンプルの偏りを極力排除する必要があることから、サンプルに偏りのない来館者が見込
める盆休みを調査期間とした。 
来館者の属性は表２－１に示されている。年齢は 40 代が最も多いものの、来館者は全年
齢階層に渡っている。職業に関しては会社員・職員が約 3 分の 1 を占めているが、主婦や
無職の来館者も多い。世帯年収に関しては半数が 600 万円未満であるが、高所得階層にも
来館者は多く見られる。自宅から博物館までの移動時間は 1 時間未満の者が約 7 割を占め、 
 
表２－１ 博物館来館者の特性 
 
注）%は回答者数（438）に対する比率である。 
                                                   
25 印象派のような特別展では、施設それ自体の評価に展示物の影響が及ぶ可能性は大きくなる。
本調査期間中に開催中の展示会は、『国宝桜ヶ丘銅鐸の謎に迫る』、『南蛮美術企画展 Meeting 
with the West! －西洋と出会った江戸美術－』、『古地図企画展 海と陸の「みち」－江戸時代
を旅する－』、『ギャラリー 絵画コレクション展』と常設展であり、展示内容の影響は小さい。 
1000～1500万円未満 42 9.6%
男性 253 57.8% 1500万円以上 18 4.1% 1回 135 30.8%
女性 185 42.2% 無回答 38 8.7% 2回 72 16.4%
無回答 0 0.0% 3回 41 9.4%
15分未満 20 4.6% 4回 24 5.5%
10代 15 3.4% 15～30分未満 89 20.3% 5回 45 10.3%
20代 38 8.7% 30～45分未満 73 16.7% 6回 7 1.6%
30代 67 15.3% 45～60分未満 118 26.9% 7回 3 0.7%
40代 137 31.3% 60～90分未満 39 8.9% 8回 6 1.4%
50代 84 19.2% 90～120分未満 18 4.1% 9回 0 0.0%
60代 66 15.1% 120分以上 48 11.0% 10回以上 103 23.5%
70代以上 31 7.1% 無回答 33 7.5% 無回答 2 0.5%
会社員・職員 156 35.6% 自家用車 93 21.2% 直接利用価値 205 58.9%
自営業 28 6.4% オプション価値 210 60.3%
公務員 43 9.8% 遺贈価値 258 74.1%
アルバイト・パート 33 7.5% その他 22 5.0% 代位価値 149 42.8%
主婦 74 16.9% 無回答 23 5.3% 威信価値 69 19.8%
大学生 22 5.0% その他 13 3.7%
その他 19 4.3% 滋賀県 3 0.7% 無回答 6 1.7%
無職 44 10.0% 京都府 6 1.4%
無回答 19 4.3% 大阪府 50 11.4% 買い物 200 45.7%
兵庫県 287 65.5% 飲食 211 48.2%
200万円未満 25 5.7% 奈良県 4 0.9% 観光 127 29.0%
200～400万円未満 91 20.8% 和歌山県 1 0.2% その他 38 8.7%
400～600万円未満 98 22.4% 東京都 8 1.8% 特になし 58 13.2%
600～800万円未満 77 17.6% その他 60 13.7% 無回答 4 0.9%
800～1000万円未満 49 11.2% 無回答 19 4.3%
来館回数
寄付理由（複数回答）
他の訪問先（複数回答）
年齢
性別
職業
年収
移動時間
交通手段（複数回答）
居住地
電車・バス等の
公共交通機関
317 72.4%
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移動手段としては来館者の 7 割強が電車やバス等の公共交通機関を利用している。居住地
は兵庫県が 65.5％であり、神戸市立博物館が比較的、狭いエリアの住民によって利用され
ていることが分かる。寄付理由に関しては、利用者本人の直接的利用はもちろんであるが、
遺贈価値や代位価値をあげた来館者も多数存在する。博物館は神戸市の都心部に存在する
ことから買い物や飲食を同時に楽しむ来館者も多い。以上のように、年齢、職業、所得水
準等においてサンプルに偏りのない来館者から回答を得ることができた。 
表２－２は二段階二項選択方式によって支払い意思を尋ねた結果を示したものである。
提示額が高くなるほど「支払う」の比率が低くなっている。 
 
表２－２ アンケート調査回答結果 
 
注）無回答、抵抗回答は除く。y は支払う、n は支払わないことを表している。例えば yn は、
第 1 段階では支払うと回答し、第 2 段階での引き上げられた提示額には支払わないという
回答である。 
 
4.2 WTP 代表値の推定と要因分析 
抵抗回答を除いたサンプルから得られた情報を用いて WTP の推定を行うが26、博物館の
評価は、オプション価値、遺贈価値など、目に見えない価値によって決まると考えられ、
さらに年齢、所得などの個人属性によっても影響される可能性がある。そこで、年齢や所
得といった個人属性や対象への評価など、WTP に影響する要因をモデルに組み込んだ形で
推定を行った。表２－３は変数リストである。各要因は、性別のような質的データと所要 
                                                   
26 非回答者と回答者の間に構造的な差が存在するとすれば、回答者のみから得られた WTP に
はバイアスが存在する可能性がある。そこでカイ二乗検定を行った結果、分析の第 1 段階と
して使用した①属性、②目的、③所要時間と交通手段（表２－３）と、回答の有無の間には
有意な連関は認められず、セレクション・バイアスは生じないと判断した。 
up down
48 1 1 0 50
96.0% 2.0% 2.0% 0.0% 100.0%
40 12 0 1 53
75.5% 22.6% 0.0% 1.9% 100.0%
42 4 4 0 50
84.0% 8.0% 8.0% 0.0% 100.0%
33 9 3 2 47
70.2% 19.1% 6.4% 4.3% 100.0%
28 12 5 0 45
62.2% 26.7% 11.1% 0.0% 100.0%
22 18 3 6 49
44.9% 36.7% 6.1% 12.2% 100.0%
17 6 8 10 41
41.5% 14.6% 19.5% 24.4% 100.0%
18 3 11 14 46
39.1% 6.5% 23.9% 30.4% 100.0%
248 65 35 33 381
65.1% 17.1% 9.2% 8.7% 100.0%
total
5,000 2,000
8,000 3,000
10,000 5,000
3,000
5,000
8,000
400 100
800 200
1,000 400
2,000
total
200
400
800
1,000
2,000
800
3,000 1,000
第1段階提示額（円）
第2段階提示額（円）
yy yn ny nn
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表２－３ 変数リスト 
 
 
時間のような量的データとから構成されている。 
推定は、WTP に影響を及ぼすと思われるすべての要因をモデルに入れた状態で行い、そ
の後、符号条件を満たさない変数、有意でない変数等を取り除いたうえで再度推定するフ
ルモデル分析を採用した。ただし、WTP に影響すると考えられる要因が多いため、第 1 段
階として、①属性（性別、神戸市民、年齢、年収）、②目的（満足度、買い物等の他の目的、
来館回数）、③所要時間と交通手段（自家用車、公共交通機関、タクシー等のその他の交通
手段、所要時間）、④寄付理由（直接利用価値、オプション価値、遺贈価値、代位価値、威
信価値、その他）という 4 つのカテゴリーに要因を分類し、カテゴリー毎に推定を行った。
結果は表２－４にまとめられている27。全ての推定において、提示額（対数値）が高くなる
ほど受諾率は低下するという結果が得られた。有意に正の結果が得られた変数については、
これらの特性が増加すると、𝑇に対して YES と答える確率分布関数は上方にシフトし、中
央値で与えられる WTP も上昇することになる。 
その他の変数の推定結果からは次の点を指摘することができる。第 1 に、神戸市立博物
館は旧居留地にあり、しかも元町商店街やデパートなどの商業集積地に立地していること
から、観光や買い物とセットで来館し、博物館の評価に影響を与える可能性が考えられた。
しかし、分析の結果、買い物、観光といった他の目的は受諾率に有意な影響を与えてはお
らず、博物館の評価に影響しないと考えられる。 
                                                   
27 推定は、栗山（2011）「Excel でできる CVM Version3.2」を使用させていただいた。 
値
提示額 対数値
性別 男=0、女=1
居住地 神戸市=1、それ以外=0
年齢 直接入力
年収 直接入力
自家用車 自家用車=1、それ以外=0
公共交通機関 公共交通機関=1、それ以外=0
その他 その他=1、それ以外=0
所要時間(分) 直接入力
満足度 とても満足=1、満足=2、普通=3、不満=4
買い物 買い物=1、それ以外=0
飲食 飲食=1、それ以外=0
観光 観光=1、それ以外=0
その他 その他=1、それ以外=0
特になし 特になし=1、それ以外=0
来館回数 直接入力
直接利用価値 直接利用価値＝１、それ以外=0
オプション価値 オプション価値=1、それ以外=0
遺贈価値 遺贈価値=1、それ以外=0
代位価値 代位価値=1、それ以外=0
威信価値 威信価値=1、それ以外=0
その他 その他=1、それ以外=0
個人属性
交通手段
他の訪問先
寄付理由
変数
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表２－４ カテゴリー別推定の結果 
 
注 1）***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で有意を意味する。 
注 2）寄付理由において、質的データのみの推定だと、分析時にエラーが出るため、量的デ
ータである「年齢」を加えて分析を行った。年齢は属性カテゴリーの分析においても
有意である。 
 
第 2 に、所要時間・交通手段は受諾率に有意な影響を与えなかった。この結果は、トラ
ベルコスト法では便益の計測が不十分であることを示している。 
第 3 に、寄付理由のカテゴリーでは、直接利用価値だけでなく、遺贈価値、代位価値、
威信価値という未使用・不使用価値が有意であったことは、博物館の存在意義と運営のあ
り方に重要な示唆を与えている。 
推定の次の段階に進むために、4 つのカテゴリーの中で有意であった変数について多重共
線性の存在を確認した結果、量的データ、質的データともに、多重共線性のある変数は存
在しなかった28。したがって、これらの 7 変数を組み込み推定した結果、来館回数・威信価
                                                   
28 年齢、年収、来館回数である量的データ同士の相関を確認するため、相関係数を算出した。
直接利用価値、遺贈価値、代位価値、威信価値である質的データ同士の相関を確認するため、
2 変数同士のクロス集計表を作成し、カイ二乗検定を行った。 
変数 係数 変数 係数
定数項 11.001 10.8 *** 定数項 12.095 10.8 ***
ln(T） -1.489 -12.1 *** ln(T） -1.460 -11.7 ***
性別 -0.038 -0.1 満足度 -0.019 -0.1
神戸市居住 0.379 1.4 買い物 -0.011 0.0
年齢 0.024 2.8 *** 飲食 -0.186 -0.7
年収 0.001 2.5 ** 観光 -0.024 -0.1
その他 0.815 1.4
特になし 0.159 0.3
来館回数 0.082 2.1 **
サンプルサイズ サンプルサイズ
対数尤度 対数尤度
変数 係数 変数 係数
定数項 11.446 8.2 *** 定数項 10.762 10.4 ***
ln(T） -1.412 -12.1 *** ln(T） -1.514 -12.1 ***
自家用車 0.618 0.6 直接利用価値 0.835 3.0 ***
公共交通機関 0.758 0.7 オプション価値 0.100 0.4
その他交通機関 0.939 0.8 遺贈価値 1.150 4.3 ***
所要時間 -0.002 -1.3 代位価値 0.589 2.2 **
威信価値 0.843 1.9 *
その他 1.204 1.6
年齢 0.016 1.8 *
サンプルサイズ サンプルサイズ
対数尤度 対数尤度
属性 目的
339 352
-296.8 -332.6
t値
t値 t値
t値
所要時間・交通手段 寄付理由
353 376
-326.7 -319.6
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値が有意ではなかったために29、最終的にこれらを除いて推定した。結果は表２－５に示さ
れている。提示額（ln(𝑇)）の符号は有意にマイナスであり、提示額𝑇が高くなるほど受諾率
が低下し、確率分布関数から得られる WTP 中央値は 4,920 円であった30。 
年齢、年収が上昇すれば、受諾率は上昇する傾向が見られる。さらに、オプション価値、
威信価値は受諾率（支払うと答える確率）には有意な影響を与えず、直接利用価値は 9.5％
ポイント、遺贈価値は 12.5％ポイント、代位価値は 8.3％ポイント受諾率を押し上げ、それ
ぞれ、1,158 円、1,465 円、1,105 円だけ、WTP を引き上げる効果を持つことになる31。つ
まり、来館者は将来世代や他者が利用することも博物館の便益と考えている。とくに、ア
ンケート集計の結果、寄付理由に遺贈価値をあげる人が多く見られたことや、受諾率とWTP
に及ぼす遺贈価値の影響が直接利用価値の影響を上回る結果が得られたことは、将来にわ
たって残していきたいと思わせる博物館づくりが重要であることを示している。 
このように、神戸市立博物館は来館者に様々な価値をもたらしており、これまでの評価
指標では示されていなかった未使用価値も博物館から発生する重要な要素なのである。な
お、年齢と年収以外の変数に有意なものがなかったという分析結果は、回答者の属性つま
りサンプルによって結果が影響される可能性を小さくしており、本章で行った WTP の推定
結果の信頼性を高めることにもなる。 
 
表２－５ フルモデルによる最終推定結果 
 
注）***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で有意を意味する。 
                                                   
29 カテゴリー別推定で有意であった来館回数が有意でなくなった理由は直接利用価値、年齢と
の間に相関関係が存在するためである。つまり来館回数が多い人は直接利用価値を感じてお
り、年齢が高いほど来館回数が多いと考えられる。本章では博物館の持つ多様な価値と個人
属性が受諾率に及ぼす影響に焦点を当てているため、フルモデル分析の際には直接利用価値
と年齢を変数として採用した。なお、変数を来館回数に入れ替えて推定した WTP 中央値は
4,810 円であり、直接利用価値、年齢を採用した推定値（4,920 円）と大きな差は見られない。 
30 推定方法が異なるため単純な比較は困難であるが、山梨県立美術館が 2,258 円、新潟市立美
術館が 2,372 円（有川他（2000））、東京都庭園美術館が 4,597 円、世田谷美術館が 4,194 円、
東京都美術館が 2,821 円、東京都現代美術館が 2,145 円、東京都写真美術館が 2,003 円、江
戸東京博物館が 1,940 円（織田他（2001））、大原美術館が 500 円（寺田・垣内（2007））で
ある。 
31 これらの値は、受諾率に影響する説明変数が平均値の場合である。なお、ダミー変数の限界
効果は、with と without の差として求めている。 
変数 係数 限界効果
定数項 10.772 10.5 ***
ln(T） -1.554 -11.9 *** -0.1676
年齢 0.017 2.0 * 0.0018
年収 0.001 2.3 ** 0.0001
直接利用価値 0.863 3.1 *** 0.0951
遺贈価値 1.027 3.7 *** 0.1254
代位価値 0.824 2.8 *** 0.0831
サンプルサイズ
対数尤度
t値
347
-286.4
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4.3 神戸市立博物館の費用・便益分析 
博物館の総便益は、上で推定した 1 人当たりの WTP に来館者数を乗じることによって求
められる。ここで問題になるのは、博物館が公表している来館者数が「延べ人数」だとい
うことである。神戸市立博物館がオープンした 1982 年から 2011 年までの 30 年間の年間
平均延べ来館者数は 276,173 人であった。しかし、1 年間の総 WTP を求める際に 1 年間の
延べ人数を乗じると、複数回訪れた来館者は 1 年間の来館ごとに何度も寄付を行うと仮定
することになってしまう。また、過去に博物館を訪れた人はその時点で寄付を行っている
なら、今年度には寄付をしないと考えるべきであろう。したがって、年間の寄付総額を推
定するためには 1 年間の寄付支払い者数が必要となる。 
そこで総 WTP を過大に推定しないために、寄付は初来館時のみに行われるという仮定を
置き、寄付支払者数を算出した。今年度に寄付を行った総実人数は、 
寄付実人数 =
サンプルの寄付人数
サンプルの延べ来館者数
× 年間平均延べ来館者数(276,173 人) 
で求められる。例えば、複数回の来館者について、今回を除く全来館が過去年度に行われ
たとすれば、今年度に寄付を行う者は初来館者（サンプルでは 114 人）のみとなる。この
ケースでは、サンプルの今年度の来館延べ人数は実人数（380 人）と一致することから、寄
付実人数は 82,852 人（＝276,173 人×(114 人/380 人)）となる32。このように、複数回来館
者について、今回を除く来館の時期に複数のケースを想定し、ケース毎にサンプルの延べ
人数と寄付実人員の関係から今年度の寄付実人数を推定する。その結果、年間寄付実人数
の最小値は 55,426 人、最大値は 82,852 人となり、年間総 WTP は 2 億 7,269 万円から 4
億 763 万円の範囲となる（表２－６）。 
他方、費用は、施設の維持に必要な管理費（光熱水費、設備・警備等にかかる管理委託
費、事務費）と資本コストの合計である33。神戸市立博物館は既存のビルを博物館用に改修・
増設したものであることから建設費は存在せず、改修・増設に 25 億円がかけられている。
したがって年間資本コストは改修・増設に要した費用の 1 年分を現在価値に換算した額と
なる34。こうして算出した 1 年間の総費用の現在価値は 2 億 2,855 万円となる。 
費用・便益分析の結果についても表２－６に示した。前述のように、複数回来館者につ
いては複数のケースを想定して寄付実人数を算出したため、便益には差が存在する。しか 
 
                                                   
32 各サンプルの来館回数を調査した結果、380 人から回答を得られた。 
33 経常的な費用には管理費以外に展示関係費、普及事業費、資料購入費、資料整理費があるが、
博物館関係者へのヒアリングの結果、これらは施設の維持・管理にともなうものではないこ
と、入館料や図書の売上等の別途収入で賄われていることから除外した。 
34 今年度の資本コストは、博物館開設以後の長期国債応募者利回りの平均値を割引率として設
定し、各年度の資本コストの現在価値を 25 億/30×(1+割引率)(2011－西暦年度)として求め、オープ
ン後 30 年間の平均値とした。改修後の建物の耐用年数は 30 年を超えると考えられることか
ら、こうして算出した金額は資本コストを多めに推定していることになる。 
33 
 
表２－６ 神戸市立博物館の費用・便益分析の結果 
 
 
し、寄付実人数を最小に見積もったケースでも、総便益（2 億 7,270 万円）は総費用（2 億
2,855 万円）を上回り、便益・費用比率は 1.193 と 1 を超える。また、寄付実人数が最大の
ケースでは総便益は 4 億 763 万円であり、便益・費用比率は 1.784 となる。ただし、この
ように便益が費用を上回るという結果には、神戸市立博物館が建設コストを必要としなか
ったことが影響している点に留意する必要がある。 
次に WTP と博物館に投入されている税を比較してみよう。博物館の収支データからは一
般会計からの補てん分を知ることはできない。しかし、2011 年度の神戸市立博物館の歳出
総額は 2 億 641 万円であるのに対して歳入総額は 1 億 422 万円と、約 1 億円の赤字であっ
た。これを公的支援額だと仮定すれば、最小推定値であっても WTP（2 億 7,270 万円）は
この額を上回っている。 
 
5. むすび 
博物館の存廃が話題にのぼるとき、判断基準として入場料収入をベースとした収入と運
営経費とのバランスが用いられることが多い。本章で取り上げた神戸市立博物館も歳出額
が歳入額を大きく上回り、事業収支という側面から評価するなら、経営状態は厳しいとい
わざるを得ない。しかし、利用者による評価に限定しても、博物館の便益は多様かつ広範
囲に及んでおり、施設の評価はこれらの便益を考慮に入れて適正に行われなければならな
い。そこで本章では、アンケート調査によって情報を収集し、CVM を用いて、直接利用価
値だけでなく未使用・不使用価値を含めた便益を推定した。その際、所得や年齢など、支
払い意思額に影響すると考えられる利用者の属性情報を同時に収集し、フルモデルによっ
寄付実人数(人) 総WTP(千円) 総費用(千円)
（ⅰ）
複数回は
過去の年度
82,852 407,631 1.784 最大
（ⅱ）
2回目までは
今年度
76,525 376,502 1.647
（ⅲ）
3回目までは
今年度
71,407 351,323 1.537
（ⅳ）
4回目までは
今年度
65,482 322,169 1.410
（ⅴ）
5回目までは
今年度
66,580 327,572 1.433
（ⅵ）
6回目までは
今年度
62,205 306,049 1.339
（ⅶ）
7回目までは
今年度
58,303 286,852 1.255
（ⅷ）
8回目までは
今年度
55,426 272,695 1.193 最小
（ⅸ） すべて今年度 68,369 336,373 1.472
複数回訪れた来館者
の今年度の来館数
228,553
総費用
総便益
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て便益を推定した。 
分析結果から、神戸市立博物館においては直接利用価値、遺贈価値、代位価値が WTP を
大きくすることが明らかとなった。つまり、来館者は本人だけでなく将来世代や他者の利
用可能性を博物館の便益として意識している。このことは、将来にわたって残したいと思
わせる施設づくりの必要性を示している。そのためにも、博物館が美術品・芸術品を展示
するための単なる「容れ物」ではなく、施設それ自体の魅力を高めるための工夫が必要で
ある。市民にとって、憩いや文化意識向上の場としての存在意義が高まり、街のシンボル
としての役割が大きくなるなら、今回の研究では WTP に有意に影響しなかった威信価値を
高めることにも結びつくはずである。 
本章では、別途推定した資本コストと経常コストを用いて神戸市立博物館の費用・便益
分析を行い、神戸市立博物館の便益は費用を上回るという結果を得た。また、WTP は一般
会計からの公的支援額を上回っていることも明らかとなった。ただし、実証分析結果は神
戸市立博物館という特定の施設を対象に行ったものであり、他の博物館でも同様の結果が
導かれるとは限らない。同博物館が既存の建物を活用しているのに対して、多くの博物館
は施設を新たに建設していることを考慮すると、資本コストの増加によって便益・費用比
率は低下する可能性がある。また、来館者数や WTP も施設毎に異なるであろう。ゆえに科
学的手法によって各施設の便益と費用を推定し、政策決定に活用することの重要性は高い
と言える。 
しかし、WTP が公的資金の投入額を上回るという本章で得られた結果は、神戸市立博物
館を維持していくことを正当化するものではあるが、発生した赤字分を事後的に税によっ
て補填するという方式が望ましいことを意味しているわけではない。博物館の財源をどの
ように調達するかは、入場料、寄付等を含めて別途検討する必要がある。 
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補論 CVM の手順と留意点 
非市場財に対する価値を金銭的に換算して計測する方法は大きく「顕示選好法」と「表
明選好法」に分類できる。顕示選好法とは、個人の実際の行動結果に基づいた分析を行う
手法であり、他のデータから間接的に便益を評価するヘドニック・アプローチやトラベル
コスト法などが顕示選好法に分類される。 
CVM は表明選好法の一つであり、個人が実際に行動していないが、仮に行動するとした
ら、どのような結果を想定するかをアンケート調査を用いて尋ね、統計的処理によって支
払い意思額（WTP）を推定する手法である。回答者に模擬市場を想定させることができれ
ば、他の手法で評価できないすべての財の評価が可能であり、遺贈価値、代位価値などの
非（不）使用価値をも評価することができるというメリットを CVM は持っている。しかし、
模擬市場を想定することになるため、CVM はバイアスが生じやすいとも言われており、そ
の活用にあたってはさまざまな留意が必要である。 
本章でも適宜、バイアスとその除去方法を記述したが、ここでは補図２－１の CVM の手
順にしたがって、留意点と対策を簡潔に示したい。CVM の成否を決定づける第 1 のポイン
トは正しい情報の収集である。CVM によって正しい評価を得るためには、調査対象者が十 
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補図２－１ CVM の手順と留意点 
 
 
分な便益評価能力を持ち、しかも、WTP を偽って提示するインセンティブを持たないこと
が求められる。したがって、調査票の作成においては CVM につきまとうさまざまな回答バ
イアスを回避できるよう工夫が必要である。 
① 調査票の作成 
回答バイアスの主要なものとしては、回答者が意図的に WTP を偽って回答する結果生じ
る「戦略的バイアス」があり、フリー・ライド（ただ乗り）がその代表である。回答者が、
提示した WTP は必ず支払わなければならず、しかもどのような WTP を提示しても事業実
施の有無には影響しないと考えているなら、できるだけ少ない WTP を提示しようとするで
あろう。また、質問者を喜ばすような回答をする「追従バイアス」も回避しなければなら
ない。 
WTP の尋ね方としては、回答者に支払い額を自由に答えてもらう方式があるが、この方
式の場合、無回答や極端な金額の回答が多く見られる可能性がある。本研究では、回答の
容易さとフリー・ライドなどの戦略的バイアスを回避しやすいという理由から、提示額以
上を支払うかどうかを尋ねる二項選択方式を採用した。さらに、「yes」と回答した者には
より高い金額を提示し、「no」と答えた者にはより低い金額を提示する二段階二項選択方式
を採用することによって、WTP 算出の際に推定結果の信頼区間が狭まり、一段階二項選択
方式よりも信頼性が高まるとともに、少ないサンプルで効率的に推定できる。 
ただし、二段階二項選択方式は、提示される金額の範囲に回答が影響される「範囲バイ
アス」や、最初に提示される金額に回答が影響される「開始点バイアス」を発生させたり、
質問者が回答を誘導したりする可能性があることから、調査票では 8 パターンの提示額を
用意した。その他にも支払い方法によって回答が影響される「支払いバイアス」の発生リ
スクを小さくするために寄付方式を採用した。 
② 調査の実施 
CVM によって WTP を推定するためには、調査範囲から得られたサンプルでの集計結果
を母集団全体に拡大する必要がある。したがって、サンプルに偏りがあってはならないし、
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財の情報を正確に伝えられていない回答者を調査範囲に含めると正しい結果が得られない。
自然景観や歴史遺産のように写真や映像によって財の情報を入手できるものとは異なり、
博物館の規模や内部の様子など施設の詳細は入館者でなければ伝わりにくい。また、調査
時期によって WTP の推定結果が大きく変動するようでは CVM の信頼性は損なわれる。そ
こで博物館自体の便益評価を目的とする本研究では、展示内容の影響をできる限り排除で
きる時期を選んだ。 
アンケート調査において無回答が出ることは避けられない。また、博物館を維持する場
合としない場合の効用を比較して WTP を回答するのではなく、調査票に提示される仮想的
状況に抵抗を感じることで「支払わない」と答える「抵抗回答」も発生する。抵抗回答で
あるかどうかを判断するためにも、「支払わない」理由も調査しておくべきでる。WTP を
回答した者と非回答者との間で属性に統計的に有意な差がある場合には、「サンプル非回答
バイアス」が生じることから、回答者・非回答者と属性とが独立であるかどうかを確認し
ておく必要がある。 
③ WTP の決定 
WTPの推定において恣意性を排除するためには可能なかぎり経済理論による基づくモデ
ルを用いることが望ましい。本研究では、入館者が効用最大化行動をとるとし、ランダム
効用モデルを想定した。ただ、ランダム効用理論を用いる場合、ヘドニック・アプローチ
などと同様にセンシティビティの問題が生じる可能性がある。したがって、関数形や変数
の選択には十分な注意が必要である。 
収集したデータから最も説明力の高い間接効用関数を導出する手法としてはロジット分
析が用いられることが多い。また、WTP には回答者の属性が影響することも考えられるた
め、それらの属性を十分にコントロールできるよう変数を選択する必要がある。本研究で
は、WTPに影響を及ぼすと思われるすべての要因をモデルに入れた状態で推定し、その後、
符号条件を満たさない変数、有意でない変数、多重共線性が確認された変数を取り除き、
有意な変数のみを組み込んだモデルで再度推定するというフルモデル分析を用いることに
よって対応した。 
④ 便益の推定 
総便益は「WTP 代表値×利用者数」で求められる。総便益は正確に推定しなければなら
ない。理論的には WTP 代表値として「平均値」を選択すべきであろう。しかし、平均値は、
受諾率関数の形状に影響されやすく、少数の高額回答が大きく影響することで「中央値」
に比べて値が大きくなる傾向がある（国土交通省国土技術政策総合研究（2004b）等）。費
用・便益分析を行うことによって事業の是非を判断する場合には、便益は過大推定になら
ないことが望ましいと考え、本研究では中央値を用いた。 
以上のように、CVM にはさまざまなバイアスが発生する可能性がある。しかし、非使用
価値を含めた施設の便益評価を行ううえで他の手法にはないメリットを持っていることか
ら、調査票の設計や推定方法を工夫することを前提とすれば有効な手法であると言える。 
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付録 アンケート調査票 
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注）その他にも、性別、年齢、職業、年間収入、博物館までの所要時間、交通手段、住所、他の
訪問先、負担すべき主体（地域住民の税金、寄付等）を尋ねたが、本章での記載は省略する。
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第Ⅲ章 生活環境に対する芸術・文化政策の間接便益とスピル･オーバーの計測※ 
 
1. はじめに 
芸術・文化は、第Ⅰ章で示したように、私的財の性格だけではなく、利用者以外の者に
も便益を与える「地方公共財」の性格を持つ。地方公共財の最適供給を実現するためには、
受益地域と負担地域を一致させることが条件となる。しかし、行政区域は公共財の便益と
は無関係に決定されていることが多く、そのため、とくに交通機関が発達し、生活圏が行
政区域を越えて広がっている大都市圏においては、便益が行政区域を越えて拡散するとい
うスピル･オーバーの発生は避けられない。 
スピル・オーバーは、ある自治体の公共財を他自治体の住民も利用可能な場合に生じる。
前章の神戸市立博物館の来館者を対象としたアンケート結果では、来館者の 57％が神戸市
外からの来館であるという結果を得た1。このように芸術・文化を他自治体の住民が利用す
るとき、財源を神戸市民の税負担によって賄うとすれば、受益と負担の不一致が生じ、芸
術・文化の最適供給は実現しない。しかし、その財源を料金のような利用者からの直接的
な負担によって賄うことができるなら、受益と負担の不一致は回避可能であり、政策上の
問題は利用者負担をどの水準に設定し、それをいかに徴収するかという点に帰結する。 
しかし、公共財の側面を持つ芸術・文化はその利用者に対して直接的な便益を与えるだ
けでなく、非利用者に対しても生活の快適性や利便性の向上といった間接的な便益を与え
ることが考えられる。このような準公共財の特徴を持つ芸術・文化の財源を利用者からの
料金収入で賄うことは、公平性や最適供給を実現するという効率性の観点からは望ましく
なく、利用者ではないが間接的な便益を享受する者にも負担を求める必要がある。しかし、
こうした間接便益が行政区域を越えてスピル・オーバーするなら、間接便益にあてるため
の財源を芸術・文化を提供する自治体の住民のみが負担することになれば、受益と負担に
不一致が生じ、公平性や芸術・文化供給の最適性が損なわれるといった問題が発生する。
この問題は通常、受益地域を含む上位政府からの特定補助金の交付あるいは関係自治体の
当時者間交渉によって理論的には解決可能であるが、実際の政策においては、間接便益が
スピル･オーバーする地理的範囲と、間接便益の大きさを検証する必要がある。 
本章は、芸術・文化施設を取り上げ、①間接便益は発生するのか、②便益のスピル･オー
バーは存在するのか、③存在するとすればその地理的範囲と間接便益の規模はどの程度か
をヘドニック・アプローチ（hedonic approach）によって検証することを目的としている。
ヘドニック・アプローチは、居住環境の改善が土地市場に影響することに着目し、不動産
                                                   
※ 本章を作成するにあたり、豊原法彦関西学院大学教授、三浦晴彦奈良学園大学准教授、林田
吉恵島根県立大学准教授の他、『関西学院大学経済学論究』レフェリーの先生方、経済学論究
編集委員の先生方の他、多くの方からコメント及び助言をいただいた。また、本章の作成過
程において、指導教授である林宜嗣関西学院大学教授に指導をしていただいた。この場をお
借りして謝意を表したい。なお、本章における誤り等の責任は筆者にある。 
1 サンプル 400 のうち、226 が神戸市外からの来館者であった。 
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価格（地代、地価）をもとに非市場財の便益を評価する方法である。仮想評価法（CVM）
は支払い意思額の情報をアンケート調査によって収集しなければならないため、そのエリ
アを特定することが困難な間接便益の評価には不向きである。入場料や施設までの移動に
要するコストや時間などによって施設の価値を計測するトラベルコスト法は、レクリエー
ションや公園等の価値を評価するのに広く用いられているが、利用者にとっての直接使用
価値を計測することはできても、施設が周辺地域に及ぼす間接便益を評価することはでき
ない。ヘドニック・アプローチは CVM のように評価対象の価値を詳細に検証できないが、
施設が周辺地域に及ぼす間接便益の存在を代理市場のデータを用いて検証できるというメ
リットを持っている。しかし、芸術・文化施設に関してヘドニック・アプローチを用いた
研究は数少なく、Clark and Kahn（1988）、Halsey（2005）、Sheppard（2010）、Sheppard
（2013）、唐鎌・石坂（2009）に見られる程度である。このように研究蓄積の少ない芸術・
文化施設の間接便益をヘドニック・アプローチによって評価することは、学術的にも政策
的にも意義がある。また、芸術・文化施設の建設効果を金額ベースで検証するとともに、
便益のスピル･オーバーの地理的範囲を計測した研究は筆者の知る限り存在しない。 
なお、芸術・文化施設は住民の生活環境を改善するという便益とともに、人的資本の強
化を通じて企業活動面でも影響を与える可能性があるが、本章では生活環境面に焦点を当
て、住宅土地市場を対象に分析する2。 
本章の構成は以下の通りである。第 2 節ではヘドニック地価関数の考え方と推定モデル
を示すとともに、間接便益の計測方法を提示する。第 3 節では、属性の異なる 2 つの芸術・
文化施設を対象として間接便益とスピル・オーバー効果について実証分析を行う。兵庫県
内には多くの美術館、博物館が存在するが、本章が目的とするスピル・オーバーを検証す
るためには、市街地の連たん性が必要であることから神戸市及び阪神間に立地する施設を
選んだ。また、間接便益の大きさとスピル・オーバーの地理的範囲は施設の属性によって
影響されると考え、都心型・大規模施設として神戸市立博物館を、郊外型・中規模施設と
して西宮市大谷記念美術館を取り上げた。第 4 節では、前節の分析結果を用いて 2 つの芸
術・文化施設の間接便益の規模とスピル・オーバーの地理的範囲を検証する。第 5 節では
分析結果をまとめ、政策的意味合いを提示する。 
 
2. ヘドニック地価関数と推定モデル 
2.1 ヘドニック地価関数と支払い意思額 
ヘドニック・アプローチは、非市場財の価格が市場で評価される財やサービスの価値、
特に土地や住宅の資産価格や賃金水準に反映されているというキャピタリゼーション仮説
をベースとしている。そして、環境改善に起因する魅力の増加を定量化するため、非市場
価値と関連のある代理市場データの構成要素を変数とするヘドニック価格関数を推定し、
                                                   
2 企業活動環境に及ぼす効果についての実証分析は、第Ⅳ章で述べる。 
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ある要因が一単位変化したときの変化額を求めるのである3。本章では、芸術・文化施設の
地方公共財としての間接便益が土地の価格にキャピタライズされると考え、ヘドニック地
価関数を推定する。 
都市経済学における最も一般的な地価理論では、地価は CBD（中心業務地区、central 
business district）からの距離の減少関数としてとらえられる。地域は特徴のない平野であ
り、人々は CBD を職場にしていると仮定すれば、通勤コストを安く抑えることのできる
CBD に近い住宅立地ポイントの土地需要は大きく、一方、CBD から遠ざかるにつれて通勤
コストがかさむだけでなく、土地供給は大きいことから、地価は低くなる4。しかし、実際
の地価は CBD からの距離だけでなく、地域の環境や土地の属性など、さまざまな要因によ
って影響を受ける。芸術・文化施設も地域の居住環境の一つと考えることができる。 
Rosen（1974）は、市場がある財の需要者と供給者によって構成され、その取引から多
様な特性を有する財𝑍の価格が決定されると考えた。需要者は多様な特性を有する財𝑍と、
その他の全ての財を代表し価格を 1 とする合成財𝑋を所得制約のもとで購入し、効用𝑈(𝑋, 𝒁)
を最大化すると仮定した場合、需要者の行動は、 
 
 
 
と表すことができる。𝐼は所得、𝑃(𝒁) は 𝒁 = (𝑧1 , 𝑧2, ･･･, 𝑧𝑖･･･, 𝑧𝑛)という特性を有する財𝒁 
に対するヘドニック価格関数である。間接便益は受益者の支払い意思額（willingness to pay）
であり、一定の効用水準を維持した上で財𝒁に支出できる最大の付け値（bid price）である。
最適行動を行い現実に財を購入した需要者にとっては、付け値と市場価格が一致する。各
需要者が異なった付け値関数を持っている場合、市場価格関数は付け値関数の包絡線とな
る。この点に着目し、𝑃を各指標で回帰し、市場価格関数を推定する手法がヘドニック・ア
プローチである5。 
いま、地方公共財（本論文の場合は芸術・文化）が新たに提供されたとしよう。それに
よって需要者にとっての地域環境が𝑧𝑖
0 から𝑧𝑖
1 に改善されたとき、他の事情が等しい限り、
市場地価の変化分を環境改善に対しての支払い意思額の増加分、つまり間接便益とみなす
のである6。 
                                                   
3 Throsby（2001）、肥田野（1997）参照。 
4 人々はこのように CBD からの距離と負の相関を持つ地価と正の相関を持つ通勤費とを秤にか
けながら住宅立地点を決定することから、トレードオフ・モデルと呼ばれる。 
5 ヘドニック・アプローチの理論の詳細は、補論参照。 
6 本章の付け値関数は、同質的な消費者しか存在しない場合を想定している。消費者が同質でな
い場合、異なった付け値関数が得られ、これらの付け値関数は市場価格関数と接していなけれ
ばならないため、市場価格関数は全消費者の付け値関数の包絡線となる。したがって、清水
（2004）は、市場価格関数で観察される地価の変化分（環境改善効果）は付け値の変化分を
上回り、改善効果を過大に評価することを示した。しかし、肥田野（1997）は環境改善の程
度が小さいとき、つまり限界的な変化であれば、市場価格関数の限界値で代用でき、付け値関
数よりも市場価格で計測した方が良いとした。 
・・・・（2-2） 
 
・・・・（2-1） 
 
max
𝑋,𝑍
𝑈(𝑋, 𝒁) 
𝑠. 𝑡.    𝐼 = 𝑋 + 𝑃(𝒁) 
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2.2 推定モデル 
ヘドニック・アプローチを用いた先行研究の多くは、図３－１に示すように、地価（住
宅価格）の決定要因として①構造特性、②立地特性、③地域環境特性を考慮している。芸
術・文化施設は地域環境特性に分類され、それへの近接性が地価に影響するかどうかが検
証されることになる。そのため、Moro et al.（2008）、唐鎌・石坂（2009）、Sheppard（2010）
は間接便益の計測対象となる施設からの距離を説明変数に加えている。 
しかし、施設から遠ざかることによって生じる地価の低下のすべてが、施設それ自体の
間接便益の減少に起因するとは考えにくい。例えば、施設が CBD に建設された場合、施設
から遠ざかるにつれて生じる地価の低下は利便性や賑わいの減少などのさまざまな要因の
影響を受けている可能性がある。また、本章は、芸術・文化施設の建設が地域環境を改善
したかどうか、環境改善効果は施設からの距離に影響されるのかを検証することを目的と
していることから、Halsey（2005）の考えに基づいて、芸術・文化施設建設前後の地価関
数の相違から環境改善効果を推定することとした7。 
芸術・文化施設が建設されることによって地域環境が改善され、地価が上昇するとすれ
ば、建設前と建設後の関係は、 
𝑃1 = 𝑃0 + 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡 
となる。ただし、添え字の 0 は建設前、1 は建設後である。 
 
 
図３－１ 地価（住宅地）の決定要因 
 
                                                   
7 Halsey（2005）41 頁参照。 
・・・・（2-3） 
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異時点間の価格変化は需要側の要因と供給側の要因によって生じる。しかし土地に関し
ては、各地点でのストックとしての土地供給は一定であり、土地価格である地価は需要要
因によって影響されると考えられる8。 
推定モデルの設定には、もう一つの注意点が必要である。ヘドニック価格関数は理論上、
特定の関数形まで想定するものではない。しかし、様々な形で原データを変換することで、
推定式の当てはまりが良くなることが知られていることから、先行研究では主に、①線形、
②フルログ型、③セミログ型、④両側 Box-Cox 型、⑤片側 Box-Cox 型の 5 つのパターンが
用いられている9。林（2013b）では関数変換が容易で通常の OLS を利用できるという利点
から、被説明変数のみを対数化したセミログモデルを使用した。 
しかし、本章では、間接便益の大きさとスピル･オーバー効果を、2 つのタイプの異なっ
た芸術・文化施設を金額ベースで比較するため、線形モデルを採用する。パラメータはセ
ミログ型の場合には建設後の地価上昇率、フルログ型の場合は弾力性を表すことになり、
いずれもコントロール変数の値によって金額が変化するからである。 
 
 
ただし、𝑃は地価（住宅地）、𝑥𝑖は量的変数、𝑧𝑖は質的変数、𝛽𝑖 、𝛿𝑖はそれぞれ量的変数、質
的変数𝑖のパラメータである。𝐷は各住宅立地点の芸術・文化施設からの距離、𝑀は芸術・文
化施設の建設後を 1、建設前を 0 とするダミー変数である。このようにダミー変数で処理す
ることによって、𝛾
𝑀
𝐷
は芸術・文化施設の建設効果となる。また、芸術・文化施設建設によ
る効果が距離に対して直角双曲線となるという定式化は、距離が離れるほど施設建設の効
果は急激に小さくなり、いずれは 0 に近づくという考えに基づいている。 
 
2.3 間接便益の計測方法 
芸術・文化施設の建設による地価上昇額𝑦は施設からの距離𝑥の関数𝑓(𝑥)とする。図３－
２において、関数𝑓(𝑥)が閉区間[𝑎, 𝑏](0 ≤ 𝑎 < 𝑏)において連続で、𝑓(𝑥) ≥ 0のとき、芸術・
文化施設からの距離が𝑎から𝑏の地域における地価上昇総額𝑉は、関数y = 𝑓(𝑥), 𝑥 = 𝑎, 𝑥 = 𝑏 
 
 
                                                   
8 市場で売りに出される土地の量は変化する。土地市場において「取引事例価格」と呼ばれる地
価は、このフローの供給と新規需要との関係に着目したものである。しかし、この地価は、土
地を持ち続けるという留保需要と新規需要を合計した総需要とストックとしての供給との関
係で決まる地価と一致する。したがって、地価は海岸の埋め立てや土地利用規制の変更といっ
た場合を除けば、需要要因によってのみ影響されるのである。ただし、ヘドニック価格として
賃貸料を利用するときには住宅の供給量が変化するため、供給要因を考慮する必要がある。 
9 岡崎・松浦（2000）ではセミログ型、Halsey（2005）では、線形、フルログ型、セミログ型、
得田（2009）では、線形、フルログ型、セミログ型、尾崎・福山（2012）では線形の地価関
数が用いられている。 
・・・・（2-4） 
 
𝑃 = 𝐶 + ∑ 𝛽𝑖 𝑥𝑖 + ∑ 𝛿𝑖 𝑧𝑖 + 𝛾
𝑀
𝐷
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図３－２ 地価上昇総額の計算 
 
 
および𝑥軸で囲まれた図形を𝑦軸のまわりに 1 回転してできる立体の体積となる。つまり、 
 
𝑉 = 2𝜋 ∫ 𝑥 × 𝑓(𝑥)𝑑𝑥
𝑏
𝑎
 
である。 
しかし、芸術・文化施設を中心とした同心円内には商業地など住宅地以外の用途、山林、
湖沼などの非可住地などが含まれているため、地価上昇総額は実際の住宅地面積を用いて
圧縮する必要がある。そこで次の方法を用いた。 
𝑎～𝑏 の地価上昇額＝𝑎～𝑏の地価上昇額（積分値） ×
住宅地実面積
(𝑏2 − 𝑎2)𝜋
 
 
 
3. 実証分析結果 
3.1 分析対象とサンプル 
本章では、芸術・文化施設の間接便益とスピル･オーバーを検証するために神戸市立博物
館と西宮市大谷記念美術館を取り上げることとする。神戸市立博物館は神戸市の旧居留地
に立地し、旧横浜正金銀行(現 三菱東京 UFJ 銀行)神戸支店ビルを転用したものであり、
1982 年に開館した。入館者数は 2012 年度で 55 万 9,145 人、延べ床面積は 10,073m²であ
る。西宮市大谷記念美術館は閑静な住宅街に、実業家故大谷竹次郎氏のコレクションや邸
宅が西宮市に寄付されて創られた美術館であり、1972年に開館した。延べ床面積は4,740 m²、
2012 年度の入館者数は 4 万 7827 人である。神戸市立博物館は都心型・大規模施設であり、
西宮市大谷記念美術館は郊外型・中規模施設である。 
・・・・（2-5） 
 
・・・・（2-6） 
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なお、推定された地価関数から間接便益（地価の変化分）を求める場合には、整備され
た施設の規模、内容、施設へのアクセス性、近隣の環境などをもとに計測する必要がある
ことから、地価関数は施設の立地ポイントを含む地域特性を反映できるように、施設毎に
推定した10。なお、異時点間の地価変化から施設建設の効果のみをとりだす必要があること
から、建設後の地価は建設前の水準になるよう実質化する11。なお、地価は住宅地の公示地
価である12。 
安定的な地価関数を推定するためには、市場の同質性が保証できる限りサンプル数は多
ければ多いほど望ましい。しかし、実際に入手できる地価データは限られているため、本
章のサンプル数は神戸市立博物館が中央区、兵庫区、灘区、北区に位置する 1981 年（建設
前）の 69 と 1983 年（建設後）の 66 の計 135、西宮市大谷美術館が西宮市、芦屋市、尼崎
市、伊丹市、宝塚市、神戸市東灘区に位置する 1971 年（建設前）の 25 と 1973 年（建設
後）の 116 の計 141 となった13。 
 
3.2 神戸市立博物館の分析結果 
地価を決定すると考えられる要因として取り上げた質的・量的要因（23 項目）の 135 地
点における基本統計量を表３－１に示した14,15。実質地価については、最大値が 285,190 円
／㎡、最小値が 32,000 円／㎡、平均値が 145,870 円／㎡であった。芸術・文化施設からの
距離は、最も遠い地点で 20.0km、最も近い地点で 1.3km である。また、JR 三宮駅は、阪
神、阪急、市営地下鉄などが近接しており、アクセスの拠点となっているため、JR 三宮駅
からの距離は CBD からの距離を表す変数とした。 
地点によって各要因の値は大きく異なっており、間接便益を推定する際には、これらの
影響をコントロールする必要がある。しかし、コントロールするために過大に変数を選択
することによって、多重共線性を発生しやすい等の問題を引き起こす。そこで本章では、
変数間の相関を除くために主成分分析を行った。したがって、本章で示される地価関数は、
主成分分析によって求められた主成分、CBD からの距離、芸術・文化施設からの距離、𝑀 𝐷⁄
によって構成される。 
 
 
                                                   
10 国土交通省（2004）130 頁を参照。 
11 地価の場合、GDP の実質化のようにデフレーターが存在しないため、公示地価、住宅敷地価
格の変化等を用いた。したがって、実質化は平均的な変動を除去するという意味になる。 
12 地価情報は国土交通省「地価公示・都道府県地価調査」で入手できる。 
13 国土交通省（2004）は 50 から 80 をサンプル数の目安としている。 
14 距離以外の数値は、国土交通省「地価公示・都道府県地価調査」、神戸市企画調整局『神戸市
統計書』、東洋経済新報社『地域経済総覧』、総務省統計局「都道府県・市区町村のすがた」
より得られた。 
15 市統計書でのデータの有無によって、神戸市立博物館と後述の西宮市大谷記念美術館との間
で採用した地価形成要因は異なる。 
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表３－１ 神戸市立博物館周辺の実質地価と地域形成要因の基本統計量 
 
 
注 1）実質地価は 1981 年を基準に、1981 年から 1983 年の兵庫県住宅地の宅地平均価格上昇率
1.227 で 1983 年のデータを実質化した値である。上昇率は、総務省統計局「日本の長期統
計系列」のデータを使用し、算出した。 
注 2）芸術・文化施設からの距離、JR 三宮駅からの距離は、地価情報分析システム『MANDARA』
を使用し、各地点ポイントからの距離を計測した。 
注 3）総事業所数や公園総面積など、周辺環境を示す量的変数については地点毎の情報が得られ
ないため、区別のデータを使用する。 
注 4）自区への従業、通学の割合 =  
自区への従業、通学者数
自区への従業、通学者数+他市区町村への従業、通学者数
  である。 
 
CBD からの距離は地域形成の土台であり、建設前後に関係なく芸術・文化施設の建設地
点から外部性が発生する可能性があるため、この両変数は主成分分析には含めない。つま
り、ヘドニック価格関数を求める分析手順は次の通りである。①実質地価と各変数で単回
帰分析を行い、統計的に有意な変数を抽出し、②抽出された変数で主成分分析を行う。そ
して、③地価を従属変数、分析によって得られた主成分、CBD からの距離、芸術・文化施
設からの距離、建設後を𝑀 = 1とする𝑀 𝐷⁄ を説明変数として、重回帰分析によって地価関数
を推定した。その際、ステップワイズ法で説明変数の選択を行う16。 
                                                   
16 愛甲・崎山・庄子（2008）では、札幌市の住宅地において公園緑地が地価にどのような影響
を及ぼしたかをヘドニック・アプローチを用いて検証し、その際、ステップワイズ法を用い
て説明変数の選択を行った。 
変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
実質地価（千円／m²） 145.87 72.61 32.00 285.19
芸術・文化施設からの距離（km） 6.71 4.36 1.25 19.97
駅からの距離（m） 986.67 1118.51 0.00 11000.00
地積（m²） 202.69 112.66 49.00 826.00
前面道路（m） 5.93 2.02 2.70 15.50
建坪率（%） 28.96 26.27 0.00 60.00
容積率（%） 161.78 57.43 50.00 300.00
総事業所数／区面積 360.39 411.87 14.83 1042.17
サービス事業所数／区面積 79.90 86.74 4.46 219.54
飲食店商店数／区面積 40.54 48.80 1.41 139.83
公園総面積／区面積 0.01 0.01 0.00 0.04
自区への従業、通学の割合 0.37 0.12 0.28 0.62
他市町村への従業、通学の割合 0.63 0.12 0.38 0.72
人口１万人あたりの病床数 161.98 135.50 68.60 513.70
教員１人あたりの児童数 27.84 2.01 23.16 30.52
JR三宮駅からの距離（km） 6.32 4.13 0.56 19.20
住居地域ダミー 一種住居ダミー 二種住居ダミー 準防火地域ダミー
59（44%） 54（40%） 22（16%） 49（36%）
ガス 下水
116（86%） 110（82%）
全ポイント（135）の
うち該当するポイント数
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この手順で神戸市立博物館を対象に分析を行った。①の結果から前面道路や建ぺい率な
どが有意ではなく、これらの変数を除き主成分分析を行った結果が表３－２に示されてい
る。固有値は主成分 4 が 0.99 であり、累積寄与率は 87.51%であるため、主成分 1、2、3、
4 を使用する。 
主成分分析では、各主成分の主成分負荷量を見ることで、その主成分の特性を表すこと
ができる。主成分 1 の主成分負荷量は、総事業所数やサービス事業所数、自区への従業、
通学といった事業所密度を表す変数が負の値であり、絶対値が大きい。そこで、本章では、
主成分 1 の正負の符号を反転し、生活の利便性や賑わいなどの都市型環境を表す主成分と
した。したがって、主成分 1（正負の符号反転）は地価を高くする要因であると予想できる。
主成分 2 については、主成分負荷量の絶対値が大きい正の変数はガス、水道であることか
ら、社会基盤施設が整った地点を表し、地価を高くする要因であると考えられる。主成分 3
は、容積率の主成分負荷量が-0.679 と絶対値が大きく、一種住居ダミーが 0.773 であるこ
とから、住宅立地に関する規制の厳しさを表しており、地価に対して正、負いずれの効果
をもたらすかは予想できない。主成分 4 は地積、二種住居ダミーの主成分負荷量が大きい
ことから、マンションなど様々な用途で使用できるという意味で土地利用の柔軟性を表し、
地価を高くする要因であると予想する。 
主成分分析から得られた主成分 1、2、3、4 を使用し、分析手順③のようにヘドニック地
価関数を求める。この時、JR 三宮駅からの距離と芸術・文化施設からの距離の VIF（variance 
inflation factor：分散拡大要因）値が 111.5 であり、多重共線性を発生する可能性がある。 
 
 
表３－２ 神戸市立博物館の主成分分析の結果 
 
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
地積（m²） -0.104 -0.298 -0.332 -0.472 -0.038 -0.052 0.670 0.668
容積率（%） 0.215 0.616 0.042 0.059 -0.491 -0.679 -0.050 -0.050
総事業所数／区面積 0.338 0.967 -0.001 -0.001 0.009 0.013 -0.098 -0.098
サービス事業所数／区面積 0.338 0.967 0.022 0.032 0.000 0.000 -0.095 -0.095
飲食店商店数／区面積 0.342 0.980 -0.075 -0.107 0.052 0.072 -0.040 -0.040
公園総面積／区面積 0.329 0.941 0.106 0.150 -0.034 -0.046 -0.074 -0.074
自区への従業、通学の割合 0.336 0.962 -0.138 -0.196 0.092 0.127 0.029 0.029
他市町村への従業、通学の割合 -0.336 -0.962 0.138 0.196 -0.092 -0.127 -0.029 -0.029
人口１万人あたりの病床数 0.238 0.681 -0.393 -0.559 0.215 0.298 0.150 0.149
教員１人あたりの児童数 -0.251 -0.720 0.370 0.527 -0.190 -0.263 -0.076 -0.076
一種住居ダミー -0.200 -0.573 -0.034 -0.049 0.529 0.733 0.021 0.021
二種住居ダミー 0.090 0.257 0.261 0.372 -0.262 -0.362 0.662 0.660
準防火地域ダミー 0.231 0.661 0.250 0.355 -0.192 -0.265 0.028 0.028
ガス 0.133 0.379 0.454 0.646 0.407 0.564 0.146 0.145
下水 0.158 0.452 0.451 0.641 0.322 0.445 0.179 0.179
固有値
累積寄与度
8.19 2.02 1.92 0.99
54.62% 68.11% 80.89% 87.51%
主成分1
（正負符号反転）
主成分2 主成分3 主成分4
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神戸市立博物館と JR 三宮駅は近接しているため、このような結果が得られたと考えられる。
したがって、③の分析では、芸術・文化施設からの距離の変数を除いた17。得られたヘドニ
ック地価関数は以下の通りであり、すべての変数が有意であった18。 
 
𝑃 = 192.12 + 3.15 × (主成分 1（正負符号反転）) + 4.48 × (主成分 2) 
      (17.8***) (4.4***)                           (2.2**)              
−4.10 × (主成分 3) + 10.19 × (主成分 4) − 8.21 × (JR 三宮駅からの距離) + 53.00 × (
𝑀
𝐷
) 
(-2.2**)            (3.1***)           (-5.3***)                     (2.3**) 
adjR2: 0.728   (  )内は𝑡値 
***は 1%水準、**は 2.5%水準、*は 5%水準で有意 
 
 各主成分のパラメータから住宅地の地価に関して次の点を指摘することができる。主成
分 1、2、4 は予想通りの結果が得られた。また、主成分 3 の係数は負であることから、住
宅立地に関しての規制が厳しいほど地価が低くなることを示しており19、JR 三宮駅からの
距離の係数が負であったことから、CBD から遠くなるほど、地価は低下する。 
 𝑀 𝐷⁄ が正であることから、博物館の建設は地価を押し上げており、博物館の建設は周辺
地域に正の便益を与えている。しかし、博物館に遠ざかるにつれて、1 𝐷⁄  が小さくなるこ
とから、博物館の建設効果は距離が離れるにつれて縮小する。 
 
3.3 西宮市大谷記念美術館の分析結果 
次に西宮市大谷記念美術館を対象として、ヘドニック地価関数を推定する。分析手順は、
先述の通りである。しかし、建設後（𝑃1）の地価公示のサンプル数が 116 であったのに対
し、建設前（𝑃0）は 25 と少ないことから、神戸市立博物館と異なり、𝑃0 = 𝑃1 − 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡と考
え、建設前を𝑀 = 1、建設後を𝑀 = 0とするダミー変数を使用する。地価を決定すると考え
られる要因として取り上げた質的・量的要因（25 項目）の 141 地点における基本統計量を
表３－３に示した20。実質地価は最大値が 89,880 円／㎡、最小値が 33,600 円／㎡、平均値 
                                                   
17 博物館からの距離を説明変数にした場合、それぞれの主成分の係数に加え、M/D の係数も「博
物館からの距離」を使用すると 53.7、三宮駅からの距離を使用すると 53.0 であり差は見られ
ない。都市経済学において最も一般的な地価関数は CBD からの距離の減少関数としてとらえ
られるため、CBD からの距離を使用した。 
18 White 検定により全ての誤差項の分散は等しいという帰無仮説は棄却できない。 
19 土地利用規制が厳しく容積率が小さいほど、土地収益率が低くなることが原因の一つである。 
20 距離以外の数値は、国土交通省「土地総合情報システム」、兵庫県企画部統計課『兵庫県市町
別主要統計指標』、西宮市役所『西宮市統計書』、企画部市長室広報広聴課『宝塚市統計書』、
尼崎市総務局行政課『尼崎市統計書』、伊丹市総務局庶務課『市勢統計書』、芦屋市役所人事
課弘報係『芦屋市勢要覧』、神戸市企画調整局『神戸市統計書』、東洋経済新報社『地域経済
総覧』、総務省統計局「都道府県・市区町村のすがた」より得られた。 
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表３－３ 西宮市大谷記念美術館周辺の実質地価と地域形成要因の基本統計量 
 
 
注 1）実質地価は 1971 年を基準に、1971 年から 1973 年の西宮市の住宅敷地価格上昇率 1.190
で 1973 年のデータを実質化した値である。上昇率は、東洋経済新報社『地域経済総覧』
のデータを使用し、算出した。 
注 2）芸術・文化施設からの距離、JR 大阪駅、JR.三宮駅からの距離は、地価情報分析システム
『MANDARA』を使用し、各地点ポイントからの距離を計測した。 
注 3）市区面積は、宅地面積（工業地・商業地・住宅地・その他の合計）を使用した。 
注 4）神戸市東灘区の宅地面積のデータがなかったため、以下から算出した。 
1971 年の東灘区宅地面積 ＝ 2012 年の東灘区宅地面積 ÷ (
2012 年の神戸市全域宅地面積
1971 年の神戸市全域宅地面積
) 
注 5）「総商店数」は、卸売商店数と小売業商店数を合計したものである。 
注 6）「小売業計」は、飲食店、自動車小売業などを合計したものである。 
 
 
が 61,630 円／㎡であり、芸術・文化施設からの距離は最も遠い地点で 13km、最も近い地
点で 0.4km である。また、西宮市大谷記念美術館が立地する西宮市は兵庫県の南東部に位
置しており、大阪市と神戸市の両都心の中間地であることから、CBD からの距離を表す変
数として、JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離を使用した。 
 分析手順①から、芸術・文化施設からの距離、CBD からの距離を表す変数、𝑀 𝐷⁄ を除い
変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
実質地価（千円／㎡） 61.63 12.66 33.60 89.88
芸術・文化施設からの距離（km） 5.90 3.00 0.35 12.97
駅からの距離（m） 920.35 628.03 200.00 3500.00
地積（㎡） 281.89 149.19 87.00 987.00
前面道路（m） 5.64 1.36 3.00 11.00
建坪率（%） 16.24 22.60 0.00 60.00
容積率（%） 162.62 51.67 0.00 200.00
総事業所数／市区面積 673.47 185.79 319.26 898.74
サービス事業所数／市区面積 164.20 35.33 97.60 207.72
総商店数／市区面積 335.24 95.28 167.27 460.25
小売業数／市区面積 305.50 83.09 161.61 428.72
飲食店商店数／市区面積 79.67 32.13 33.84 136.35
小学校数／市区面積 1.75 0.31 1.24 2.16
教員１人あたりの児童数 31.77 0.99 30.10 34.20
人口１千人あたりの医師数 2.08 1.03 1.00 5.20
人口１千人あたりの病床数 6.39 3.22 1.92 10.85
保育所数／市区面積 1.54 0.44 0.42 2.01
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 11.23 3.96 8.40 23.90
JR大阪駅からの距離（km） 13.88 4.39 5.38 22.76
JR三宮駅からの距離（km） 16.19 4.99 5.59 24.36
全ポイント（141）の
うち該当するポイント数
住居地域ダミー 住居専用地域ダミー
下水ガス
37（26%）140（99%）
18 （13%）50 （35%）91（65%）
準防火地域ダミー
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た 21 項目の変数と実質地価との単回帰分析を行った結果、建坪率、容積率、飲食店商店数
／市区面積などが有意ではなかった。次に、有意な変数のみを抽出し主成分分析を行った
結果が表３－４に示されている。固有値は主成分 5 で 1.00 であり、累積寄与率は 78.42%
であるため、③では主成分 1 から主成分 5 を使用する。 
主成分 1 に正で大きく影響するのは面積あたりの総事業所数や総商店数といった事業所
密度を表す変数であることから、主成分 1 は市街地の賑わいを表す主成分と考えられ、地 
 
表３－４ 西宮市大谷記念美術館の主成分分析の結果 
 
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
駅からの距離（m） -0.024 -0.054 -0.321 -0.467 -0.377 -0.534
地積（㎡） -0.163 -0.371 0.352 0.512 0.114 0.162
前面道路（m） 0.084 0.191 0.145 0.210 0.056 0.080
総事業所数／市区面積 0.423 0.960 0.093 0.136 0.054 0.077
サービス事業所数／市区面積 0.380 0.862 0.186 0.270 0.213 0.301
総商店数／市区面積 0.419 0.951 0.076 0.110 0.021 0.030
小売業数／市区面積 0.421 0.956 0.067 0.097 -0.091 -0.128
小学校数／市区面積 0.332 0.754 0.206 0.300 -0.028 -0.040
人口１千人あたりの医師数 -0.181 -0.411 0.150 0.218 0.321 0.454
人口１千人あたりの病床数 0.218 0.495 0.133 0.193 -0.126 -0.178
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 0.164 0.372 0.033 0.048 -0.369 -0.522
住居地域ダミー 0.185 0.419 -0.548 -0.797 0.133 0.189
住居専用地域ダミー -0.185 -0.419 0.548 0.797 -0.133 -0.189
準防火地域ダミー 0.043 0.098 -0.056 -0.081 0.499 0.707
下水 0.030 0.069 -0.099 -0.144 0.494 0.699
固有値
累積寄与度
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
駅からの距離（m） -0.010 -0.013 0.107 0.107
地積（㎡） 0.059 0.073 -0.180 -0.180
前面道路（m） 0.033 0.041 -0.880 -0.880
総事業所数／市区面積 -0.133 -0.163 0.036 0.036
サービス事業所数／市区面積 0.042 0.052 0.084 0.084
総商店数／市区面積 -0.198 -0.243 0.001 0.001
小売業数／市区面積 -0.131 -0.161 0.001 0.001
小学校数／市区面積 0.329 0.404 0.130 0.130
人口１千人あたりの医師数 0.378 0.464 -0.018 -0.018
人口１千人あたりの病床数 0.599 0.735 0.165 0.165
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 -0.263 -0.323 -0.193 -0.193
住居地域ダミー 0.201 0.247 -0.161 -0.161
住居専用地域ダミー -0.201 -0.247 0.161 0.161
準防火地域ダミー -0.398 -0.488 0.196 0.196
下水 -0.022 -0.027 -0.012 -0.012
固有値
累積寄与度 71.77% 78.42%
主成分4 主成分5
1.51 1.00
5.15 2.11 2.00
34.30% 48.37% 61.72%
主成分1 主成分2 主成分3
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価を高くする要因であると予想できる。主成分 2 は、住居専用地域や地積を表す変数の主
成分負荷量が正で大きいことから、住宅地としての質の高さを表す主成分であり、地価を
上げる要因と考えられるが、一方で、土地利用の厳しさから地価を下げる要因になる可能
性もある。主成分 3 は、刑法犯罪認知件数や駅からの距離が負に大きく影響するとともに、
準防火地域や下水整備の主成分負荷量が正で大きいことから、居住環境の良さを表すと考
えられ、地価を高くすると予想する。そして、主成分 4 は医療や教育といった生活関連サ
ービスの充実度を表しており、地価と正の関係を持つと予想できる。主成分 5 には前面道
路が負で大きく影響するが、土地属性としての前面道路が地価にどのような影響を及ぼす
かは予想できない21。 
主成分分析から得られた主成分 1 から主成分 5 に加え、𝑀 𝐷⁄ 、芸術・文化施設からの距
離、JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離を使用し、分析手順③のようにヘドニッ
ク地価関数を求める。この時、VIF 値が高い変数はない。得られたヘドニック地価関数は
以下の通りであり、JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離、主成分 4 を除くすべて
の変数が選択された。 
 
𝑃 = 68.20 + 0.48 × (主成分 1) + 3.20 × (主成分 2) + 2.53 × (主成分 3)  
(43.1***)(4.2***)            (10.8***)          (7.6***)           
−1.75 × (主成分 5) − 0.95 × (芸術・文化施設からの距離) − 22.06 × (
𝑀
𝐷
) 
      (-3.0***)           (-4.0***)                            (-4.2***) 
adjR2: 0.704   (  )内は𝑡値 
 
各主成分のパラメータから住宅地の地価に関して次の点を指摘することができる。主成
分 1、3 は予想通りの結果が得られた。主成分 2 の係数は正であり、大都市である神戸市と
は違って、住宅都市である西宮市においては住宅立地規制が厳しいほど良質な住宅地を提
供し、高地価に直結すると考えられる。また、前面道路がマイナスに作用する主成分 5 は
騒音というマイナス面と利便性というプラス面があるが、分析の結果、係数は負であるこ
とから、広い前面道路は居住環境を損なうよりも、むしろ利便性を高めることによって地
価を引き上げる効果が大きい。JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離が有意に効か
なかったのは、①西宮市は大阪と神戸の中間点にあるため、大阪駅からの距離の影響と三
宮駅からの距離の影響が打ち消されたこと、②地価関数において西宮が小さなピークを持
つことに原因があると考えられる。 
そして、𝑀 𝐷⁄ の係数は負であるが、西宮市立大谷記念美術館の実証分析では、建設前の
                                                   
21 前面道路が広いと、騒音などの外部不経済が大きくなり地価を引き下げる可能性と同時に、
自家用自動車の利用がしやすく地価を引き上げる可能性もある。 
57 
 
サンプル数が少ないため𝑃0 = 𝑃1 − 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡 としたことから、美術館の建設は地価を押し上げ、
周辺地域に正の便益を与えているといえる。しかし、神戸市立博物館と同様、美術館から
遠ざかるにつれて 1 𝐷⁄  が小さくなることから、建設効果は美術館からの距離が大きくなる
につれて急激に縮小する。 
  
4. 間接便益とスピル・オーバー 
 地価の決定要因をコントロールしたうえで、芸術・文化施設の建設前後の地価を比較す
ることによって間接便益の規模を計測することができる。図３－３は神戸市立博物館と西
宮市大谷記念美術館の間接便益とその広がりを示したものである。神戸市立博物館の間接
便益は神戸市全域に加えて、芦屋市と西宮市全域、尼崎市や宝塚市の一部にまで及んでい
る。地価上昇効果で計測した間接便益は、博物館の周辺では 4 万円/㎡であるが、10km 地
点では約 5 千円というように、博物館から遠ざかるにつれて急激に減少する。 
 西宮市大谷記念美術館は、神戸市立博物館に比べて規模は小さいものの、その開館によ
って地価は上昇しており、美術館周辺では約 3 万円強の上昇（1971 年）であった。ただし
10km 地点では 2,500 円程度に減少する。美術館は西宮市の西部、芦屋市の直近に立地する
ことから、間接便益は芦屋市、神戸市東灘区全域に及んでいる。また、地価の上昇効果は
小さいものの、美術館の間接便益は尼崎市、神戸市灘区、伊丹市、宝塚市、大阪府豊中市
といった地域にもスピル･オーバーしている。 
次に、芸術・文化施設の建設による地価の上昇効果から間接便益の大きさを計測する。
間接便益は施設からの距離が遠くなれば急激に減少する。施設からの距離を𝐷、芸術・文化
施設の間接便益（施設建設後の地価上昇額）を𝑓(𝐷)とすれば、神戸市立博物館と西宮市大
谷記念美術館の間接便益は、それぞれ、 
𝑓(𝐷) = 44.63 × 𝐷−1  （神戸市立博物館） 
𝑓(𝐷) = 22.06 × 𝐷−1  （西宮市大谷記念美術館） 
となる22,23。開館時期の違いはあるが、係数は神戸市立博物館が大きく、西宮市大谷記念美
術館に比べて間接便益が大きいことを表している24。 
この式を積分することによって各施設の総便益を計算することになるが、本章では、施
設からの距離を 2km 圏内、2km～5km、5km～10km、10km～20km の 4 区分し、距離帯
毎の便益を住宅地の実面積によって再計算する25。しかし、住宅地は地域に均等に分布して
                                                   
22 芸術･文化施設からの距離と施設建設による地価上昇額との関係から算出した。 
23 神戸市立博物館においては神戸市内のサンプルを用いているが、商工住の用途が混在する灘
区、土地利用がほぼ住宅地に特化している北区を含んでいるため、推定された地価関数は周
辺住宅地にもそのまま適用できると考えられる。 
24 神戸市立博物館と大谷記念美術館での建設年次の違いが上昇率に影響している可能性がある。 
25 1km までは推定値が過大になる可能性があるため除外して再計算した。 
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いるわけではないため、国土交通省の国土数値情報・土地利用細分メッシュデータから市
区別に住宅地の割合を求めたうえ、住宅地の実面積を各距離帯に配分するという方法を用
いた。結果は表３－５に示されている。 
 
 
図３－３ 芸術・文化施設の間接便益とスピル・オーバー 
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表３－５ 間接便益の規模 
 
神戸市立博物館 
 
 
西宮市大谷記念美術館 
 
 
神戸市立博物館は神戸市内で約 3,551 億円の地価上昇総額（間接便益）を生みだし、開
館前の地価を約 3.5％押し上げている。また、神戸市外に与えた間接便益も 1,093 億円に達
しており、開館前の地価を約 1.5％押し上げた26。西宮市大谷記念美術館に関しては、西宮
市内で 1,179 億円の地価上昇総額（間接便益）を生み出しており、10.8％の地価押し上げ効
果が見られた27。西宮市外では、美術館に近接する芦屋市において 11.4％（間接便益は 377
億円）と高い地価上昇効果が見られた。その他にも、神戸市東灘区で 8.6％（同 292 億円）、
                                                   
26 三木市においても地価上昇効果が生じているが、都市的性格が異質であることから除外した。 
27 地価上昇率は、距離帯毎の住宅地実面積とその地価から導いた地価総額をもとに算出してい
る。神戸市内の地価総額が西宮市内よりも高いため、神戸市立博物館による神戸市内の地価
上昇率が西宮市大谷記念美術館による西宮市内の地価上昇率より高くなっている。 
実面積
地価
上昇額
地価
上昇率
実面積
地価
上昇額
地価
上昇率
km2 10億円 % km2 10億円 %
～2km　 中央区 1.2 35.3
2km～5km　
中央区・兵庫区・
長田区・灘区
6.9 87.9
5km～10km　
東灘区・須磨区・
長田区・北区
23.5 139.6
尼崎市（一部） 6.5 19.4 1.3
西宮市 18.2 54.2 1.3
芦屋市 4.7 14.1 1.4
宝塚市（一部） 3.3 9.8 1.6
合計 62.6 355.1 3.5 36.7 109.3 1.5
神戸市内 神戸市外
10km～20km　
西区・垂水区・
北区
神戸市立
博物館
からの距離
31.03 92.3
実面積
地価
上昇額
地価
上昇率
実面積
地価
上昇額
地価
上昇率
km2 10億円 % km2 10億円 %
～2km　 2.1 30.2 芦屋市 1km～5km　 4.7 37.7 11.4
2km～5km　 12.8 80.8 尼崎市 5km～20km　 17.4 44.8 5.2
5km～10km　 2.4 7.0 伊丹市 5km～20km　 7 3.8 5.2
10km～20km　 - - 宝塚市 5km～20km　 11.6 31.5 5.8
神戸市東灘区 2km～10km　 6.3 29.2 8.6
神戸市灘区 5km～20km　 3.7 10 4.4
豊中市 10km～20km　 18.6 27.4 3.1
合計 18.2 117.9 10.8 69.3 184.4 5.2合計
西宮市外
大谷記念
美術館
からの距離
大谷記念
美術館
からの距離
西宮市内
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宝塚市で 5.8％（同 315 億円）、尼崎市で 5.2％（同 448 億円）などとなっており、西宮市
外での間接便益は 1,844 億円と西宮市内の便益規模を上回っている。 
神戸市立博物館の場合、神戸市域が広いことから間接便益の地理的範囲の多くが市内に
とどまるのに対して、西宮市には近接して芦屋市、尼崎市、伊丹市、宝塚市などの住宅密
集地が存在するため、西宮市大谷記念美術館の場合には市外の間接便益が市内のそれを上
回ったと考えられる。 
 
5. むすび 
芸術・文化は便益の及ぶ地理的範囲が限定される地方公共財の側面を持ち、最適な供給
を実現するためには受益地域と負担地域を一致させることが必要である。しかし、行政区
域が受益地域と一致する保証はなく、行政区域を越えて便益がスピル･オーバーする場合が
ある。本章では、ヘドニック・アプローチを用いて芸術・文化施設の間接便益の大きさを
定量化するとともに、便益の地理的範囲を空間計量経済学の手法を用いて検証した。分析
対象は大規模･都心型施設である神戸市立博物館と、中規模・郊外型施設である西宮市大谷
記念美術館である。分析の結果、以下の点が明らかになった。 
第 1 に、芸術・文化施設は地域環境の改善によって住宅地の需要を増加させ、地価の上
昇を引き起こしている。そこから算出された間接便益は、行政区域内に限ったとしても神
戸市立博物館の場合には 3,551 億円、西宮市大谷記念美術館の場合には 1,179 億円に上る。
こうした間接便益の大きさの違いは施設規模の相違等によって生じていると考えられる。 
第 2 に、施設の建設によって生じた地価の上昇率は神戸市立博物館の場合には 3.5％、西
宮市大谷記念美術館の場合には 10.8％である。住宅都市である西宮市においてはとくに、
美術館の建設が都市価値を高める効果を発揮している。 
第 3 に、施設の便益は行政区域を越えて他の自治体にまで及んでいる。つまり、便益の
スピル･オーバーが生じているのである。神戸市立博物館の場合には便益の拡散は尼崎市、
西宮市、芦屋市、宝塚市に達し、金額ベースでは 1,093 億円に上っている。西宮市大谷記
念美術館の場合には便益は芦屋市、西宮市といった隣接自治体だけでなく、神戸市、尼崎
市、宝塚市、伊丹市、大阪府豊中市にまで拡散している。西宮市外にスピル･オーバーした
間接便益は 1,844 億円である。 
以上の結果から、次の政策的意味合いを提示することができる。芸術・文化施設は行政
区域を越えて間接便益をスピル・オーバーさせており、受益と負担の公平性と施設の最適
供給という視点から、財源調達のあり方を見直す必要がある。住宅地の地価公示価格に対
する課税標準額の割合は約 10％28、固定資産税の税率は 1.4％であることから、芸術･文化
施設の建設によって生じた固定資産税（土地分）の増加額を試算すると、神戸市内 5.0 億円、
神戸市外 1.5 億円（神戸市立博物館）、西宮市内 1.7 億円、西宮市外 2.6 億円（いずれも施
                                                   
28 大阪府下市町村の平均値であり、大阪府「固定資産税概要調書の数値」、住宅地地価は国土交
通省「地価公示・都道府県地価調査」から算出した。 
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設建設当時の数値）となる。施設の直接利用者に対しては適切な利用者負担を求めるとと
もに、間接便益が拡散する周辺自治体を含めて固定資産税等によって施設建設の財源を調
達することも検討する必要がある。 
 本章では、芸術・文化施設として神戸市立博物館と西宮市大谷記念美術館の 2 施設を取
り上げた。両施設の間接便益は大きく異なっていることが明らかとなったが、施設によっ
て発生する間接便益には施設の規模、内容、立地点、住民の芸術・文化に対する選好等の
要因が影響すると考えられる。分析対象施設を拡大し、間接便益の決定要因を分析するこ
とは今後の芸術・文化政策に重要な示唆を与えるはずであり、今後の研究課題である。 
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補論 ヘドニック・アプローチの理論 
(1) ヘドニック・アプローチの理論 
ヘドニック・アプローチは、公共サービスのような非市場財の便益は土地や住宅の資産
価値に反映されるという「キャピタリゼーション仮説」を基礎に、地価や住宅の賃貸料を
観察することによって非市場財の価値を計測する一つの方法であり、1970 年代に入って
Rosen（1974）等によって展開された。その理論の概要は以下の通りである。 
Rosen は、土地をさまざまな性能や機能の価値の集合体とみなし、これらの束としての
不動産価格がどのような市場メカニズムで決定されるかを理論的に解明した。消費者の効
用関数は多様な属性𝑧𝑖を持つ土地𝒁と他の財𝑋で決まり、 
 
𝑈 = 𝑈(𝑿, 𝒁) 
 
で表される。このときの予算制約式は、 
 
𝐼 = 𝑋 + 𝑃(𝒁) 
 
である。ただし、𝑃(𝒁) は属性の束で示される不動産の市場価格関数であり、𝐼は予算を示
し、𝑋は価格を 1 とする。与えられた予算制約のもとで効用を最大化すると、次の最適化条
件が得られる。 
𝜕𝑃
𝜕𝑧𝑖
≡ 𝑃𝑖(𝑍) =
𝜕𝑈(𝐼 − 𝑃, 𝒁)
𝜕𝑧𝑖
𝜕𝑈(𝐼 − 𝑃, 𝒁)
𝜕𝑋
≡
𝑈𝑖
𝑈𝑋
   
つまり、市場価格の属性𝑧𝑖に対する限界的価値は、𝑋（他の財）に対する属性𝑧𝑖の限界代替
率、そして属性𝑧𝑖に対する需要者の支払い意思額（WTP）と等しくなる。 
次に付け値関数という概念を導入する。付け値（bit price）とは、𝒁の特性を持つ土地に
対する需要者の最大の WTP である。付け値を𝜃とし、一定の効用水準の𝑢∗のもとで選択さ
れた属性の束を𝒁∗とすると、付け値関数は𝜃 (𝒁∗ ;  𝐼, 𝑢∗)である。つまり、付け値関数は、 
 
𝑢∗ = 𝑈(𝐼 − 𝜃(𝒁∗; 𝐼, 𝑢∗), 𝒁∗) 
 
という恒等式を満たす関数である。 
式(4)を微分することで、付け値関数は式(5)を満たす。 
𝜃𝑖 ≡  
𝜕𝜃
𝜕𝑧𝑖
  =
𝜕𝑈
𝜕𝑧𝑖
𝜕𝑈
𝜕𝑋
   ≡
𝑈𝑖
𝑈𝑋
 
 式(3)と式(5)より、𝜃𝑖は属性𝑧𝑖と𝑐の限界代替率に等しく、属性𝑧𝑖に対する需要者の潜在的な
限界評価に等しい。つまり、最適行動をした消費者にとって、付け値と市場価格は等しく
なる。また、所得や選好が異なるという意味で異質な消費者が存在する場合、すべての消
費者の付け値関数が市場地価関数に一致していなければならないので、地価関数は補図３
・・・・（1） 
 
・・・・（2） 
 
・・・・（3） 
 
・・・・（4） 
 
・・・・（5） 
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－１のように、付け値関数の包絡線となる29,30。 
ある地域の環境が改善されたとしよう。そのための財源が例えば外部資金によって賄わ
れたとすると、そこに住む人の効用は大きくなる。他の地域よりも高い効用が得られると
なると、他地域から人が移動してくる。その結果、土地需要が増加し地価は上昇する。住
民は環境が改善されることから、一定の効用を維持しながら、土地に対して最大限支払っ
ても良いと考える価格である付け値は上昇する。付け値、つまり支払い意思額の変化が環
境改善の価値となる。最適行動を行い、現実に財を購入した需要者にとっては、付け値と
市場価格とが一致するので、地価を決定するさまざまな要因から市場地価関数を推定し、
環境改善の価値を評価することができる。 
 
補図３－１ 付け値関数と市場地価関数 
 
 
(2) 便益のとらえ方 
芸術・文化の便益評価のイメージをつかみやすくするために、ここでは補図３－２を用
いて自治体間の公共サービスが異なるとき、その便益の差がどのように評価されるかを示
す。自治体𝐴の公共サービス水準が𝑧、自治体𝐵の水準は𝑧′であるとする。同一自治体内での
住民は同質であり、自治体間では異質な住民が暮らしている。自治体𝐴の公共サービス水準
が𝑧から𝑧′に引き上げられたとすると、自治体𝐴の住民の付け値（WTP）は𝑃から𝑃′に上昇す
                                                   
29 なお、住宅の供給者の行動を示したオファー価格関数も市場価格関数に接し、異質の多くの
供給者が存在すると、市場価格関数はオファー価格関数の包絡線となる。つまり、市場価格
関数は、岡崎・松浦（2000）、清水（2004）のように、土地需要者の付け値関数と土地供給
者のオファー価格関数で描かれる。 
30 図では下に凸の形状で描かれているが、必ずしも下に凸とは限らない（奈良（2006）参照）。 
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る。したがって、自治体𝐴の住民にとって公共サービス水準の𝑧から𝑧′に対応する便益は𝑃𝑃′と
いうことになる。公共サービス水準の変化を市場地価で評価すると便益は𝑃𝑃"となり、過大
に評価されるというのが清水（2004）の考えである。しかし、肥田野（1997）は環境改善
の程度が小さいとき、つまり限界的な変化であれば、市場価格関数の限界値で代用でき、
付け値関数よりも市場価格で計測した方が良いとした。 
 
補図３－２ 公共サービス水準の評価 
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第Ⅳ章 芸術・文化政策の企業活動環境面に対する間接便益の計測※ 
 
1. はじめに 
前章では、都市型・大規模である芸術・文化施設と郊外型・中規模の芸術・文化施設を
対象に、居住環境の改善という間接便益の存在と、間接便益がスピル・オーバーする地理
的範囲を検証し、芸術・文化政策が行政区域を越えて居住環境を改善することを示した。 
しかし、芸術・文化が生み出す便益はこれだけではない。1992 年に来日したアメリカの
BCA（Business Commission for Arts）のジョン・オング会長（当時）は「芸術の支援は
グッド･ビジネスである」と指摘し、その根拠の一つとして「芸術と接することは労働者の
創造性を高め、企業活動環境を向上させる」と述べた1。このように、良好な芸術・文化ア
メニティが企業の生産性を高め、地域経済の成長・発展へと繋がる可能性が考えられる。
ところが、芸術・文化政策が経済に与える影響に関する研究は、梅棹（1993）や松井（2005）
のように、芸術・文化施設が存在することで発生する短期的な需要創出効果を産業連関表
を用いて分析したものがほとんどであり、企業活動環境面への中長期的な便益を対象とし
た研究は国内外とも存在しない。 
以上の問題意識から、本章では、芸術・文化アメニティが労働者の生産性を向上させ、
企業の活動環境を改善するかどうかを検証する。その際、労働生産性の改善が賃金にキャ
ピタライズされる可能性に着目し2、非市場価値の代表的な評価方法であるヘドニック・ア
プローチ（hedonic approach）を用いた。 
しかし、賃金を組み込んだモデル（ヘドニック賃金モデル）としては、危険な職場で働
く労働者は高い賃金を要求するという補償賃金仮説に基礎を置いたものが一般的であり、
芸術・文化が労働生産性を向上させ、それが賃金に反映されるというメカニズムを取り扱
うことができない。そこで、本章では新たな理論モデルを構築し、実証分析を行うことに
よって、芸術・文化が企業活動に間接的な便益を与えるかどうかを検証し、企業活動の環
境改善という視点から芸術・文化政策のあり方を言及する。 
本章の構成は以下の通りである。第 2 節では、補償賃金仮説を基とした一般的なヘドニ
ック賃金モデルに、地域経済学や都市経済学において経済成長に重要な要因と考えられて
                                                   
※ 本章は、日本学術振興会科学研究費補助金（特別研究員奨励費（15J08466））の助成を受け
たものである。本章を作成するにあたり、豊原法彦関西学院大学教授、宮崎智視神戸大学准
教授、三浦晴彦奈良学園大学准教授、林田吉恵島根県立大学准教授、『経済学論究』のレフェ
リーの先生方、経済学論究編集委員の先生方の他、多くの方から有益なコメント及び助言を
いただいた。また、本章の作成過程において、指導教授である林宜嗣関西学院大学教授に指
導をしていただいた。この場をお借りして謝意を表したい。なお、本章における誤り等の責
任は筆者にある。 
1 池上他（1998）194 頁。 
2 Rauch（1993）は教育水準と限界生産性には正の相関があること、Schumacher and John（2000）
は治療インプットが労働生産性の強化によって賃金を増やす可能性を検証した。また Florida
（2010）は、労働者の才能が賃金に影響されることを示した。 
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いる「集積の利益」（economies of agglomeration）を取り入れた新たなヘドニック賃金モ
デルを構築する。第 3 節では、前節のヘドニック賃金モデルの理論をベースに実証モデル
を構築し、ヘドニック賃金関数を推定するが、その前段階として、主成分分析によって芸
術・文化総合指標と賃金に影響を与える他の要因の総合指標を作成した。そして、それら
の指標を用いてヘドニック賃金関数を実際に推定し、芸術・文化要因が企業活動環境に影
響を与えているかを検証する。第 4 節では、分析結果から得られる政策的意味合いと今後
の課題を述べる。 
 
2. ヘドニック・アプローチ 
2.1 一般的なヘドニック賃金モデル 
ヘドニック賃金モデルを使用した先行研究（久米（2010）、Kniesner and John（2010）
等）の多くは、労働の危険性に対する補償分がプレミアムとして賃金に上乗せされるとい
う Rosen（1974）の補償賃金仮説を基としており、労働の危険性と賃金がトレードオフの
関係にあることに着目し、労働の危険性が賃金に影響を与えるという仮説が成り立つかど
うかを検証したものである。 
補償賃金仮説に基づいた理論は、①労働者は賃金所得のみによって効用を最大化してい
るのではなく、仕事の属性を考慮に入れて最大化する、②労働者は仕事内容について完全
な情報を持っている、③労働者は費用がかからず自由に移動できることを前提とし、予算
制約下で効用を最大化する労働者と利潤を最大にする企業が賃金と労働環境を選択する、
と考えている。企業は危険性を下げるにはコストがかかるため、賃金を下げなければなら
ず、労働者は危険な仕事に就くことで効用が減少するため、その分の賃金プレミアムを求
める。つまり、労働者は危険な仕事に就く効用の減少分と、賃金プレミアムによって消費
が増えることで発生する効用の増加分が等しくなるところで労働環境を選択する。 
また、図４－１のように、環境を作るためのコストが違う様々な企業と、危険に対して
異なる選好を持つ労働者が十分に多い時、ヘドニック賃金関数は最適化行動のもとでの等 
 
図４－１ 一般的なヘドニック賃金関数 
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利潤曲線𝜋と無差別曲線𝑈の包絡線になる。つまり、労働の危険性の差に対する賃金の差が
労働の危険性の違いを定量化した値である。 
 
2.2 一般的なヘドニック賃金モデルと都市集積モデルの統合 
本章では、労働環境の危険性といった企業が作り上げる価値を対象とするのではなく、
公共部門や民間企業などが提供する芸術・文化サービスが地域の企業活動環境を改善する
という間接便益を対象とすることから、一般的なヘドニック賃金モデルは使えない。そこ
で、都市の集積の利益がオフィス賃貸料に及ぼす影響を分析した八田・上田・唐渡（2005）
の集積の利益モデルを取り入れ、従来のヘドニック賃金モデルを本章の目的に合ったモデ
ルに発展させた。したがって本章のモデルは、補償賃金仮説に基づいた一般的なヘドニッ
ク賃金モデルと都市集積モデルを統合したものといえる。 
企業立地点の芸術・文化環境の違いが都市間の生産性の違いを引き起こすと考え、異な
る都市間の生産性の違いに着目する。なお、本章のモデルを構築するにあたり（１）芸術・
文化は正の外部性を持ち、労働生産性に影響する、（２）企業は利潤を最大にするように芸
術・文化環境と労働者数を選択する、（３）企業は最も適した芸術・文化環境の所へ立地す
る、（４）労働者が働く場と芸術・文化を享受する場とが同じである、（５）賃貸料やオフ
ィス・スペースは一定であると仮定する3。すべての地域の労働者が同じ労働力を有してい
るのではなく、地域環境によってその労働力には差が存在する。これを「実効労働力」と
し、労働者数が𝑁である企業が、地域𝑗に立地した場合の実効労働力𝐸を 
𝐸(𝑁𝑗) = 𝑣𝑗𝑁𝑗 
で表す4。ただし、𝑣𝑗は、地域 𝑗に立地する企業の労働生産性の指標である。労働生産性は地
域𝑗の芸術・文化𝑪𝒋に依存すると仮定すると、 
𝑣𝑗 = 𝑣(𝑪𝒋) 
である。なお、𝑪は、例えば公共や民間の芸術・文化施設など外部から与えられた芸術・文
化が挙げられるが、これらは正の外部性を持つと仮定しているため、ある地域𝑗において、
𝑑𝑣(𝑪)
𝑑𝐶
> 0 であり、芸術・文化水準が向上すると実効労働力が上昇する5。𝑌を企業の生産量
                                                   
3 芸術・文化と賃金、賃貸料の変化を見るためには、労働市場と土地市場を考慮した一般均衡モ
デルの開発が必要である。 
4 八田・上田・唐渡（2005）では、実効労働力は個々の企業の生産性が立地点における集積度
の影響を受けるとしている。 
5 理論の段階では、公共、民間であろうと同質の芸術・文化が外部から提供されているなら、そ
の地域に立地する企業の労働者に対する影響は変わらない。しかし、実際は、公共部門が形成
した環境と民間部門が形成した環境では、影響が異なる可能性があることから、実証分析では、
公共・民間の両方の活動に区分して分析を行う。なお、公共部門の活動を考慮した場合、自治
体を経済主体に入れたモデルが必要である。 
・・・・（2-1） 
 
・・・・（2-2） 
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とすると、地域𝑗 に立地する企業の生産関数は、 
𝑌 = 𝑓 (𝐸(𝑁𝑗)) 
であり、式（2-2）から、式（2-3）の生産関数は次のように表すことができる。 
𝑌 = 𝑓(𝑣(𝑪𝒋)𝑁𝑗) 
この企業は、費用最小化行動により任意の生産量𝑌について芸術・文化（𝑪𝒋）と労働者数
（𝑁𝑗）を最適に選択する。 
min 𝑊𝑗𝑁𝑗 
𝑠. 𝑡.   𝑓(𝑣(𝑪𝒋)𝑁𝑗) = 𝑌 
この問題の単位費用関数は𝑐 (𝑊𝑗 , 𝑣𝑗)であり、𝑊𝑗 , 𝑣𝑗  に直面している企業が一単位生産する
のに必要な最小費用を表す。ただし、𝑊𝑗は地域𝑗の賃金率を示す。市場が競争的で企業の自
由参入が可能な場合、企業の利潤はどこに立地してもゼロになるため、単位費用関数の値
は、財価格に等しくなる。財価格を 1 とすると、式（2-5）を表すことができる。 
1 = 𝑐 (𝑊𝑗 , 𝑣𝑗) 
𝑣(𝑪𝒋) が与えられた時、等式を維持するためには、𝑊𝑗が調整されなければならないため、
これを𝑊𝑗について解くと、地域𝑗の賃金は 
𝑊𝑗 = 𝑊 (𝑣(𝑪𝒋))  
である。したがって、賃金は、 
𝑊𝑗 = 𝑊(𝑪𝒋) 
と表せる。 
企業は、𝑪𝒋と𝑁𝑗を決めて利潤最大化するとし、式（2-4）の生産関数を持つ企業の利潤最
大化問題を考える。財価格が1の時、収入と生産量は等しくなるため、利潤𝜋𝑗は収入𝑟𝑗と𝑊𝑗、𝑁𝑗
で表すことができる。 
𝜋𝑗 = 𝑟(𝑣(𝑪𝒋)𝑁𝑗) − 𝑊(𝑪𝒋)𝑁𝑗  
式（2-8）から次の最適化条件が得られる。 
𝜕𝜋𝑗
𝜕𝑪𝒋
=
𝜕𝑟(𝑣(𝑪𝒋)𝑁𝑗)
𝜕𝑪𝒋
−
𝜕𝑊(𝑪𝒋)
𝜕𝑪𝒋
𝑁𝑗 = 0 
 
・・・・（2-3） 
 
・・・・（2-4） 
 
・・・・（2-5） 
 
・・・・（2-6） 
 
・・・・（2-8） 
 
・・・・（2-9） 
 
・・・・（2-7） 
 
𝜕𝑊(𝑪𝒋)
𝜕𝑪𝒋
=
𝜕𝑟𝑗
𝜕𝑪𝒋
1
𝑁𝑗
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𝑊(𝑪𝒋) =
𝜕𝑟(𝑣(𝑪𝒋)𝑁𝑗)
𝜕𝑁𝑗
 
𝜕𝜃(𝑣(𝑪𝒋
∗), 𝜋𝑗
∗)
𝜕𝑪𝒋
∗ =
𝜕𝑟𝑗
𝜕𝑪𝒋
∗
1
𝑁𝑗
∗ 
つまり、芸術・文化の限界賃金は、労働者 1 人が享受する芸術・文化の限界収入に等しく
なる。また、𝑁𝑗で微分すると、次の式が得られる。 
𝜕𝜋𝑗
𝜕𝑁𝑗
=
𝜕𝑟𝑗
𝜕𝑁𝑗
− 𝑊(𝑪𝒋) = 0 
 
式（2-10）から、賃金が１人あたりの限界収入と等しくなるように生産活動を行い、企業
は式（2-9）、式（2-10）をもとに、芸術・文化𝑪𝒋と労働者数𝑁𝑗  を決定する。以上が、利潤
最大化の最適化条件であり、賃金は利潤を最大化するように決定される。 
次に、労働者数が一定である場合、利潤を一定に保つために企業が労働者に支払う賃金
を表す付け値賃金（bid wage）という概念を導入する。一定の利潤水準を達成するのに、
企業が労働者に示す付け値賃金を𝜃(𝑣𝑗 , 𝜋𝑗)とすると、企業が最適な𝑪𝒋
∗と労働者数𝑁∗を選択
するとき、付け値関数は、 
𝜋𝑗
∗ = 𝑟(𝑣(𝑪𝒋
∗)𝑁𝑗
∗) − 𝜃(𝑣(𝑪𝒋
∗), 𝜋𝑗
∗)𝑁𝑗
∗ 
という恒等式を満たす関数である。式（2-11）を芸術・文化𝑪𝒋で微分することで、付け値関
数は、式（2-12）を満たす。 
𝜕𝜋𝑗
∗
𝜕𝑪𝒋
=
𝜕𝑟𝑗
𝜕𝑪𝒋
∗ −
𝜕𝜃(𝑣(𝑪𝒋
∗), 𝜋𝑗
∗)
𝜕𝑪𝒋
∗ 𝑁𝑗
∗ = 0 
 
 
式（2-9）、式（2-12）より、式（2-13）が求められる。 
𝜕𝑊(𝑪𝒋)
𝜕𝑪𝒋
=
𝜕𝑟𝑗
𝜕𝑪𝒋
∗
1
𝑁𝑗
∗ =
𝜕𝜃(𝑣(𝑪𝒋
∗), 𝜋𝑗
∗)
𝜕𝑪𝒋
∗  
式（2-13）より、利潤最大化する点において、付け値関数𝜃𝑗の傾きと賃金𝑊(𝑪𝒋)の傾きが等
しくなるため、最適化行動をした企業にとって、労働者に支払っても良いと考える付け値
賃金と市場賃金は等しくなる。 
 ここまでは１つの企業の行動を考えてきたが、現実的には𝑪 が生産量に及ぼす影響は企業
によって異なるため、利潤を最大化するための最適な𝑣(𝑪𝒋)は企業によって異なる。したが
って、市場賃金曲線は、図４－２のように、全企業の等利潤曲線の包絡線になる。高い利
潤水準（𝜋1 > 𝜋2）は、高い付け値賃金（𝜃1 > 𝜃2）に対応し、企業は市場賃金曲線に接する
最も高い利潤水準を達成できる賃金（𝑊𝑗
∗）を選択する。芸術・文化以外の全ての条件が等
しい場合、図４－２の𝑪𝑗
∗と𝑪𝑖
∗の芸術・文化環境を持つ異なる企業の賃金の差（𝑊𝑖
∗ − 𝑊𝑗
∗） 
・・・・（2-11） 
 
・・・・（2-12） 
 
・・・・（2-13） 
 
・・・・（2-10） 
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図４－２ 労働生産性とヘドニック賃金関数 
 
 
が、地域𝑖と地域𝑗の芸術・文化の差である。 
要するに、芸術・文化の改善によって労働生産性は上昇するが、企業が享受する便益の
大きさは付け値賃金の増加分に相当する。実証分析を行う場合、入手可能な情報は市場賃
金である。だが、企業の最適化行動を仮定すると、付け値賃金と市場賃金は一致すること
から、市場賃金を観察することによって企業の便益を計測することができる。また、労働
生産性に影響する要因として、芸術・文化以外の要因𝒁𝒋も入れると、賃金関数は
𝑊𝑗 = 𝑊(𝑪𝒋, 𝒁𝒋) で表すことができる6。 
 
3. 実証分析 
3.1 基本推定モデル 
前節では、芸術・文化が正の外部性を持ち労働生産性に影響すると仮定し理論モデルを
構築した。本節では、実際に芸術・文化は労働生産性に影響を与えるのかどうかを、ヘド
ニック賃金モデルを用いて分析を行う。 
賃金の決定には芸術・文化以外に多くの要因が働いており、前節で示したように賃金関
数は 𝑊𝑗 = 𝑊(𝑪𝒋, 𝒁𝒋) となる。したがって、芸術・文化政策に起因するインパクトを正確に
抽出するためには、他の要因𝒁𝒋の影響をコントロールする必要がある。本章では、図４－３
に示すように、賃金に影響を与える要因として、①芸術・文化要因、②労働市場要因、③
労働者属性要因、④いずれにも分類されない地域特性要因を考慮する。労働生産性に影響
すると考えられる芸術・文化要因は、博物館など公共部門が提供する芸術・文化環境に加
え、民間部門が提供する芸術・文化活動があり、それらは図４－３のように企業活動、賃
金へと反映される。したがって、賃金を代理市場データとしてヘドニック・アプローチを 
                                                   
6 なお、労働者は予算制約のもと芸術・文化𝑪𝒋とそれ以外の財𝑋の消費量から効用を最大化する
と考え、多様な労働者が存在するとオファー賃金の包絡線は市場価格曲線となる。 
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図４－３ 賃金の決定要因 
 
 
 
用いることで、芸術・文化要因が企業活動環境を改善するという正の外部性を持つかどう
かを判断できる。 
以上から、賃金を被説明変数、芸術・文化要因、労働要因（労働市場要因、労働者属性
要因）、地域特性要因を説明変数とする基本推定モデルは式（3-1）で表される。 
𝑊𝑗 = 𝛽0 + 𝛾𝑪𝑗 + 𝛽1𝒁1𝑗 + 𝛽2𝒁𝟐𝒋 + 𝛽3𝒁3𝑗 
ただし、𝒁1は労働市場要因、𝒁2は労働者属性要因、𝒁3は地域特性要因であり、𝛽はそれぞれ
に該当するパラメータ、𝛾は芸術・文化要因𝑪𝒋のパラメータである。 
 
3.2 データ 
 本章で被説明変数として使用する賃金データは、『賃金構造基本調査』の現金給与額（月
額：千円）である7。対象とする労働者は常用労働者のうち、短時間労働者を除いた一般労
働者とする。また、性別や企業規模によって賃金に差があることから8、賃金データの対象
を男性のみとし、企業規模 1,000 人以上の事業所の賃金を使用する9,10。都道府県別の賃金
                                                   
7 労働者が県を超えて通勤している場合、居住地域の芸術・文化を使用する可能性があり、芸術・
文化の受益地域と賃金に反映される地域が不一致を引き起こす場合が考えられる。しかし、流
入人口は最大で 15.52%（東京）であり、それ以外は、5%と低く、流出人口は 4 県を除き、
－5%を下回り、小さい。したがって、本章では労働者は県を超えて通勤しないと考える。 
8 厚生労働省（2014）「平成 25 年賃金構造基本統計調査（全国）の概況」より。 
9 企業規模によって給与額に違いが生じることや個々の企業の経営状態によって結果が左右さ
れないように、経営が安定的である大企業を対象とする。 
10 労働時間が短いパートは短時間労働者だが、身分はパートでも正社員とほぼ同じ時間働き“フ
ルタイム・パート”などと呼ばれる人たちは「一般労働者のうちの非正社員（正社員以外）」
と数えられている。 
・・・・（3-1） 
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の平均は 387,443 円（月額）、標準偏差は 32,085 円である。また、最大値は東京都の 498,100
円（月額）、最小値は宮崎県の 308,000 円（月額）である。 
 芸術・文化要因としては、可住地面積あたりの博物館面積といった地域における芸術・
文化の「量」だけでなく、一施設あたりの面積といった施設毎の「質」も考えられる。同
じように入館者数や事業実施件数は一施設あたりの質を表し、さらに本章では、一展示会
の参加者数を、質の高い展示会を提供しているかを示す博物館の質として考える。また、
地域によって展示会や事業に触れられる機会に差があると考えられることから、可住地面
積あたりの事業や展示会の実施回数を、ソフトを享受できる機会の多さを表す指標とし、
地域における芸術・文化の量に追加する。 
さらに、民間が提供する芸術・文化活動を享受できる環境であることも、企業活動環境
に影響を与える可能性があるため、民間の芸術・文化指標を芸術・文化要因として採用す
る必要がある11,12。しかし、音楽会や演劇といった民間の芸術・文化活動を表すデータは存
在しない。そこで、民間が提供する芸術・文化活動への機会が増えることで住民の芸術・
文化行動が増加すると仮定し、音楽鑑賞や映画鑑賞といった芸術・文化に触れる機会の多
さ（行動率）を民間の芸術・文化活動の代理指標として扱う13。 
以上から、芸術・文化要因を示す指標として表４－１の指標を採用する14。また、芸術・
文化政策や賃金データの関係上、都道府県の集計データを使用せざるを得ないことから、
サンプル 47 の基本統計量を表４－１に示した15。 
                                                   
11 理論の段階では、同質のものが外部から提供されているならば、公共・民間が提供しようと
労働者に与える影響は変わらないと考えている。しかし、必ずしも同じ影響とは限らないた
め、公共・民間の活動を区分する必要がある。 
12 高収益を上げ、高賃金を支払うことが可能である企業は、メセナのような芸術・文化活動を
行い、それによって芸術・文化環境が整うといった同時性の問題がある。また、高収益企業
が集積しているところでは、民間企業が提供する芸術・文化施設などが多く、芸術・文化環
境が優れているということも考えられる。しかし、実証分析における民間の芸術・文化の指
標は映画やコンサートといった芸術・文化に触れる機会としており、個々の企業にとって外
部から与えられた環境であるため、企業活動が芸術・文化活動に影響するとは考えない。ま
た、高収益を上げる企業は多くの法人税を支払うことで、自治体の芸術・文化環境に影響す
る可能性がある。しかし、本章では企業の参入が自由であり、その結果、達成される企業の
利潤はどこに立地してもゼロになるため、地域間での収益格差は存在しないと考えられる。 
13 芸術・文化に対する個人の選好によって行動率は変わる可能性があるが、個人は選好に合っ
た地域に移動し行動するため、本章では、「地域の芸術・文化の充実度＝行動率」と考える。
本章では、音楽鑑賞や映画鑑賞の行動者率を民間の提供する芸術・文化活動の代理変数とし、
民間が提供する芸術・文化活動が企業活動環境に影響を与えているのかを検証する。 
14 本章は芸術文化鑑賞やクラシックなどといったハイカルチャーを対象としたが、文化施設へ
の来館者が高齢化していることから、生産性が高い世代が求める文化的刺激を考慮に入れる
ことで、さらに企業活動に影響を与える文化要因を検証できる可能性があり、検証方法も加
え今後の課題である。 
15 長谷川他（2007）では、ヘドニック・アプローチの使用方法として都道府県のような広域単
位ではなく市区町村以下の小規模な単位でヘドニック・アプローチを適用できるような制度
設計が望ましいとしているように、都道府県データの場合、ヘドニック・アプローチの仮定
の一つである「自由に移動」は適さないという考え方もあるが、芸術・文化政策や賃金デー
タの関係上、都道府県の集計データを用いざるを得ない。 
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表４－１ 芸術・文化データと基本統計量 
 
注 1）「公共施設状況調」から算出したデータ（番号 1～8、19～22）は公共施設を対象とする。 
注 2）博物館は、登録博物館、博物館相当施設、博物館類似施設に分類され、「社会教育調査」
から算出した「博物館」のデータ（番号 9～18、24～27）は、登録博物館と博物館相当
施設を合計した値である。 
注 3）文化会館数（番号 23）は「都道府県・市区町村のすがた」より得られた。 
注 4）邦楽公演回数（番号 28）は「伝統芸能の現状調査」より得られ、雅楽、声明、民謡など
の回数を示す。また、邦楽公演には定員があるため、人口あたりとする。 
注 5）行動者率（番号 29～32）は「社会生活基本調査」より得られた。 
注 6）本章では、クリエイティブな人材が集まることで追随的に発生するクリエイティブな人材
の増加や既存住民の能力の向上を対象としない。 
注 7）本章では、芸術家や芸能家が活動しやすい環境が整っているかどうかは対象としない。 
番号 項目 平均 標準偏差 最小値 最大値
1 総合博物館専任職員数／総合博物館数 9.3 9.1 0.0 39.0
2 科学博物館専任職員数／科学博物館数 10.5 13.5 0.0 57.0
3 歴史博物館専任職員数／歴史博物館数 7.6 4.8 0.2 24.5
4 美術博物館専任職員数／美術博物館数 10.6 6.4 0.0 35.3
5 総合博物館面積／総合博物館数 4684.2 5343.4 0.0 23987.0
6 科学博物館面積／科学博物館数 3572.7 4551.8 0.0 22855.0
7 歴史博物館面積／歴史博物館数 3072.173 1838.2 625.5 8422.7
8 美術博物館面積／美術博物館数 5884.3 3517.8 0.0 16156.5
9 博物館入館者数／博物館数 94.6 63.9 26.7 367.7
10
博物館類似施設入館者数
／博物館類似施設総数
35.6 27.3 10.4 144.4
11
博物館の特別展入館者数
／博物館の特別展回数
42.9 28.2 13.6 150.5
12
博物館類似施設の特別展入館者数
／博物館類似施設の特別展回数
18.6 14.3 2.7 77.7
13
博物館の事業参加者数
／博物館の事業実施件数
74.0 41.3 34.1 267.4
14
博物館類似施設の事業参加者数
／博物館類似施設の事業実施件数
85.4 92.0 24.4 604.5
15 博物館の特別展回数／博物館数 0.8 0.1 0.6 1.0
16 博物館類似施設の特別展回数／博物館類似施設数 0.4 0.1 0.2 0.6
17 博物館の事業実施件数／博物館数 33.6 20.8 11.2 116.8
18 博物館類似施設の事業実施件数／博物館類似施設数 11.8 8.5 3.1 38.9
19 総合博物館面積／可住地面積（%） 0.000% 0.001% 0.000% 0.003%
20 科学博物館面積／可住地面積（%） 0.000% 0.001% 0.000% 0.002%
21 歴史博物館面積／可住地面積（%） 0.001% 0.002% 0.000% 0.010%
22 美術博物館面積／可住地面積（%） 0.001% 0.001% 0.000% 0.007%
23 文化会館数／可住地面積（%） 0.0002% 0.0001% 0.0000% 0.0006%
24 博物館の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.01 0.01 0.00 0.06
25 博物館類似施設の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.02 0.01 0.00 0.07
26 博物館の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.47 0.54 0.04 2.60
27 博物館類似施設の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.56 0.63 0.07 3.45
28 邦楽公演回数／人口 0.01 0.02 0.00 0.13
29 演芸・演劇・舞踊鑑賞の行動者率（%） 12.2% 2.2% 8.9% 20.7%
30 映画鑑賞の行動者率（%） 37.6% 5.7% 28.0% 48.9%
31 クラシック音楽鑑賞の行動者率（%） 9.2% 1.6% 5.9% 13.9%
32 ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞の行動者率（%） 13.6% 1.9% 9.0% 17.8%
行
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前節の賃金関数のコントロール変数である①労働市場要因、②労働者属性要因、③地域
特性要因は、表４－２の項目を使用する16。労働市場要因である完全失業率と有効求人倍率
は地域の雇用情勢を示し、労働市場の需給バランスの相違によって賃金に差が生じると考
える。また所定内実労働時間数は長時間労働業種の多さを示し、労働市場要因とする。賃
金は、働いている期間や雇用形態によって異なる可能性がある。したがって、年齢や勤続
年数、そして、都道府県別の雇用形態就業者数を労働者属性要因として扱う17。さらに、全
国物価地域差指数や人口集中地区によって賃金に格差が生じる可能性があることから、こ
れらを地域特性要因とした。 
 
表４－２ 労働・地域属性データと基本統計量 
 
 
 
3.3 総合指標の作成 
(1) 芸術・文化総合指標 
実証分析の際に 32 項目の芸術・文化指標を変数として選択することは同時性の問題を解
消するが、一方で多重共線性を発生しやすい等の問題を引き起こす。また、本章では、質
を表す指標、量を表す指標、民間が提供する芸術・文化活動の機会を表す指標のうち、ど
の指標が賃金に影響を与えるのかを検証したいことから、芸術・文化の総合指標を作成す
る必要がある。 
総合指標を作成した先行研究には、地域情報化にともなう情報格差の要因分析のために
市町村の地域情報化の進展度合いを示す総合指標を作成した山中（1990）や地域科学技術・
イノベーション総合指標を作成した斉藤（2004）がある。これらの先行研究を参考に、芸
術・文化の総合指標を主成分分析によって作成する。その際、表４－１に従い、「博物館
                                                   
16 景気の変動を受けやすい産業が集中しているなど、地域の産業構造が賃金に影響すると考え
られるが、産業の特化係数で単回帰分析を行った結果、有意ではなかった。同様に、超過実
労働時間数、第二次産業、第三次産業毎の就業者比率も有意ではなかったため、これらの項
目は除いた。 
17 本章で使用する賃金データは常用労働者を対象としており、非正規雇用も含まれる。雇用形
態が賃金の差を生じさせる可能性があるが、正規・非正規の区別雇用形態別都道府県別賃金
データが存在しないため、雇用形態を絞ることはできない。 
番号 項目 平均 標準偏差 最小値 最大値
1 完全失業率（%） 6.5% 1.1% 4.6% 11.0%
2 有効求人倍率（%） 60.3% 14.3% 27.0% 92.0%
3 所定内実労働時間 158.06 2.27 153.00 163.00
4 労働者平均年齢 41.74 0.89 39.10 44.10
5 勤続年数 15.56 1.09 12.50 17.10
6 全国物価地域差指数 98.06 2.69 91.90 108.50
7 人口集中地区人口 1832372 2626636 179232 12917131
地域特性要因
労働市場要因
労働者属性要因
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一施設あたりの質（14 項目）」、「地域の文化環境の量（10 項目）」、「民間が提供する
芸術・文化活動への機会（4 項目）」のカテゴリー毎に分析を行う。主成分分析の結果、求
められた主成分の固有値ベクトルから算出した都道府県別の主成分得点を使用し、ヘドニ
ック賃金関数を推定する。 
「博物館一施設あたりの質」の主成分分析の結果は表４－３である。累積寄与率は主成
分 5 で約 65%であるため、主成分 1 から 5 までを使用する。主成分分析では、各主成分の
主成分負荷量を見ることで、その主成分の特性を表すことができる。主成分 1 の主成分負
荷量は、全ての項目が負の値である。本章では、主成分 1 の正負の符号を反転し、質の総
合指標を表す主成分とした。したがって、主成分 1（正負の符号反転）は賃金を高くすると
予想でき、ヘドニック賃金関数を推定する際には、正負の符号を反転した主成分得点を使
用する。 
主成分 2 は施設の規模よりはむしろ博物館や博物館類似施設が提供するソフト事業の充
実度を表している。したがって、施設の規模が大きいだけでソフト面がなおざりになって 
 
表４－３ 博物館一施設あたりの質の主成分結果 
 
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
1
総合博物館専任職員数
／総合博物館数
0.22 0.12 0.19 0.12 0.86 0.56 0.17 0.13 0.19 0.16
2
科学博物館専任職員数
／科学博物館数
0.40 0.21 -0.32 -0.20 -0.20 -0.13 -0.56 -0.43 0.41 0.34
3
歴史博物館専任職員数
／歴史博物館数
0.32 0.17 -0.42 -0.26 -0.32 -0.21 0.55 0.43 -0.06 -0.05
4
美術博物館専任職員数
／美術博物館数
0.60 0.32 -0.49 -0.30 0.01 0.01 -0.11 -0.09 -0.06 -0.05
5 総合博物館面積／総合博物館数 0.33 0.18 0.09 0.05 0.85 0.55 0.23 0.18 0.11 0.09
6 科学博物館面積／科学博物館数 0.36 0.19 -0.52 -0.32 -0.10 -0.07 -0.40 -0.31 0.44 0.36
7 歴史博物館面積／歴史博物館数 0.55 0.29 -0.20 -0.12 -0.31 -0.20 0.55 0.43 0.13 0.11
8 美術博物館面積／美術博物館数 0.66 0.35 -0.36 -0.22 0.25 0.16 0.30 0.24 -0.09 -0.08
9 博物館入館者数／博物館数 0.66 0.35 0.29 0.18 0.03 0.02 -0.22 -0.17 -0.43 -0.36
10
博物館類似施設入館者数
／博物館類似施設総数
0.38 0.20 0.71 0.44 -0.30 -0.20 -0.09 -0.07 0.02 0.02
11
博物館の特別展入館者数
／博物館の特別展回数
0.63 0.34 0.08 0.05 -0.25 -0.16 -0.24 -0.18 -0.36 -0.29
12
博物館類似施設の特別展入館者数
／博物館類似施設の特別展回数
0.38 0.20 0.58 0.36 -0.34 -0.22 0.17 0.14 0.29 0.24
13
博物館の事業参加者数
／博物館の事業実施件数
0.07 0.04 0.43 0.27 -0.37 -0.24 0.26 0.21 0.40 0.33
14
博物館類似施設の事業参加者数
／博物館類似施設の事業実施件数
0.19 0.10 0.10 0.06 0.24 0.16 -0.21 -0.16 0.58 0.48
15 博物館の特別展回数／博物館数 0.03 0.01 0.41 0.25 0.31 0.20 -0.29 -0.22 -0.12 -0.10
16
博物館類似施設の特別展回数
／博物館類似施設数
0.48 0.25 0.22 0.14 0.11 0.07 0.16 0.12 0.17 0.14
17 博物館の事業実施件数／博物館数 0.48 0.25 -0.25 -0.15 0.14 0.09 -0.16 -0.12 -0.24 -0.20
18
博物館類似施設の事業実施件数
／博物館類似施設数
0.54 0.29 0.46 0.28 -0.03 -0.02 -0.12 -0.09 -0.13 -0.11
64.7%
主成分５
固有値 3.56 2.61 2.36 1.66 1.45
番
号
項目
主成分１
（正負の符号反転）
主成分２ 主成分３ 主成分４
累積寄与率 19.8% 34.3% 47.4% 56.6%
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いる地域の得点は低くなる。主成分 3 は、総合博物館の面積や職員数の主成分負荷量が正
で大きくなっていることから、施設それ自体の規模・充実度を表している。したがって、
総合博物館を有する地域で得点が高くなる18。主成分 4 は、歴史博物館や美術博物館といっ
た文系として捉えられることが多い博物館の主成分負荷量が正で大きく、理系として捉え
られる科学博物館は負で大きいため、博物館の種類を示しているといえる。また、主成分 5
は、科学博物館におけるハード面や事業の質の主成分負荷量が大きい主成分である。 
「地域の文化環境の量」の主成分分析の結果、主成分 1 の寄与率が 67%であることから
主成分 1 を採用する。主成分 1 の主成分負荷量は表４－４であり、可住地面積あたりの博
物館面積よりも、その地域の特別展実施回数や事業実施回数といったソフトを受ける機会
を表す項目が 0.9 前後と大きいため、主成分 1 はその地域の特別展や事業などソフトを受け
る機会を示す。 
次に「民間が提供する芸術・文化活動への機会」の主成分結果を見る。表４－５の主成
分 1 の寄与率が 72%と高いことから、本章では、民間の芸術・文化の指標として、主成分
1 のみを選択する。全ての項目の主成分負荷量が正で大きいことから、主成分 1 は民間が提
供する芸術・文化活動への機会の総合指標を表している。 
 
 
 
表４－４ 地域の文化環境の量の主成分結果 
 
 
 
 
                                                   
18「総合博物館」とは、人文科学及び自然科学の両分野にわたる資料を総合的な立場から扱う博
物館をいう（文部科学省「公立博物館の設置及び運営に関する基準」より）。 
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
19 総合博物館面積／可住地面積（%） 0.42 0.16
20 科学博物館面積／可住地面積（%） 0.29 0.11
21 歴史博物館面積／可住地面積（%） 0.90 0.35
22 美術博物館面積／可住地面積（%） 0.84 0.32
23 文化会館数／可住地面積（%） 0.93 0.36
24 博物館の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.95 0.37
25 博物館類似施設の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.93 0.36
26 博物館の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.88 0.34
27 博物館類似施設の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.88 0.34
28 邦楽公演回数／人口 0.89 0.34
累積寄与率 67.4%
番
号 項目
主成分１
固有値 6.74
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表４－５ 民間が提供する芸術・文化活動への機会の主成分結果 
 
 
(2) 労働総合指標 
芸術・文化と同様、主成分分析を用いて労働総合指標を作成する。その際、表４－２に
従い、「労働市場要因（3 項目）」、「労働者属性要因（2 項目）」、「地域特性要因（2 項目）」
のカテゴリー毎に主成分分析を行う。結果は表４－６に示されている。「労働市場要因」は
累積寄与率が 85%である主成分 2 まで選択する。主成分 1 は完全失業率と有効求人倍率の
主成分負荷量の絶対値が大きく、完全失業率が正であることから、労働市場の超過供給を
表す。主成分 2 は、所定内実労働時間の主成分負荷量が 0.9 であることから、長時間労働を
行う業種がある市場を表す。「労働者属性要因」は、主成分 1 の寄与率が 74%であるため、 
 
表４－６ 他の変数の主成分結果 
 
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
29 演芸・演劇・舞踊鑑賞の行動者率（%） 0.90 0.53
30 映画鑑賞の行動者率（%） 0.75 0.44
31 クラシック音楽鑑賞の行動者率（%） 0.84 0.50
32 ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞の行動者率（%） 0.89 0.53
番
号 項目
主成分１
固有値 2.87
累積寄与率 71.8%
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
1 完全失業率（%） 0.83 0.63 -0.30 -0.33
2 有効求人倍率（%） -0.84 -0.64 0.27 0.29
3 所定内実労働時間 0.58 0.44 0.81 0.90
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
4 労働者平均年齢 0.86 0.71
5 勤続年数 0.86 0.71
主成分
負荷量
固有値
ベクトル
6 全国物価地域差指数 0.94 0.71
7 人口集中地区人口 0.94 0.71
89.2%
固有値 1.47
地
域
特
性
要
因
番
号 項目
主成分１
固有値 1.78
累積寄与率
73.7%
労
働
市
場
要
因
番
号 項目
主成分１
主成分２
0.82
85.3%
労
働
市
場
要
因
累積寄与率
番
号 項目
主成分１
固有値 1.74
累積寄与率 58.0%
80 
 
主成分 1 のみを採用し、労働者のキャリアを表す主成分とする。これらの要因に当てはま
らない地域特性要因は、寄与率が 89%である主成分 1 を採用し、全国物価地域差指数や人
口集中地区人口の主成分負荷量が正で大きいことから都市化度を表す主成分といえる。 
 
3.4 ヘドニック賃金関数の推定 
 ヘドニック賃金関数を推定するため、現金給与を被説明変数、主成分分析から得られた
芸術・文化要因である 7 変数と労働市場要因、労働者属性要因、地域特性要因である 4 変
数を説明変数として、重回帰分析を行う。ヘドニック・アプローチは理論上、特定の関数
形まで想定するものではなく、様々な形で原データを変換することで、推定式の当てはま
りが良くなることが知られている19。本章では、岡崎・松浦（2000）、得田（2009）等の先
行研究を参考に、①線形、②両側 Box-Cox、③片側 Box-Cox－１20、④片側 Box-Cox－２21、
⑤両対数、⑥片側対数－１22、⑦片側対数－２の関数形を推定する23,24,25。その際、ステッ
プワイズ法で説明変数の選択を行う26。 
 得られたヘドニック価格関数の結果は表４－７であり、関数形が異なったとしても補正
R2 は 0.75 前後であり、正規分布に近いデータセットを作る Box-Cox 変換や対数変換を行 
                                                   
19 森（2002）、得田（2009）、清水・唐渡（2007）参照。 
20 片側 Box-Cox－１は、被説明変数のみを Box-Cox 変換する。 
21 片側 Box-Cox－２は、説明変数のみを Box-Cox 変換する。 
22 片側対数－１は、被説明変数のみを対数変換する。 
23 片側対数－２は、説明変数のみを対数変換する。 
24 Box-Cox とは、任意の分布に従う各変数を近似的に正規分布に従う変数に変換する手法であ
り、以下の式の最適な変換パラメータ𝜆 を求める。もし、𝜆 = −1で逆数変換、𝜆 = 0で対数変
換、𝜆 = 0.5で平方根変換と同じものになる。 
𝑋(𝜆) = X − 1               (λ = 1) 
𝑋(𝜆) = ln(𝑋)               (λ = 0) 
𝑋(𝜆) = 1 −
1
𝑋
          (λ = −1) 
例えば、被説明変数のみを Box-Cox 変換した場合、以下である。 
𝑦(𝜆) = 𝛽
1
+ 𝛽
2
𝑥2 + 𝛽3𝑥3 
25 Box-Cox 変換は値にマイナスやゼロを含む場合は分析できないため、全てのデータを 0 から
1 に変換した後、全ての値に 1 をプラスした。そのデータをヘドニック・アプローチを行う
基データとして①～⑦の変換を行い、関数形の比較を行う。 
26 愛甲・崎山・庄子（2008）では、札幌市の住宅地において公園緑地が地価にどのような影響
を及ぼしたかをヘドニック・アプローチを用いて検証し、その際、ステップワイズ法を用い
て説明変数の選択を行った。本章は、異なった分析で得られた多様な主成分を用いてヘドニ
ック賃金を推定することから、多重共線性が生じる可能性があるため、ステップワイズ法を
使用し、多重共線性の可能性を取り除いた。また、全ての変数同士で VIF値（variance inflation 
factor：分散拡大要因）を算出したが、多重共線性は見られなかった。 
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表４－７ 分析結果 
 
 
注）***は 1%水準、**は 2.5%水準、*は 5%水準で有意。 
 
 
項目 係数
質１ 0.13 1.9 *
量１ 0.28 2.1 **
機会１ 0.20 2.2 **
労働市場１ -0.23 -3.2 ***
労働市場２ -0.08 -1.6
労働者属性１ 0.27 4.4 ***
定数項
adjR2
項目 係数 項目 係数 項目 係数
質１ 0.03 1.8 * 質１ 0.11 1.9 * 質１ 0.04 1.9 *
量１ 0.97 2.1 ** 量１ 0.19 1.6 量１ 1.16 2.2 **
機会１ 0.31 2.3 ** 機会１ 0.18 2.2 ** 機会１ 0.37 2.3 **
労働市場１ -0.24 -2.7 ** 労働市場１ -0.20 -3.1 *** 労働市場１ -0.29 -2.7 ***
労働市場２ -0.10 -1.9 * 労働市場２ -0.07 -1.6 労働市場２ -0.12 -2.0 *
労働者属性１ 0.13 4.6 *** 労働者属性１ 0.24 4.4 *** 労働者属性１ 0.15 4.5 ***
定数項
adjR2
項目 係数 項目 係数 項目 係数
質１ 0.12 1.5 質１ 0.15 3.0 *** 質１ 0.16 1.6
量１ 0.23 1.6 質２ 0.10 1.6 量１ 0.45 2.5 **
機会１ 0.19 2.1 ** 機会１ 0.15 2.2 ** 機会１ 0.24 2.0 *
労働市場１ -0.21 -2.6 ** 労働市場１ -0.23 -3.6 *** 労働市場１ -0.28 -2.8 ***
労働市場２ -0.09 -1.6 労働市場２ -0.05 -1.5 労働市場２ -0.12 -1.7 *
労働者属性１ 0.34 4.8 *** 労働者属性１ 0.23 4.7 *** 労働者属性１ 0.43 4.7 ***
定数項
adjR2 0.739 0.732 0.774
変数
t値 t値 t値
0.27 0.27 1.32
0.733 0.746 0.739
モデル　⑤ モデル　⑥ モデル　⑦
両側対数 片側対数－1 片側対数－２
変数
t値 t値 t値
0.28 0.11 1.31
0.766
モデル　② モデル　③ モデル　④
両側Box-Cox 片側Box-Cox－１ 片側Box-Cox－２
モデル　①
線形
変数
t値
1.05
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っても大きな違いは見られない27,28。 
 また、ステップワイズ法の結果、補正 R2 が最低のモデル⑥以外は、全ての関数形で同じ
変数が選択されている。選択された変数は、質 1、量 1、機会 1、労働市場 1、労働市場 2、
労働者属性 1 である。質 1 は、質の総合指標を表した表４－３の主成分 1 であり、重回帰
分析の結果、係数が正なので、博物館の質が高ければ、賃金が高くなることを示す。量 1
は、特別展や事業などソフトを受ける機会が多い地域を表した表４－４の主成分 1 であり、
重回帰分析の結果、係数が正であるため、特別展や事業が多く実施されている地域は労働
者の賃金を高くする。表４－５の主成分 1 に当たる機会 1 は民間が提供するソフトを示し、
重回帰分析の結果、係数が正であることから、労働者が民間から芸術・文化活動を享受す
ることは賃金を上げることを意味する。このように、芸術・文化は労働生産性を改善する
ことを通じて、企業活動に対して間接便益を与えることが明らかとなった29。 
なお、芸術・文化要因に着目するために用いたコントロール変数は、労働市場要因の主
成分 1 である労働市場 1、主成分 2 である労働市場 2、そして、労働者属性要因の主成分 1
である労働者属性 1 が選択された。労働市場 1 は労働の超過供給を示し、分析の結果、賃
金に負の影響を与えることから、予想通りの結果が導かれた。労働市場 2 は長時間労働を
行う業種がある市場を示し、月額の現金給与に負の影響を与える。労働者属性 1 はキャリ
アを表し、重回帰分析の結果、係数が正であることからキャリアによって賃金が上昇する
ことがわかる。 
 
4. むすび 
 本章では、芸術・文化が企業活動環境に与える効果をヘドニック賃金関数を推定するこ
とによって検証した。その結果、博物館の質に加えて、特別展や事業といったソフトの充
実が労働生産性を上げることがわかった。この推定結果は、自治体が地域活性化策の一つ
として芸術・文化の振興を図ることの意義を証明するものである。 
しかし、推定結果は芸術・文化政策のあり方について重要なポイントを指摘している。
第 1 は、博物館のようなハード面の整備だけではなく、ソフト面の充実にも資源を投入す
ることがその地域の企業活動環境を改善するということである。第 2 は、民間の芸術・文
化活動に触れる機会が増えることは、企業活動環境を改善するということである。したが
                                                   
27 Cropper and McConnell（1988）はBox-Cox型モデルが最もパフォーマンスが良いとしたが、
森（2002）、大石（2008）は本章の結果と同様に、Box-Cox 型モデルの推定は線型モデルに
よる推定結果と大きな差異がなかった。 
28 補正 R2 が 0.75 前後であることから、回帰式に含まれていない変数が被説明変数の決定要因
になっている可能性は十分に考えられる。賃金の決定要因として、様々な説明変数を考慮し
たが、十分な結果が出ず、本章では上記の変数を用いた結果を記述した。パネル分析から拾
えなかった地域特性要因を考慮することはできる可能性はあるが、芸術・文化要因の時系列
のデータが存在しない。 
29 芸術・文化が労働生産性を改善するのではなく、都市性が芸術・文化と労働生産性のそれぞ
れに影響することによる疑似相関の可能性があるため、疑似相関の検定を行った。その結果、
本章の結果は疑似相関によるものではないことが証明された。 
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って、民間の芸術・文化団体や活動を支援することも、自治体の芸術・文化政策として意
義があるといえる。 
 本章では、芸術・文化のソフト面の充実が企業活動環境に間接便益として影響を与える
ことを明らかにした。しかし、各種の芸術・文化要因が発生させる間接便益の大きさ、し
たがって、ハード、ソフト、民間活動の支援といった芸術・文化政策の費用対効果につい
ては分析していない。一定の予算範囲内で、間接便益を最大化するという意味での最適な
芸術・文化政策を導出するためには、政策のシミュレーション分析を行う必要がある。 
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第Ⅴ章 応用一般均衡モデルを用いた芸術・文化政策の効果分析※ 
 
1. はじめに 
本論文の第Ⅲ章および第Ⅳ章では、芸術・文化が居住環境と企業の活動環境を改善する
という間接便益を持つことを明らかにし、そこから芸術・文化に関する政策的意味合いを
提示した。 
それでは、芸術・文化は家計と企業への双方への影響を通じて、経済活動全体にどのよ
うに影響し、住民の厚生水準をどのように変化させるのだろうか。実体経済では、家計と
企業は相互に連関し合っていることから、これらの疑問に答えるためには、各経済主体の
相互依存関係を考慮した一般均衡モデルを作成する必要がある。しかし、応用一般均衡分
析（Computable General Equilibrium Analysis）を使用した研究は、佐藤（2005）、橘木・
市岡・中島（1990）、細江・我澤・橋本（2004）など、交通施設整備、税制の変化、物流を
対象とした研究がほとんどであり、芸術・文化政策を対象とした研究は国内外とも存在し
ない。そこで本章では、複数の市場が相互に関係し合い、需要と供給のバランスで価格が
決定する一般均衡理論に基づいた応用一般均衡モデルを作成することで、芸術・文化政策
の変化が市場メカニズムを通じて住民の厚生水準をどのように変化させるのかを明らかに
する。 
本章の構成は以下の通りである。第 2 節では、本章における応用一般均衡分析の特徴に
ついて述べ、各経済主体の行動を定式化し均衡モデルを構築する。第 3 節では、実証分析
を行うため、数値的モデルを作成し、芸術・文化政策が市場を通して各経済主体に及ぼす
影響と住民の厚生水準の変化を検証する。なお、数値的モデルを作成するには、前節の理
論モデルを基に実証モデルを作成し、各関数のパラメータを推定する必要がある。第 4 節
では、分析結果から得られる政策的意味合いと今後の課題を述べる。 
 
2. 応用一般均衡モデル 
2.1 応用一般均衡分析 
 応用一般均衡分析は、各経済主体が合理的に行動し、全ての市場において需要と供給が
一致する均衡状態が成り立つ経済モデルを想定している。この均衡状態時に達成する各経
済変数の均衡を基準均衡解と呼ぶ。この経済モデルにおいて政策が変更されると経済主体
の行動が変化し、その結果、需要者の支払う価格と供給者の受け取る価格が乖離し、価格
体系に歪みが生じる。この歪みは市場メカニズムを通して調整され、経済は新たな均衡状
                                                   
※ 本章は、日本学術振興会科学研究費補助金（特別研究員奨励費（15J08466））の助成を受け
たものである。本章を作成するにあたって、豊原法彦関西学院大学教授、三浦晴彦奈良学園
大学准教授、鈴木伸枝駒澤大学准教授、林田吉恵島根県立大学准教授の他、多くの方の助言
及ぶコメントをいただいた。また、本章の作成過程において、指導教授である林宜嗣関西学
院大学教授に指導をしていただいた。この場をお借りして謝意を表したい。なお、本章にお
ける誤り等の責任は筆者にある。 
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態へと達する。この時の各経済変数の均衡を仮想均衡解と呼ぶ。このように各経済主体の
行動の変化を通して生じる均衡解の変化をシミュレーション分析によって把握することで、
複数の経済主体に及ぼす影響を多面的にとらえ、波及状況をトータルに検証することがで
きる。本章では、現行の芸術・文化政策が変更された仮想状態を仮想均衡解と定義し、現
在の基準均衡解との変化を検証する。 
先行研究において多く採用されている交通施設を対象とした応用一般均衡モデルは、交
通施設整備によって生じる①余暇時間の増加、②企業の生産効率の向上という 2 つのルー
トを通じて効用水準が増加することを示しているが、本章では、第Ⅲ章、第Ⅳ章の分析結
果から、芸術・文化政策が①居住環境の改善による不動産価値の向上を通して、家計の効
用を上昇させる効果と、②労働者の資質向上による労働生産性の上昇を通して、企業活動
環境を改善し、生産量を増やす効果を持つと考える。 
以上の 2 つの効果によって新たな均衡解に達することをとらえるために、本章では、経
済主体を、企業に労働・資本を提供し財を購入する「家計」、労働・資本を生産要素として
合成財を生産する「企業」（以下、企業とする）、不動産の賃貸を主たる業務とする「不動
産業」（以下、不動産業とする）とし、合成財、労働、資本、不動産の各市場において取引
が行われる経済モデルを想定する。次節では、想定した経済モデルの中で、①家計、企業、
不動産業といった経済主体がどのように行動し、②それぞれの行動の均衡が市場において
どのように達成されるかを描写する基本モデルを構築する。 
 
2.2 理論モデルの構築 
 本章では、家計、企業、不動産業は相互依存関係にあり、社会には合成財市場、不動産
市場、労働市場、資本市場が存在し、長期的均衡状態であるとする。 
企業は都市に 1 つ存在する代表的な企業を考え、その企業は労働投入量、資本投入量を
コントロールし、利潤を最大化する。また、モデルを構築するにあたり、芸術・文化は正
の外部性を持ち、労働生産性に影響する。すなわち、先述したように芸術・文化水準の相
違によって労働者 1 人あたりの労働力には差が存在する。これを「実効労働力」とし、労
働者数𝑁である企業が公共の芸術・文化施設といった芸術・文化𝑠を外部から与えられる場
合、実効労働力𝐸を、 
𝐸 = 𝑣𝑁 
で表す。ただし、𝑣は、芸術・文化𝑠が与えられる企業の労働生産性の指標である。したが
って、𝑣は外生変数である𝑠に依存する。 
𝑣 = 𝑣(𝑠) 
企業の直面する問題は、利潤最大化問題として次のように定式化することができる。 
 
・・・・（2-2） 
 
・・・・（2-1） 
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max  𝜋 = 𝑝𝑋 − 𝑤𝑁 − 𝑐𝐾 
𝑠. 𝑡           𝑋 = 𝑋(𝑣𝑁, 𝐾) 
ただし、𝜋は利潤、𝑝は合成財の価格、𝑋は合成財の生産量、𝑤は賃金、𝑐は資本価格、𝐾は資
本投入量とする。式（2-3）、式（2-4）より、 
𝑤 =
𝜕𝑋(𝑣𝑁, 𝐾)
𝜕𝑁
 
であり、同様に、 
𝑐 =
𝜕𝑋(𝑣𝑁, 𝐾)
𝜕𝐾
 
が得られる。これらの式は、要素の限界生産性と要素価格が等しくなる水準で要素需要が
決まることを意味する。したがって、労働の要素需要関数は、 
𝑁 = 𝑁(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑣) 
であり、資本の要素需要関数は、 
𝐾 = 𝐾(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑣) 
である。また、企業の生産関数は以下のとおりである。 
𝑋 =  𝑓(𝑁(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑣), 𝐾(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑣)) 
 同様に不動産業は労働投入量、資本投入量をコントロールし、利潤を最大化する。した
がって、不動産業の利潤最大化問題は次のように定式化できる。なお、本モデルは不動産
業が住宅用不動産サービスのみを行っていると仮定する。 
max  𝜋𝐹 = 𝑟𝐿 − 𝑤𝑁𝐹 − 𝑐𝐾𝐹 
𝑠. 𝑡           𝐿 = 𝐿(𝑣𝑁𝐹 , 𝐾𝐹) 
𝑟は住宅用不動産の賃貸価格、𝐿は住宅用不動産サービスの生産量、添え字𝐹は不動産業を表
す。また式（2-10）、式（2-11）より、不動産業の要素需要関数と生産関数は式（2-7）、式
（2-8）、式（2-9）と同様に定式化できる。なお、本モデルは 1 世帯に 1 就業者とし、全世
帯数は一定であるとする。また、家計が所有する資本も一定とし、これらの仮定から以下
の関係が成立する。ただし、?̅?は総世帯数であり、?̅?は総資本量である。 
𝑁 + 𝑁𝐹 = ?̅? 
𝐾 + 𝐾𝐹 = ?̅? 
・・・・（2-3） 
 
・・・・（2-4） 
 
・・・・（2-5） 
 
・・・・（2-8） 
 
・・・・（2-7） 
 
・・・・（2-9） 
 
・・・・（2-6） 
 
・・・・（2-10） 
 
・・・・（2-11） 
 
・・・・（2-12） 
 
・・・・（2-13） 
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 次に家計の行動について考える。家計は住宅サービスを需要するため、不動産業から住
宅を賃借する。本章では、芸術・文化政策によって居住環境が良くなり、不動産の質の向
上によって居住者は高い効用を得ると考える1。以上を踏まえて、家計は所得制約のもとで
合成財消費と住宅サービス消費をコントロールして効用を最大化するため、𝑥を合成財の消
費、𝑙を住宅サービス消費とすると、家計が直面する問題は次のような効用最大化問題とし
て書くことができる。 
max 𝑢(𝑥, 𝑙; 𝑠)   
𝑠. 𝑡    𝑤 + 𝑐 = 𝑝𝑥 + 𝑟𝑙 
効用最大化問題を解くと、合成財の需要関数は、 
𝑥 = 𝑥(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑟; 𝑠) 
であり、住宅用不動産の需要関数は、 
𝑙 = 𝑙(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑟; 𝑠) 
である。 
以上のように、各経済主体は目的関数を最大化するように行動し、財や生産要素の需要
と供給が導出される。そして、需要量と供給量が一致するように価格が調整され、式（2-12）、
式（2-13）に加えて以下の市場均衡条件が達成する。 
合成財の需給均衡条件 
𝑥(𝑁 + 𝑁𝐹) = 𝑋 
住宅用不動産サービスの需給均衡条件 
𝑙(𝑁 + 𝑁𝐹) = 𝐿 
以上の均衡条件と財・サービスや生産要素の需要関数、供給関数、そして生産関数などの
定義式から、本モデルの一般均衡解を得ることができる。 
 
3. 実証分析 
3.1 分析対象 
本節では、前節で構築した応用一般均衡の理論モデルを基に、芸術・文化政策による厚
生の変化を実証的に検証する。そのため、東京ほどではないが芸術・文化という都市的環
境が整っている大阪府を分析対象とした。各経済主体の活動に影響を与える芸術・文化政
                                                   
1 本章では、間接便益を対象とし、直接使用による直接便益の変化を対象としない。直接便益は、
利用者の便益を仮想評価法（CVM）によって推定した第Ⅱ章で明らかにした。  
・・・・（2-15） 
 
・・・・（2-14） 
 
・・・・（2-16） 
 
・・・・（2-17） 
 
・・・・（2-18） 
 
・・・・（2-19） 
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策は「量」と「質」の両面からとらえることができる2。そこで本章では、第Ⅳ章において
作成された大阪府の芸術・文化指標を利用し、その変更によって均衡解がいかに変化する
のかを検証する3,4。 
採用した芸術・文化指標は次の通りである。第 1 は、芸術・文化 1 施設あたりの面積（ハ
ード）や 1 展示会あたりの参加者数（ソフトの良さを表す）などから得られた芸術・文化
の質（質 1 とする）であり、大阪府は全都道府県で第 1 位の質の高さである。第 2 は、1
施設あたりの入館者数や事業参加者数が多いことなど、ハード面よりもむしろソフト面の
充実に力を注いでいることを示し（質 2 とする）、沖縄県が最も高い数値となっている。第
3 は、その地域における特別展や事業など芸術・文化に触れる機会の多さを示し（量とする）、
大阪府は第 2 位である。 
次節から、政策を定量的に評価するために、各経済主体の行動を表す数値的モデルを作
成する。そのためには、まず①前節のモデルを基に効用関数や生産関数に対して具体的な
関数形を想定し、効用最大化、利潤最大化を通じて需要関数や供給関数を特定化する。そ
して②特定化したモデルの中に含まれる様々なパラメータを現実のデータに基づいて推定
する。 
 
3.2 実証モデルの作成 
本章では、効用関数、生産関数の推定に際しては、代替弾力性値の設定の必要がなく計
算が容易であるコブ＝ダグラス型の関数を用いる5。より現実的なモデルを作成するため、
合成財を生産する企業は第 1 次産業、第 2 次産業、不動産業を除く第 3 次産業（以下、第 3
次産業とする）が存在し、いずれも資本と労働力と中間投入財を使用して生産を行う。第𝑖産
業は式（3-1）の生産関数を持ち、利潤が最大になるように生産活動を行う。 
𝑋𝑖 + ?̅?𝑖 = 𝑏𝑖𝐾𝑖
𝛿𝑖𝑁𝑖
(𝛾𝑖+𝜇𝑖𝑆) + 𝑌?̅? 
                                                   
2 博物館の「質」を表す指標として、入館者数や事業実施件数、質の高い展示を提供しているか
を示す一展示会あたりの参加者数は、一施設あたりのソフトの質の高さや 1 施設あたりの専
任職員数や面積などのハード（設備）の質の高さがある。また、地域における芸術・文化の「量」
を表す指標として、可住地面積あたりの博物館面積や、地域によって展示会や事業に触れられ
る機会が異なると考えることから、ソフトを享受できる機会の多さ（可住地面積あたりの事業
や展示会の実施回数等）が考えられる。 
3 芸術・文化政策の総合指標を作成するため、第Ⅳ章より博物館一施設あたりの質（14 項目）」、
「地域の文化環境の量（10 項目）」、「民間が提供する芸術・文化活動への機会（4 項目）」の
カテゴリー毎に主成分分析を行い、求められた主成分の固有値ベクトルから算出した都道府県
別の主成分得点を使用する。 
4 現金給与を被説明変数としたヘドニック賃金関数を推定した結果、有意であった変数を使用す
る。 
5 コブ＝ダグラス型や CES 型は制約が厳しく、柔軟な Translog 関数は多様な技術、選好を表す
ことができるが、パラメータの数が非常に多く、特定化が難しいため、コブ＝ダグラス型や
CES 型を使用せざるを得ない。日本では信用できる代替弾力値の推定値がないとして（石川・
長谷川（2003）より）、本章は市岡（1991）で望ましいとされるコブ＝ダグラス型を使用する。 
・・・・（3-1） 
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なお、𝑋𝑖は第𝑖産業の生産量であり、𝑏𝑖、𝛿𝑖、𝛾𝑖、𝜇𝑖 はパラメータである。外部から与えら
れた芸術・文化は、労働に対して正の外部性を持つと仮定しているため、芸術・文化𝑆のパ
ラメータ𝜇𝑖は必ず正であり、芸術・文化水準が向上すると限界生産力が上昇する。また 𝑌?̅? は
第𝑖産業への中間投入財、?̅?𝑖は他の産業への中間投入財や政府支出、輸出の量を示し、本章
では簡略化のため、いずれも一定であると仮定する。利潤関数は、 
𝜋𝑖 = 𝑝𝑖𝑋𝑖 + ?̅?𝑖 − (𝑤𝑁𝑖 + 𝑐𝐾𝑖 + 𝑌?̅?) 
であり、𝜋𝑖は財を生産する企業の利潤、𝑝𝑖は財の価格とする。したがって、労働の要素需要
関数は、 
𝑁𝑖 =
𝛾𝑖 + 𝜇𝑖𝑆
𝑤
𝑝𝑖(?̅?𝑖 + 𝑋𝑖 − 𝑌?̅?) 
であり、資本の要素需要関数は、 
𝐾𝑖 =
𝛿𝑖
𝑐
𝑝𝑖(?̅?𝑖 + 𝑋𝑖 − 𝑌?̅?) 
である。 
 不動産業も他の産業と同様に資本と労働と中間投入財を使用して生産を行う。したがっ
て、不動産業が持つ生産関数は式（3-5）、利潤関数は式（3-6）であり、不動産業の労働の
要素需要関数、資本の要素需要関数が得られる。 
𝐿 + ?̅?𝐹 = 𝑏𝐹𝐾𝐹
𝛿𝐹𝑁𝐹
(𝛾𝐹+𝜇𝐹𝑆) + ?̅?𝐹 
𝜋𝐹 = 𝑟𝐿 + ?̅?𝐹 − (𝑤𝑁𝐹 + 𝑐𝐾𝐹 + ?̅?𝐹) 
したがって、労働の要素需要関数は、 
𝑁𝐹 =
𝛾𝐹 + 𝜇𝐹𝑆
𝑤
𝑟(?̅?𝐹 + 𝐿 − ?̅?𝐹) 
であり、資本の要素需要関数は、 
𝐾𝐹 =
𝛿𝐹
𝑐
𝑟(?̅?𝐹 + 𝐿 − ?̅?𝐹) 
である。なお、添え字𝐹は不動産業を表す。 
 家計は、コブ＝ダグラス型効用関数を持ち、式（3-9）のように効用関数を特定化した。 
𝑢 = ∏ 𝑥𝑖
𝛼𝑖𝑙(𝛼𝐹+𝛽𝑆)
𝑖
 
 
・・・・（3-2） 
 
・・・・（3-3） 
 
・・・・（3-4） 
 
・・・・（3-5） 
 
・・・・（3-8） 
 
・・・・（3-7） 
 
・・・・（3-6） 
 
・・・・（3-9） 
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𝛼𝑖、𝛼𝐹、𝛽 はパラメータであり、𝛼𝑖は第𝑖産業の財のパラメータ、𝛼𝐹は住宅サービスのパラ
メータである。外部から与えられた芸術・文化は、不動産に対して正の外部性を持つと仮
定しているため、芸術・文化のパラメータ𝛽は必ず正であり、芸術・文化水準が向上すると
効用が上昇する。また、予算制約式は、 
𝑤 + 𝑐 = ∑ 𝑝𝑖𝑥𝑖
𝑖
+ 𝑟𝑙 + ?̅? 
である。?̅?は政府への直接税や貯蓄を表すが、ここでは簡略化のため、一定と仮定する。効
用最大化問題から各財・サービスの需要関数が得られ、住宅サービスの需要関数は、 
𝑙 =
𝛼𝐹 + 𝛽𝑆
𝑟
(𝑤 + 𝑐 − ?̅?) 
であり、合成財の需要関数は、           
𝑥𝑖 =
𝛼𝑖
𝑝
(𝑤 + 𝑐 − ?̅?) 
である。以上の定義式や最適化行動を示した式に加えて、以下の均衡条件から、市場均衡
解を導くことができる（図５－１）。 
合成財の需給均衡条件 
𝑥𝑖(∑ 𝑁𝑖𝑖 + 𝑁𝐹) + ?̅?𝑖 = 𝑋𝑖 + ?̅?𝑖  
住宅サービスの需給均衡条件 
𝑙(∑ 𝑁𝑖𝑖 + 𝑁𝐹) + ?̅?𝐹 = 𝐿 + ?̅?𝐹  
労働の需給均衡条件 
∑ 𝑁𝑖𝑖 + 𝑁𝐹 = ?̅? 
資本の需給均衡条件 
∑ 𝐾𝑖𝑖 + 𝐾𝐹 = ?̅? 
 
 
 
 
 
 
 
・・・・（3-10） 
 
・・・・（3-13） 
 
・・・・（3-15） 
 
・・・・（3-16） 
 
・・・・（3-14） 
 
・・・・（3-11） 
） 
 
・・・・（3-12） 
） 
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図５－１ 応用一般均衡モデルの市場構成 
 
 
 
3.3 パラメータの推定 
ここで、政策を定量的に評価するために、前節で特定化したモデルのパラメータを推定
し、各経済主体の行動を表す数値的モデルを求める。一般的に応用一般均衡分析を用いた
先行研究では、一組の観察データをモデルの解と等しい均衡状態であると仮定し、経済モ
デルに現実データを代入することでパラメータを推定するキャリブレーションを行ってい
る6。本章においても、大阪府の産業連関表から作成した社会会計表の現実データを基準均
衡解と仮定し、パラメータを推定する。 
しかし、その結果導き出された効用関数の不動産パラメータ（約 0.210）は、コブ＝ダグ
ラス型効用関数と予算制約式から得られた式（3-17）の左辺であり、芸術・文化政策を変
更した仮想均衡解を求めるには、政策変更前（基準均衡時）の不動産パラメータを𝛽Δ𝑆だけ
変化させなければならない。 
𝑙𝑟
(𝑤 + 𝑐 − ?̅?)
= 𝛼𝐹 + 𝛽𝑆 
したがって、本章では以下の手順で仮想均衡解のパラメータを推定する。 
 
                                                   
6 産業連関表や社会会計表にあるような詳細なデータを統計的に満足できるほど入手するのは
困難であるため、キャリブレーションを用いる。 
・・・・（3-17） 
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まず、東京都を除く 46 道府県ごとの産業連関表から作成した社会会計表を使用し、式
（3-17）の左辺を求める。こうして求められた道府県別の値を被説明変数とし、式（3-18）
のモデルを重回帰分析によって推定する。 
 
 
ただし、𝑄𝑘𝑗は道府県𝑗の芸術・文化要因以外の要因、𝑏𝑘はそれぞれの要因𝑘に該当する係数、
𝛽は芸術・文化要因𝑆𝑗の係数である。なお、式（3-17）、式（3-18）は効用関数の不動産パラ
メータの推定式であるが、生産関数（式（3-1）、式（3-5））の労働パラメータに関しても同
様の手順で推定する。 
 以上の手順から、芸術・文化要因を第Ⅳ章の質 1、質 2、量として重回帰分析を行った7。
得られた結果は表５－１であり、質 1 は不動産業における労働パラメータが有意であるこ
とから、芸術・文化の質がパラメータを上昇させることを意味する。質 2 は第 2 次産業や
第 3 次産業の労働パラメータが有意であったことから入館者数が多く、ソフトが充実して
いるほど、第 2 次産業と第 3 次産業の労働生産性を上昇させることがわかる。また、量が
大きいほど家計の効用や不動産業の労働生産性を上昇させる。したがって、事業や特別展
といった多くのソフトを享受できる地域は不動産価値を増加させ、それを消費することで
家計の効用は上昇する。また同時に不動産価値の上昇によって家計の不動産需要が増加し、
不動産業の賃貸料収入が増加することから、不動産業の労働生産性が上昇すると考えられ
る。 
 
表５－１ パラメータの決定要因 
 
注１）括弧内の数値は t 値を表し、*は 10%、**は 1%水準で有意であることを示す。 
注２）第 1 次産業は、全て有意ではない。 
 
                                                   
7 芸術・文化指標は主成分得点であるため負の値が存在するが、芸術・文化の変更をわかりやす
くするため、説明変数の全ての値を 0 から 1 の間に正規化する。 
質１ 質２ 量
不動産サービス 0.0511
(3.16
**
)
質１ 質２ 量
第２次産業 0.1001
(1.71*)
質１ 質２ 量
不動産業 0.0150 0.0134
(1.75*) (1.81*)
質１ 質２ 量
第３次産業 0.0455
(1.61)
× ×
×
効用関数
生産関数
×
××
×
𝛽
𝜇𝐹
𝜇2
𝜇3
・・・・（3-18） 
 
𝑙𝑗𝑟𝑗
(𝑤𝑗 + 𝑐𝑗 − ?̅?𝑗)
= 𝑎 + ∑ 𝑏𝑘𝑄𝑘𝑗
𝑘
+ 𝛽𝑆𝑗 
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推定された表５－１の係数を使用し、効用関数と生産関数のパラメータに影響する政策
変数を現状から少しずつ変化させ、仮想均衡時のパラメータを推定する。大阪府の芸術・
文化要因である量を𝑆0
𝑞から𝑆1
𝑞に変更した場合、変更後の効用関数の労働パラメータは式
（3-19）から求めることができる。 
𝛼𝐹 + 𝛽𝑆0
𝑞 + 𝛽Δ𝑆𝑞 = 𝛼𝐹 + 𝛽𝑆1
𝑞
 
Δ𝑆𝑞は芸術・文化指標𝑆𝑞の変化分であり、基準均衡解のパラメータである𝛼𝐹 + 𝛽𝑆0
𝑞に変化分
𝛽Δ𝑆𝑞を合計した値が仮想均衡時のパラメータである。 
 
3.4 シミュレーション分析  
 生産関数、効用関数のパラメータに影響する政策変数を現状から少しずつ変化させ、そ
れにともなう均衡解と効用の変化に着目する。大阪府の現状の均衡解では、家計の消費額
は、第 1 次産業が約 2,539 億円、第 2 次産業が約 4 兆 690 億円、不動産業が約 4 兆 3,685
億円、第 3 次産業が約 12 兆 1,222 億円、そして全産業の消費額は約 20 兆 8,136 億円であ
り、この時の実質 GRP（府内総生産）は 38 兆 2,987 億円である8,9。このような経済状態に
おいて家計は 754.02 の効用を得ることができる10。 
今、大阪府の芸術・文化要因である質 2 が現状から 10%上昇したとする。質 2 の上昇は、
第 2 次産業、第 3 次産業の企業活動に影響を与え、第 2 次産業、第 3 次産業の消費量、生
産量、生産の労働投入量が増加し、実質 GRP は約 1.64%（6,283 億円）増加する11,12。こ
のように芸術・文化政策の変更は家計や企業の経済活動に影響し、相互に連関し合いなが
ら経済変数を変化させるのである。また量の増加は家計の不動産需要と不動産業の労働需
要を増加させる。その結果、不動産業の労働投入量、資本投入量が増加し、不動産消費は
増加するが、他の財への投入量が減少し、他の財の消費量は減少する。 
ここで各芸術・文化要因（質 1、質 2、量）の現行水準を 1 とし、その水準を変化させる
と、価格の影響を取り除いた大阪府の経済状態（実質 GRP）は図５－２のように変化する13。
質 2 の改善によって実質 GRP が増加するのは、賃金と資本価格が上昇し、家計の所得増加
によって財の消費量が増加するためだと考えられる。量の充実は、不動産業の生産量を増 
                                                   
8  推定された大阪府の基準均衡解は、均衡状態であるとした現実データと同値になったため、
得られたパラメータの信頼性とモデルの整合性が取れており、基準均衡解の推定結果は正し
いといえる。 
9  他の基準均衡解は付表５－１を参照。 
10 均衡解や効用水準は、応用一般均衡分析が可能である GAMS を使用し推定する。 
11 第 2 次産業と第 3 次産業の家計の消費量は約 4.7%、約 2.98%だけ増加し、総消費額は約 6,061
億円（約 2.91%）だけ増加する。 
12 本章では、前節の応用一般均衡モデルで示したように、他の産業への中間投入財や政府支出、
輸出入といった家計と企業間以外の取引への影響は考えない。 
13 質 1 が 10%上昇した場合、約 0.32%（669 億円）だけ上昇する。微小な変化であるため、図
５－２には記載しない。 
・・・・（3-19） 
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図５－２ 実質 GRP の推移 
 
 
加させる一方で、他の財の生産量を減少させるが、価格の変化を考慮するなら、実質 GRP
を増加させる14。 
芸術・文化水準を変更することによって大阪府の実質 GRP が変化するとともに、家計の
効用水準は図５－３の上図のように変化する15。現在の芸術・文化政策が行われる社会にお
いて得られる家計の効用は 754.02 であるが、質 2 を現行の 1.1 倍に引き上げると、第 2 次
産業、第 3 次産業の生産性の上昇によって、効用は 776.28 に上昇する。また量を現行の 1.1
倍まで増やすと、不動産の需要増加と不動産業の労働生産性の上昇によって、効用は 777.64
に上昇する。 
次に効用の変化を金銭表示するために、支出関数の概念を用いて等価変分（equivalent 
variation、EV）を用いる16。2 つの均衡の間には、異なる価格が均衡価格として成立して
いるので、支出額を単純に比較できない。したがって、均衡価格を統一することで、価格
の変化が効用水準に与える影響を取り除き、均衡解を比較する17。図５－３の下図は芸術・
文化の水準を変更した場合の金銭換算した効用の変化を示している。質 2 が現行の 1.1 倍に
                                                   
14 量が 10%上昇した場合、約 0.82%（1,727 億円）だけ上昇する。 
15 質 1 が現行から 10%上昇すると、家計の効用は 754.72 であり、現在より 0.093%だけ上昇す
る。微小な変化であるため、図５－３には記載しない。 
16 便益の定義として等価変分と補償変分があるが、森杉（1997）、大野（2010）では、等価変
分の方が望ましいとしている。 
17 質 1 が現行から 10%上昇すると、全世帯の効用は 194 億円だけ増加する。微小な変化である
ため、図５－３には記載しない。 
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引き上げられた場合、全世帯の効用は約 6,144 億円だけ増加し、1.2 倍に引き上げるとさら
に約 6,215 億円だけ増加する。また、量を現行の 1.1 倍に増やすと全世帯の効用は約 7,103
億円だけ増加し、1.2 倍にするとさらに約 7,285 億円だけ増加する。 
 
 
 
図５－３ 芸術・文化政策変更による効用水準と等価変分の推移 
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4. むすび 
第Ⅲ章、第Ⅳ章で示したように芸術・文化は家計に対しては居住環境の改善を、企業に
対しては企業活動環境の改善をもたらす。本章では、経済主体間の相互作用を考慮するた
めに応用一般均衡モデルを作成することによって、芸術・文化政策の変更が市場メカニズ
ムを通して、経済変数をいかに変化させ、住民の厚生水準がどのように変化するかを検証
した。その結果、以下の点が明らかになった。特別展など芸術・文化施設のソフト面での
充実に資源を投入することは第 2 次産業や第 3 次産業の労働生産性を上昇させ、家計の効
用水準を引き上げるとともに、地域の居住環境を改善することによって効用水準を引き上
げることになる。芸術・文化政策としてはとくにソフト面での充実を図り、住民の良い芸
術・文化に触れる機会を増やすことが、住民の厚生水準の引き上げには必要である。 
以上の家計の効用水準の変化を等価変分により金銭表示すると、施設のソフト面を現行
より 10%充実させることで全世帯の効用は約 6,144 億円増加し、大阪府民が芸術・文化事
業に触れる機会を 10%上昇させることで全世帯の効用は約 7,103 億円増加する。また、本
章では行っていないが、芸術・文化水準を引き上げるのに要する費用と比較することによ
って政策の成否を判断する費用・便益分析が可能となる。 
 本章では、家計、企業の相互依存関係を考慮した応用一般均衡モデルを構築し、芸術・
文化政策が家計の効用水準や地域経済に与える影響を推定したが、以下の点について分析
を深めることによって、より具体的な政策インプリケーションを導くことができる。第 1
は、モデルに政府部門を組み込むことである。政府活動を考慮することにより、各経済主
体から徴収する税金など財源調達のあり方についての分析が可能となる。 
第 2 は、芸術・文化政策の便益のスピル・オーバーを考慮することである。本章では、
芸術・文化政策の便益は行政区域内にとどまると考えていた。第Ⅲ章は芸術・文化政策の
家計への効果が行政区域を越えて他の自治体にまで及ぶことを導いており、また、芸術・
文化政策が他地域の労働者の生産性を向上させ、他地域の経済活動に影響を及ぼすことも
考えられる。こうしたスピル・オーバー効果の存在とその地理的範囲を分析するためには、
複数の地域を前提に、どの地域のどの経済主体にどれだけの効果が帰着するのかを把握で
きる空間的応用一般均衡モデルの開発が必要であるが、スピル・オーバー効果をモデルに
明示的に取り入れることによって、行政区域を越えた広域的な芸術・文化政策のあり方を
分析することができる。 
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付表５－１ 大阪府（2008 年）の基準均衡解（百億円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１次産業 第２次産業 不動産業 第３次産業
労働投入額 1.87 536.39 24.81 1534.70
資本投入額 2.44 229.03 376.63 872.92
その他 55.35 2950.30 141.88 2418.98
合計 59.66 3715.72 543.32 4826.59
第１次産業 第２次産業 不動産業 第３次産業
家計消費額 25.39 406.90 436.85 1212.22
その他 34.27 3308.81 106.47 3614.37
合計 59.66 3715.72 543.32 4826.59
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終章 まとめと政策的意味合い 
 
 今日、芸術・文化は地域経済の活性化に果たす役割として注目されている。しかし、芸
術・文化に自治体がいかに関与すべきかについてコンセンサスが得られているわけではな
く、図１のように客観的な基準やルールなしに公的資金が投入されたり、財政事情が悪く
なると予算が削減されるという状況が散見される。このように十分な科学的分析に基づか
ないままに政策判断が下される背景には、芸術・文化が利用者への直接便益だけでなく、
利用しない者や地域社会に対して間接便益を発生させる準公共財であり、便益の評価が困
難なことが挙げられる。本論文はこうした問題意識の下に、地方準公共財の特徴を持つ芸
術・文化を対象に、その多様な便益を実証的に分析してきた。以下、各章の分析から得ら
れた結果をまとめ、そこから得られる政策的意味合いを提示する。 
 
 
図１ 文化行政の経費別集計額の推移 
 
注 1）文化関連経費は、芸術文化経費と文化財保護経費の集計額である。 
注 2）芸術文化経費は文化施設経費、文化施設建設費、芸術文化事業費の集計額である。 
注 3）平成 23 年度は東日本大震災の影響により実務上集計が不可能であったため、岩手県及び
福島県の一部市町村においては形式上平成 21 年度の数字を計上。 
出所）文化庁（2015）「地方における文化行政の状況について（平成 25 年度）」より筆者作成。 
 
 
102 
 
第Ⅰ章では、サーベイ研究を通して、芸術・文化の便益や価値を体系化し、推定方法の
確認を行った。その結果、芸術・文化がもたらす便益は、直接使用価値や未使用価値、非
利用者への外部性など、多様かつ広範囲に及んでいることを明らかにした。このことは、
芸術・文化の価値は料金収入で測ることはできず、財政収支のみで博物館の存廃が議論さ
れている昨今の状況は望ましくない可能性があることを示している。したがって、多様な
便益を実証的に推定し、便益発生の有無とその大きさを確認しなければならない。 
しかし、本章で明らかにしたように便益の顕示選好法と表明選好法に区分される推定方
法には、仮想評価法、ヘドニック・アプローチ、トラベルコスト法等、多くの方法が存在
し、それぞれが長所と欠点を持っている。芸術・文化政策に関して適切な政策判断を下す
ためには、便益の科学的な検証が不可欠ではあるが、計測の対象とする便益の内容を慎重
に見極め、それぞれの便益に適した計測方法を選択しなければならない。 
 芸術・文化はその利用者に直接的な便益を与えるという意味で、私的財の性格を持って
いる。しかし、利用者にとっての便益は、芸術・文化に直接触れることによって生まれる
もの（直接利用価値）だけではない。第Ⅱ章では、芸術・文化施設の利用者に対する便益
（価値）を、直接利用価値だけではなく未使用・不使用価値を含めて仮想評価法（CVM）
によって推定した。そのため神戸市立博物館を取り上げ、来館者調査（二段階二項選択法）
を実施し、支払い意思額（WTP）をランダム効用モデルによって推定するとともに、決定
要因を検証した。その結果、神戸市立博物館の WTP の中央値は 4,920 円であり、直接利用
価値に加えて遺贈価値、代位価値が WTP を大きくしていることが明らかになった。また、
WTP を用いて神戸市立博物館について費用・便益分析を行った結果、便益・費用比率は
1.193 から 1.784 の範囲であった。以上の分析から得られた政策的意味合いは次の通りであ
る。 
第 1 に、WTP の額が来館者によって異なっていることは、一律の料金収入では不十分で
あることを表している。来館者へのアンケート結果では、財源は税金、国からの補助金の
順で多かったものの、寄付と答えた来館者も多かったことと重ね合わせると、英国で採用
されている寄付方式などの財源調達方式も検討に値することを示している。 
第 2 に、WTP には遺贈価値、代位価値が影響していることから、芸術・文化施設の評価
を高めるためには芸術品や文化財の単なる展示場ではなく、施設それ自体の魅力を高める
べきである。 
第 3 に、費用・便益分析の結果、便益を最小に見積もった場合でも神戸市立博物館の便
益は費用を上回っており、少なくとも芸術・文化資本としての投資に耐えうるものであっ
た。 
第 4 に、この結果は神戸市立博物館が既存の建物を利用した結果であり、新たに施設を
建設した他の博物館についても、同様の結果が得られる保証はない。したがって、本章で
得られた推定方法を用いて費用・便益分析を行い、存廃を含めた政策判断を行うべきであ
る。 
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 芸術・文化は、第Ⅱ章で推定した利用者にとっての便益だけでなく、地域に外部効果を
及ぼす可能性がある。芸術・文化が与える外部効果、つまり間接便益は、（１）居住環境の
改善によって周辺住民の厚生水準に直接及ぶ効果と（２）人的資本の強化によって労働生
産性が向上し、企業活動環境面に及ぼす効果に区分できる。 
第Ⅲ章では、芸術・文化が周辺地域の居住環境を改善することによって住民に与える便
益の大きさとその地理的範囲を推定した。推定方法は、「社会資本投資の便益が地価の上昇
に帰着する」と考えられるキャピタリゼーション仮説に基づいたヘドニック・アプローチ
であり、分析対象は大規模・都心型の神戸市立博物館、中規模・郊外型の西宮市大谷記念
美術館である。その結果、①博物館の建設は周辺住宅地の地価を押し上げるが、その効果
は博物館からの距離が遠くなるにつれて急激に減少すること、②芸術・文化施設の規模や
立地点によって間接便益の大きさには違いが存在すること、③対象とした施設はいずれも
スピル・オーバー効果が発生していること（神戸市立博物館は 1,093 億円、西宮市大谷記
念美術館は 1,844 億円の間接便益を市外に拡散）が明らかになった。以上の分析結果から
次の政策的意味合いが得られる。 
第 1 に、芸術・文化施設はその利用者だけでなく、周辺住民に居住環境の改善という便
益を与え、その効果は住宅地の地価に反映されている。したがって、芸術・文化施設の財
源として固定資産税を用いることは理にかなっている。 
第 2 に、芸術・文化施設の間接便益は行政区域を越えて拡散している。したがって、固
定資産税の増収額は市外にも及ぶため（神戸市立博物館は 1.5 億円、西宮市大谷記念美術館
は 2.6 億円の増収額）、間接便益が拡散する周辺自治体を含めて固定資産税等によって施設
建設の財源を調達することも検討する必要がある。 
 第Ⅳ章では、労働経済学の「補償賃金モデル」に都市経済学における「集積の利益モデ
ル」を統合することで、地域間の芸術・文化水準の差が生産性の違いを引き起こすことに
着目したヘドニック賃金モデルを開発し、芸術・文化は人的資本の強化を通じて企業活動
環境に及ぼす効果について実証分析を行った。その結果、①博物館面積といった博物館の
質に加えて、特別展や事業といったソフトの充実が労働生産性を上昇させること、②民間
の芸術・文化活動に触れる機会を増やすことは企業活動環境を改善することが明らかにな
った。以上の分析結果から得られる政策的意味合いは次の通りである。 
第 1 に、芸術・文化は人的資本の強化につながり、地域経済のポテンシャルを高めると
いう効果を持つことから、地域経済政策として重要な戦略となり得る。 
第 2 に、人的資本の強化には芸術・文化施設の規模に加えて、ソフト面の充実が必要で
ある。 
第 3 に、芸術・文化は公共部門が提供する施設やサービスだけでなく、民間部門が提供
する芸術・文化活動も労働生産性の向上につながることから、民間の芸術・文化団体や活
動をサポートすることは有意義である。 
 芸術・文化政策のあり方に関する判断材料を示すという目的から、第Ⅲ章および第Ⅳ章
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では、芸術・文化が家計の居住活動と企業の生産活動に影響を与えることを分離して分析
した。第Ⅴ章は、芸術・文化政策が最終的に経済活動や住民の厚生水準にどのような影響
を及ぼすかを明らかにした。その際、実体経済は家計、企業等の経済主体が相互に影響を
及ぼしながら動いていることから、家計、企業、不動産業を組み込んだ応用一般均衡モデ
ルを作成し、芸術・文化政策の変更が市場を通して実体経済をいかに変化させ、住民の厚
生水準がどのように変化するかを、大阪府を対象に検証した。その結果、芸術・文化政策
の変更は実体経済に影響を及ぼし、住民の厚生水準を左右することが明らかになった。以
上の分析結果から得られた政策的意味合いは次の通りである。 
第 1 に、本章では大阪府を対象に分析を行ったが、他の地域においては異なった結果が
得られる可能性がある。しかし、芸術・文化政策の成否を総合的に判断するためには、地
域毎に、各経済主体の相互連関を踏まえた分析が必要である。 
第 2 に、特別展など芸術・文化施設のソフト面での充実に資源を投入することは第 2 次
産業や第 3 次産業の労働生産性を上昇させ、家計の効用水準を引き上げるとともに、地域
の居住環境を改善することによって効用水準を引き上げることになる。芸術・文化政策と
してはとくにソフト面での充実を図り、住民の芸術・文化に触れる機会を増やすことが、
住民の厚生水準の引き上げには必要である。 
 第 3 に、本章の分析から残された研究課題が明らかになった。まずは、モデルに政府部
門を組み込むことである。政府活動を考慮することにより、各経済主体から徴収する税金
など財源調達のあり方についての分析が可能となる。次は、芸術・文化政策の便益のスピ
ル・オーバーを考慮することである。これによって行政区域を越えた広域的な芸術・文化
政策のあり方を提示することができる。 
以上のように、芸術・文化の重要性が大きくなっている現在、芸術・文化事業の収支や
博物館の入館者数といった金銭的・数量的な面だけではなく、非市場価値を含めた便益を
客観的に評価することは、科学的基準の開発といった学術面や芸術・文化のあり方の議論
を成立させるための政策面においても重要である。また、芸術・文化と経済の関係を明確
にすることで、芸術・文化が家計や企業活動を通して経済を支え、経済も所得や税収の上
昇を通して芸術・文化を支えていることが証明できる。以上のように、経済学的側面から
見た芸術・文化政策の評価を反映することで、芸術・文化を地域資源とみなし、顧客であ
り納税者でもある国民の支持や民間企業との連携のあり方が得られたり、財源調達方法と
いった分析結果からわき出た政策の提言に繋げることができる。 
 芸術・文化政策に関しては、サービス供給における効率性の改善も重要な政策課題であ
る。本論文の主たるテーマであった多様な便益を考慮して効率性分析を行うためには、複
数アウトプットの分析が可能な包絡分析（DEA）が適している。しかし、芸術・文化に DEA
を適用した先行研究としては、Basso and Funari（2004）、桑原・春名・塩津（2008）が
あるが、これらはアウトプットに間接便益が含まれておらず、地理的条件や人口密度とい
った自治体の裁量が及ばない非裁量要因の除去も十分ではない。間接便益を含めた芸術・
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文化政策の効率性分析は、本論文の残された課題である。  
 本論文では、財政学や公共経済学の観点から芸術・文化の公共部門の関与のあり方を検
証するための判断材料を作ることを目的とし、分析を行ってきた。しかし、本論文で取り
上げた評価手法は、公民館や図書館などの多くの地方準公共財にも応用可能であり、財政
状況が厳しい中、準公共財によって地域活性化を行う際の政策インプリケーションへの足
がかりとしたい。 
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